


は し が き

財団法人 資産評価 システム研究セ ンターは、適切な地域政策の樹立に資するため、地域

の資産の状況及びその評価の方法に関する調査研究等の事業を実施す ることを 目的として設

立されま した。

当評価セ ンターにおける調査研究は資産評価の基礎理論及び地方公共団体等における資産

評価技法の両面にわたって、毎年度、学識経験者及び 自治省並びに地方公共団体等の関係者

を もって構成する資産評価 システム、土地、家屋及び償却資産の各部門ごとの研究委員会に

おいて行われ、その結果は、会員である地方公共団体及び関係団体等に調査研究報告書 とし

て配布 し、活用 されているところであ ります。

本年度の償却資産研究委員会の調査研究テーマは、(1)中小機械工業等における償却資産 に

関する調査研究(2)資産評価のOA化 に関す る調査研究の2項 目であ ります。本報告書は、上

記(2)の調査研究 に属するもので、固定資産評価のシステム化について川越市における家屋評

価 システム及び浜松市における土地評価 システムの事例の調査研究を行いました。

この程、その調査研究の成果を とりまとめ、 ここに公表する運びとな りましたが、この機

会に、熱心にご研究、ご審議をいただきました委員及び専門員並びに実地調査に当たり、種

々ご協力を賜 りました地方公共団体の関係者各位に対 し、心か ら感謝 申し上げます。

なお、当評価 センターは、今後とも、所期の 目的にそ って、事業内容の充実及 び地方公共

団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存であ りますので、地方公共団体をは じめ関係団

体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。

最後に、この調査研究事業は、 日本 自転車振興会か ら競輪収益の一部である機械工業振興

資金による補助金の交付を受けて実施 したものであ り、改めて深 く感謝の意を表す るもので

あ ります。

平成8年3月

財団法人 資産評価 システム研究セ ンター

理事長 前 川 尚 美
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川越市における家屋評価 システム

1は じめ に

川越市企画財政部資産税課

家屋係長 宮根 信夫

1.川 越市の概要

(地 勢)

川越市は、埼玉県の中央部よりやや南より、武蔵野台地と呼ばれる台地の東北端に位置 し、入間川が西部か ら北部

にかけて流れている。土地は概ね平坦で北東部は水田地帯、南西部は畑地帯と二分されてお り、気候はほぼ温和で雪

害、台風禍などの影響はほとんどない。

(沿 革)

奈良、平安のころから次第に交通の要衝となり、長禄元年(1457年)に 、太田道真、道灌父子によって川越城

が築かれてから城下町として発展 した。江戸時代に入ると、江戸城の北辺の護 りと豊富な物資の供給地として重要視

され、産業、経済、文化の発展も著 しく 「小江戸」といわれるほどの繁栄を した。現在も当時の面影を残す貴重な文

化財などが数多 く保存されている。

明治に入ってからも県内第一の商業都市として栄え、明治22年4月1日 町村制施行で川越町が誕生 し、大正11

年12月1日 仙波村を合併 して県下で初の市制を施行 した。

その後、昭和14年 に隣村の田面沢と、また、昭和30年4月1日 に周辺9ケ 村(芳 野 ・古谷 ・南古谷 ・高階 ・福

原 ・山田 ・名細 ・霞ケ関 ・大東)と 合併し、平成4年 には市制施行70周 年を迎え、現在では人口も32万 人を超え

るまでになった。また、埼玉県南西部地域の中心都市として、周辺自治体と21世 紀に向けたプロジェク トを策定、

推進 している現在である。

人 口
世帯数
面 積
一般会計予算

特別会計予算

321,097人(平 成8年1月1日 現 在)

110,938世 帯

109.16㎞2

73,280,000千 円(平 成7年 度 予 算)

54,405,204千 円(平 成7年 度 予 算) 第1表

(川越市域図 第1図)
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2. 家屋評価事務の現状

(組 織)企 画財政部資産税課

課長1名 課長補佐1名

管理係 係長1名 7名

庶務係 係長1名 4名

土地係 課長補佐兼務 10名

家屋係 係長1名 14名

(家屋棟数)

年度別 家屋総棟数の推移 第2表 *概 要調書から*

昭62 63 平1 2 3 4 5 6 7

木 造 79,134 80,018 80,273 80,327 77,311 77,155 77,580 77,895 77,728

非木造 13,262 13,612 14,352 15,043 15,490 16,099 16,687 17,278 17,783

合 計 92,396 93,630 94,625 95,370 92,801 93,254 94,267 95,173 95,511

年度別 新 ・増築家屋棟数の推移 第3表 *概 要調書から*

昭62 63 平1 2 3 4 5 6 7

木 造 1,671 1,950 1,725 1,710 1,603 1,699 1,879 1,866 1,938

非木造 643 691 835 848 800 878 821 801 673

合 計 2,314 2,641 2,560 2,558 2,403 2,577 2,700 2,667 2,611

(棟)

(事務内容の概要)

当市においては、木造 ・非木造、面積の大小を問わず県税事務所には調査や計算は依頼 していない。

平成7年 度の例で家屋調査の年間スケジュールをみると、4月 に縦覧を行い、4月 下旬から6月 にかけて未登記家

屋の調査を主体に行い、7月 から翌年3月(2月 に一旦締めあり)に かけて平成8年 度課税対象の登記家屋の調査を

行 っている。もちろん随時課税すべきものは例月処理として調査 している。また、その他の事務 として、家屋調査対

象の把握のための建築計画概要書の情報処理、表示登記(税 通)異 動処理(新 増築家屋の台帳作成、滅失処理、その

他)、 概要調書 ・交付税 ・総評価見込み ・歳入歳出見込み等の資料作成などを年間を通 して行っている。

なお、権利関係の異動処理及び証明書発行業務については現在は管理係にて行っている。

家屋調査については、基本的には2人1組 、地区別に計6班 に分かれ事前調査か ら現地家屋調査、そ して計算まで

(木造 ・非木造を問わず)す べてを、その班で行う。現地家屋調査は、基本的には1軒1軒 各家屋の内部までうかが

い、1人 が図面を作成 し、もう1人 が評点調査表を作成 している。

評価方法については、木造においては基本的には各仕上げ部材 ごとの床面積割合で部分別評価方法とし、建売住宅

等状況によっては類似家屋比準評価をとっている。非木造についてはやはり部分別評価方法としているが、家屋調査

の事前に所有者か ら図面及び施工内容書(工 事施工明細書)を 提出してもらい各仕上げ面積を基礎に評価計算を行っ

ている。また、プレハブ家屋については、近隣自治体(埼 玉県西部地区都市税務事務連絡協議会資産税部会)と 共同

で昭和60年 か ら評価要綱を作成 し、比準評価を行 っている。

Ⅱ システム導入の経緯

家屋評価計算 システムの導入経緯については、平成元年度稼働の旧システムと平成6年 度稼働の新システム(現 在

使用中)の 導入までの2段 階に大きく分けられる。
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1.平 成元年度稼働のシステムの目的 ・経緯

平成元年度か ら当市としては家屋評価システムが初めて稼働となったわけであるが、その導入の話 としては昭和6

2年 に始まる。当時の家屋調査及び評価計算の方法については以下の様な状況であった。

先ず、法務局か らの税通により調査用台帳(本 台帳)を 手書きで作成(常 時1名 担当)し た後、各班が調査対象家

屋へ訪問し評点調査表と図面を作成する。未登記の家屋については、建築計画概要情報と法務局か らの税通とを照合

し調査対象家屋を抽出して登記家屋と同様に調査を実施する。現地調査か ら帰庁すると1人 が図面を清書 し、 もう1

人が評点調査表をもとに手計算で評価額を算出していた。なお、最終の価格決定処理等はすでに電算機処理を してい

たが、この電算機への入力処理については異動票と呼ぶ入力票を手書きで作成 していた。

このような状態の中、調査対象家屋として登記家屋を優先 して進めていたため徐徐に未登記家屋の調査が遅れてお

り、方策が必要とされていた。また、台帳の作成や調査日の予約通知等の作成が手書きのため同じような内容を何度

も書 くといった非能率 も係内で問題視されていた。またそのころ、行政サービスの向上とい うことで証明書発行関係

等のオ ンライン化など全庁内的にOA機 器導入による事務の効率化 ・簡素化 ・迅速化が進め られてきてお り、家屋係

においても、積極的に事務の見直 しを行い改善を進める必要があった。その他、既に先進各都市において家屋評価事

務の分野にコンピュータを使用 し実績を上げていること、パ ッケージ化された家屋評価計算システムが販売されてい

ることなども確認されたことから、当市も導入すべ く運びとなり、即決 した。蛇足であるが、コンピュータという未

知のものに対する拒絶反応 も比較的少なくスムーズに導入決定に至った要因の1つ として、たまたま人事異動にてO

A機 器に精通 していた職員が配置されていたことも上げられる。

(1)導 入の目的

上記のような現状を踏まえ、次の5点 を目的に作成することとした。

① 調査対象家屋の完全把握

調査にあたっては、該当家屋の完全把握が税の公平負担の面か らも重要な課題となるので、法務局か らの表示通知

(税通)・ 建築関係部署の建築計画概要情報 ・職員による現場情報等、調査対象家屋に関する情報をオフコンに入力

することにより調査対象物件の一元管理を可能とする。そして、これにより調査用台帳作成 ・調査予約通知書作成等

の調査関連事務 もより効率的に行えるようにする。

従って、家屋調査がより効率的且つ迅速に行え、また、調査の進捗状況 も随時把握することができる。

② 評価計算の迅速化

当時の家屋調査か ら評価額計算、そ して結果の電算機入力 という一連の流れは先に説明 したとお りであるが、この

評価額算出部分がすべて電卓による手計算のため100㎡ 程度の木造専用住宅で1棟 当た り計算だけで50分 程度を要 し、

その後の電算機入力用の異動票作成処理までを含めると1時 間以上の時間を必要としていた。この評価部分に計算シ

ステム(オ フコン)を 導入することにより計算時間の大幅な短縮を可能とし、更にそのデータを直接電算機に入力す

ることにより異動票作成の手間をな くし事務の省力化を図る。

③ 評価計算の均一化

木造家屋の評価においては、棟数が多いので明確計算によることが困難なため不明確方法にて評価 しているが、評

価にあたって担当者の知識 ・経験による部分が多く適正且つ迅速な評価のできる職員を養成するために長時間を要 し
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ている。

そのためオフコンで、より明確計算に近い数値を入力 し、自動で補正係数等を計算させることにより誰でもより簡

単に均一な計算結果を得ることを可能とする。

④ 調査遅れの解消

事務処理上登記物件を優先に調査する必要があるため、未登記家屋は完成後大分遅れてか ら調査を行っていた。こ

のため年度途中の随時課税や過年度課税が多数発生 しており、事務処理の煩雑化の原因となっていた。そこで①、②

のように評価計算の迅速化が図られ、事務処理の省力化が可能となれば、より早くの調査 ・課税が可能とな り調査遅

れの問題が解消され、納税者サイ ドへのサービス向上にもつながる。

⑤ 各種資料作成の簡素化

総評価見込み ・歳入見込み ・評価替え等の各種資料作成のための基礎数値の集計をオフコンにより可能とする。こ

のことにより、従来の手作業による事務が大幅に簡素化される。

以上のとお り、旧システム導入は評価計算のみオフコンで行うのではな く、調査対象家屋の把握か ら始まり、調査

予約、評価計算そしてその結果情報の入力処理まですべて行 うことで事務の迅速化を図り、調査の遅れを解消 し納税

者へのサー ビス向上を目指すものであった。 したがって、調査員不足のカバーという目的で もありその当時の段階で

職員の数を減少させるという目的ではなかった。

(2)導 入までの経緯

具体的に稼働までの経緯を追ってみると、

昭和62年10月

昭和62年11月

昭 和62年12月

～

昭 和63年1月

昭 和63年1・2月

昭和63年2・3月

昭 和63年4月

係内の会議にてオフコン導入を前提に具体的に検討することを決定。

先進都市の視察。県内はもとより、愛知県 ・神奈川県 ・群馬県の先進7都 市を視察 し、また文書

にて も状況を照会 した。

既存の評価計算システムをデモンス トレーションとして設置し各職員にシステムの概要を理解 し

て もらう。

視察、照会回答及びデモンス トレーションの内容検討を行 う。

システムの内容検討、導入計画書を作成。

導入計画書を企画課へ提出。

昭 和63年7・10月 OA機 器導入検討部会にて検討。

昭和63年11月

昭和63年12月

～

評価計算システム仕様書完成。

システム開発委託先決定。

その後は、具体的にシステム開発会社と導入担当職員との共同作業で開発。
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平成元年6月 下旬

平成元年8月

平成元年12月

木造家屋の評価計算開始。

プ レハブ家屋の評価計算開始。

非木造家屋の評価計算開始。

その後は、平成3年 度の評価替え時の追加や変更を加えなが ら現在使用中の新システムに切 り替わ

る平成6年 度終了まで使用 した。

(平成6年 度中は、平成7年 度分については新システムを使用 し、平成6年 度課税分は旧システム

を使用、と並行 して使用)

(3)開 発方法

開発はソフ ト開発会社と導入担当職員との共同開発 とした。市販ソフ トも販売されていたが、次のような主な理由

か ら川越市独自のシステムとして開発 した。

① 施工量等の入力方法や補正係数の扱いなどに市販ソフ トと川越市とで細かい点で違いがみ られ、導入 してもメリッ

トが少ないこと。

② 評価計算だけではな く、調査対象家屋の把握から調査予約、評価計算そ して最終処理である電算機へのデータ入力

までの トータルとしてのシステム化が目的であったこと。

(4)開 発内容

開発内容の概略図及び家屋評価に関するシステムの導入前と導入後の事務処理手順の違いについては、第2図(次

頁)及 び第3図(次 々頁)の とお りである。

家屋評価部分でみてい くと、第3図 の導入後の部分のとおり調査対象把握のおおもととなる建築計画概要情報をオ

フコンで管理することにより、先ず調査予約の通知書の作成がオフコン化となり、次に評価計算部分、そ してそれま

で手書きであった電算異動処理のための家屋異動票作成と、いままで時間のかかっていた部分をオフコン化すること

が出来た。

なお、オフコン内で作成 した家屋異動票(家 屋所在地 ・家屋の種類 ・再建築評点数等課税処理に必要なデータ)は

フロッピーディスクに入力 し電算異動処理 させることとした。

また、評価計算については、昭和57年 基準年以降の物件について木造 ・非木造(明 確 ・不明確)を 問わず可能 と

なっている。 したがって、それ以外の家屋については、導入前と同じ手計算 ・手書き異動票処理を行 っていた。

なお、細かいシステムの内容は省略させていただき、新システムで説明させて頂く。

*「 家屋異動票」「調査予約通知書」については資料1、2の とおりである。
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★開発内容概略図★

第2図

家屋評価 システム

調査台帳 調査対象把握

確認登録

登記登録

現場情報

宛名コー ド管理

調査予約

スケ ジュ ール 管 理

調査予約通知作成

進捗検索

家屋評価 評価計算 木造家屋

非木造家屋

プレハブ家屋

計算書印刷

異動データ作成

評価基準管理

ファイル入力

ファイル印刷

ファイル検索

統計資料

★ システムメニ ュー画面★

メニ ュー 画 面 **家 屋評価システム**

日 付94.08.01

時 間13:00:00

01.

02.

03.

04.

05.

06.

07.

08.

*調 査台帳

*評 価計算

*調 査予約

資料 ・統計

マンション

総評価見込

異動票作成

フロッピー

09.

10.

11.

12.

13.

14.

88.

99.

市街化調整

評価替計算

異動票複写

データ印刷

その他資料

保存用吸上

サインオフ

処理を選択 し番号を入力 して下さい
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2.平 成6年 度稼働の新システムの目的 ・経緯

本市においては、昭和63年 度から税証明書発行がオ ンライン化となり、本庁のほか出張所等においても発行可能

となっていた。 しか し、家屋の物件異動処理(例 えば,所 有者変更があったとか、滅失となったとかといった表示関

係、権利関係等の新規登録や更正等のホス トへの登録処理)に ついては、先の旧システムの概要説明でふれたとお り

オフコン計算による部分はフロッピーディスクで行い、それ以外の部分については資料1の 「家屋異動票」を使用 し、

各職員が手書で記入 しパ ンチ処理(委 託)を 行 っていた。この処理は現年度分については月に1回 、翌年度分につい

ては2月 に一括処理をとっていた。このため、特に翌年度分については大量の処理になるため、エラーも多 く発生 し、

更にそのエラーが消えてな くなるまで処理を繰 り返すことか ら多 くの時間をこの時期に費や していた。

そこで、この 「物件異動処理」を手書きの異動票による処理ではな く、各職員が直接資産税課内の端末機器を使 っ

てホス トコンピュータへ登録(異 動)処 理できるシステムを平成6年 度から稼働させるという考えの もと、資産税課

内と情報統計課(当 時電算課)と の共同作業として平成2年 の夏か ら計画が進んでいた。なお、この開発については、

表示関係、権利関係等登記関係の内容の処理が主流であり、当時事務処理は資産税課内の管理係という部門(現 在で

は物件異動処理システムの導入に伴い、表示関係は家屋係が担当)が 担当していたため、開発作業 も家屋係としてで

はなく、あくまで も、家屋評価計算システムとは切り離 した別のものとして進められていた。

このようななか、物件異動処理システム端末機器を導入するにあたり、資産税課内部の端末機器利用形態をより合

理化するという考えのもと、この物件異動処理システム端末機器を家屋評価計算システムとしても利用(つ まり併用)

できないか、という案がでてきた。併用するということは、評価計算結果についてフロッピーディスクでホス ト登録

していた処理を物件異動処理システム同様に、端末から登録するという考えであった。しかし、当時の旧家屋評価 シ

ステムのオフコン機種とホス ト側機種とに違いがあり、現状のままではホス ト側との間のデータのや り取 りがや りづ

らいという問題が考えられた。

そこで、機種の変更 とともに次のような目的のもとに新家屋評価システムの開発が進んだ。(な お、同時に、土地

係の 「特別土地保有税システム」 も開発となっているが、ここでは省かせていただ く。)

(1)導 入の目的

上記のような状況を踏まえ、次の4点 を目的として開発することとした。

① 新規開発の物件異動処理システムの端末機器が、家屋評価計算 システムの端末機器として併用できるようにして、

資産税課内部の端末機器利用形態がより合理的なものとなるようにすること。

② 現行 システム(旧 家屋評価 システムのこと)の 整理 ・統廃合

③ 現行 システム(旧 家屋評価 システムのこと)の 拡充 マ ン シ ョ ン処 理 ・評 価 替 え ・デ ー タ 管理

④ オフコン(評 価計算部分) ホ ス ト間 の 連 携 を ペ ーパ ー レス 、 フ ロ ッ ピーデ ィス ク レス とす る こ と(オ ンラ イ

ン化 す る こ と)。

(2)導 入までの経緯

次頁の第4図 で示す。
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平 成5年 度 平 成6年 度 平 成7年 度

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

新

シ

ス

テ

ム

シ ス テ ム の 調 査 ・分 析

基本設計

詳細設計

プ ログ ラム開発

総合テス ト

H7年 度課税の木造家屋評価計算開始

H7年 度課税の非木造家屋評価計算開始

旧

シ

ス

テ

ム

家屋例 月更正 ・H6年 度 当初課税分計算 H6年 度

例月更正

終わ り

第4図
新 システム稼働 時期は、物件 異動 処理 シス テムの稼 働 と同 じ時期 と し平成6年8月 と した。

旧 システムと新 システムの切替えは、平成6年 度課税(当 初分か ら例月更正分 まですべて)で 行 い、平成7年 度 課税分 については新

システムで行 うことと した。

(旧 システムのオ フコン機 器は、平成6年 度2月 例月更正終 了後撤去)



(3)開 発方法

開発は業者に委託することとし、次のような理由で、Aシ ステム開発会社に依頼 した。

① すでに県内の多 くの自治体業務を長年に渡り手掛けており技術面でも高い信頼がある。

② すでに当市においても税証明オンラインシステム(昭 和63年7月 に稼働)の 開発を行った実績がある。

③ 当時、先に若干ふれた物件異動オンラインシステムの開発(平 成6年8月 稼働)を 当A社 にて行っていたところで

あ り、新システムの特徴の1つ であるオフコンか らのデータ送信の送り先がこのA社 の開発のシステムである。

④ 以上のように当市の固定資産税業務全般にわたって熟知 しているので円滑かつ的確な開発が可能である。

開発経過については先のとおりであるが、当市では開発担当者を1名 専属として行った。

余談であるが、システムの開発にあたっては業者に色々と難 しいこともお願いして開発 してもらったわけであるが、

業者にまかせきりではなく、共同で開発にあたった当市の開発担当職員の労苦も大きなものであった。

Ⅲ 新家屋評価システムの概要

平成6年8月 稼働の新 システムについて紹介する。

1.機 器 構 成 図 第5図

情報統計課

ホストコンピュータ

M1600

【既存証明】

端 末 デ スクトップ

端 末 デ スクトップ

端 末 デスクトップ

P

P

P

【物 件 異 動 オンラインシステム 系 】

端 末 ノートブ ック

端 末 ノートブ ック

端 末 ノートブ ックP

端 末 ノートブ ックP

端 末 デスクトップP

【家屋評価 ・特別土地保有税

システム 系 】

本 体

K6500

端 末 デスクトップP

端 末 ノートブ ック

端 末 ノートブ ック

端 末 ノートブ ック

【特別土地保有税】

端 末 デ スクトップP

端末=端 末機器

P=プ リ ンタ ー
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第5図 の とお り、 家屋 係 と して は 、 家屋 評価 計 算 用 と して ノー トブ ック型 が3台 、 デ ス ク トップ 型 が1台 、 そ して

プ リ ンタ ー が1台 とな って い る。 もち ろ ん 、 こ の端 末 機 器 は、 物 件 異 動 オ ンラ イ ン シス テ ム の端 末機 器 と して も利 用

して い る もの で あ る。

2.家 屋評価システムを利用 しての家屋評価事務の流れ

(1)全 体の流れ

新 システムにおいても多 くの処理をホス ト及びオフコンで行っているわけであるが、旧システムと新 システムとの

違いをくらべることによって、新 システムを利用 しての 事務の流れと新システムの特徴をみてい く。(次 頁 第7図

参照)

旧システムと新システムとの処理の流れの大きな違いは、次の2点 である。

① 調査対象家屋把握の元となる建築計画の概要書情報の登録 ・管理をホス ト側で行 う。

② 計算結果のホス トへの登録処理をオンラインとする。

以上の結果、ホス トとオフコンの役割は第6図 のように分けられ、ホス トはオフコン側か らの計算結果をもとに台

帳登録を行 うだけではな く、新システムでは調査対象家屋の登録 ・管理も行 っている。一方オフコン側は、調査の予

約から計算及び計算結果異動データの作成までを行っている。そ してこの両者をつなぐ作業が 「ホス ト連携」と呼ん

でいる 「ホス ト－ オフコン間のデータの送受信」であ り、新システムの開発 目的の1つ であるペーパーレス ・フロ

ッピーディスクレスである。

第6図

【ホ ス ト側 】

2.調 査情報の登録
・登記項 目入力
・家屋本台帳作成

8.異 動 デ ー タ処 理
・価格決定 ・台帳登録
・名寄処理 ・課税処理

1.調 査 の発 生
・建築計画概要書情報

3.デ ー タ受 信

5.現 地 調 査
・調査表作成
・図 面作 成

7.デ ー タ送 信

【オ フ コ ン側 】

4.調 査 準備
・調査予約通知作成

6.評 価 計算
・異 動 票(デ ー タ)

作成

(2)【 ホス ト側】担当部分の流れ

オフコン担当部分(家 屋評価システム)の 説明の前に、新システムにおいてホス ト側処理となった建築計画の概要

書情報の登録 ・管理について手順を説明する。

① 建築計画の概要書の情報を入力担当者が、端末機器か らホス トへ入力する。(調 査番号と呼ぶ連番をとる)

② 法務局か らの税通をもとに表示登記項 目を該当する建築計画にあてはめる。

③ 調査すべき家屋の台帳(家 屋本台帳)を 印刷する。
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以上の①から③までの作業を終えると調査対象が確定され③で印刷された台帳が各地区の担当者に配付 され、その

後は各地区の担当者がオフコン側家屋評価システムを利用 しての作業となる。

(3)【 オフコン側】担当部分(家 屋評価システム)の 流れ

家屋評価システムにおける事務処理の流れについてシステムのメニュー画面をもとに以下説明する(一 般的な例と

して)。

家屋評価システムメニュー画面

○ 家屋評価システムMenu ○

〔01〕 調査台帳照会

〔11〕 調査予約処理
〔12〕 調査予約通知

〔20〕 評 価 計 算

〔30〕 マ ン シ ョ ン

〔40〕 ホ ス ト連 携

〔50〕 評価替計算

〔60〕 資 料 作 成

〔70〕 デ ー タ管 理

〔81〕 シ ス テ ム管 理

〔82〕 資 産 番 号 管 理

〔87〕 プ リ ンタ制 御

〔88〕 バ ック ア ップ

〔90〕 電 源OFF

〔99〕 終 了

○ 番 号 を入 力 し、 [入 力/実 行]keyを 押 して 下 さ い。 ○

第8図

〔40〕 ホ ス ト連 携

① ホス トにて作成された家屋本台帳をもとに調査対象家屋のデータをホス トか ら受信する。

(ホス ト登録時に採番 した調査番号を入力す る)

(第6図 の3.デ ー タ受 信)
↓

〔11〕 調査予約処理

〔12〕 調査予約通知

② 調査予約の登録を行い、所有者宛の調査予約通知書を印刷 し郵送する。

(第6図 の4.調 査 準 備)

↓

現 地 家 屋 調 査
③ 現地へおもむき、平面図と部分別評点調査表(オ フコン計算用 ・資料3を 参照)を 作成

し、帰庁後平面図を清書し評価計算準備を行 う。

(第6図 の5.現 地 調査)↓

〔20〕 評 価 計 算

④ 調査表をもとに端末機器のキーボー ドにてデータを入力 し、評価計算を行い、異動データ

を作成する。

(第6図 の6.評 価 計 算)

↓

↓

↓

〔30〕 マンション ⑤ マンションの場合は按分処理後(Vそ の他で説明)に 異動データを作成する。

〔40〕 ホ ス ト連 携 ⑥ ホス トの物件異動システムへ異動データを送信する。

(第6図 の7.デ ー タ送 信)

以上のような処理の流れとなる。なお、システムにおける端末機器の画面サ ンプルは、次頁のとおりである。

(ここでは 「ホス ト連携」と 「調査予約関係」のみとする)
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1110 家屋評価 システム 【 調査予約管理 】 調査予約
95.11.15 13:00:00

調査 日 4.07.12.01
調査班 1班

平成7年12月01日
調査員 佐 藤 ・鈴 木 ・

調査No 所 有 者 名 種 構 新 予約通知送付先 時 間 現

1

2

3

4

5

6

7

8

50001 川越 太郎 01 11 新 1 元 町1-1-1 AM09:00 0

1

2

3

4

5

6

7

8

56000 埼玉 花子 56 23 増 1 元 町2-2-2 PM01:30 1

〔11〕 調査予約処理

1日 に午前、午後各8件 まで入力可能。 「予約通知送付先」の頭の数字は、 「1:物 件所在地」 「2:所 有者

住所」となっている。 「時間」項目には指定の時間を入力 し、 「現」の項 目には 「1」 を入力することによって

通知書に 「現地にて」というメッセージがはいる。

1210 家屋評価システム 【予約通知印刷指示】 調査予約
95.11.15 13:00:00

調査班 1 佐 藤 ・鈴 木 ・

開始 日 4.07.12.01 平成7年12月1日

終了日

～

4.07.12.03 平成7年12月3日

発送日 4.07.11.22 平成7年11月22日

収発番号 30

調査員名 1 1.印 刷 す る 2.印 刷 しな い

〔12〕 調査予約通知

〔11〕 調査予約処理ができたら、通知書を印刷する。担当者の班番号と予約 日の範囲を入力することによって

必要 とする分が端末機器付属のプリンターにて印刷される。
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4100 家屋評価システム 【 処理選択 】 ホス ト連携
95.12.01 15:00:00

処理選択 1.

3.

4.

5.

7.

台帳データ受信

異動データ送信
異動データ修正
異動データ修正再送信

異動データ照合票

資産番号 - -

〔40〕 ホ ス ト連 携 【処理選択】

ホス トからのデータ受信及びホス トへの計算結果の異動データの送信時に使用。4項 目あ り、 「7.異 動デー

タ照合票」は異動データを送信する時に、データの内容をチェックするための読み合わせ リス トを印刷するため 、

の項 目である。

4100 家屋評価システム 【 台帳データ受信 】 ホス ト連携
95.12.01 15:00:00

調 査No.

調査No 所有者CD 所 有 者 名 所 在 地 種 構 新 登

50001
56000

1000-0001
2000-0002

川越 太郎
埼玉 花子

元 町1-1-1

元 町2-2-2

01
56

11
23

新
増

登

〔40〕 ホ ス ト連 携 【1.台 帳 デ ー タ受 信 】

調査対象家屋の調査No.を 入力 し、データをとりこむ。この作業をしておかないと、調査予約の処理(通 知)

をはじめ評価計算まで行えない。

なお、この作業は通常はホス トが稼働 している時間帯のみとしている。
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4300 家屋評価システム 【 異動データ送信 】 ホス ト連携
95.12.01 15:00:00

班番号選択 班 (0=全 班99=マ ンション) 件数 2

班 調査番号 資産番号 課税年 所 有 者 名 所 在 地

1
1

50001-0
56000-0

200001-00-00
120000-01-00

4.08
4.07

川越 太郎
埼玉 花子

元 町1-1-1

元 町2-2-2

〔40〕 ホ ス ト連 携 【3.異 動 デ ー タ送 信 】

調査班番号を入力することにより、その班で処理 した異動データの内、ホス トへまだ送信 していない物件のデ

ータが表示 される。送信は月に数回電算担当者が行 うが、この際送信をまだ見送りたい物件があるときは、物件

単位(調 査番号単位)で 送信をス トップすることが可能である。

4400 家屋評価システム 【 異動データ修正 】 ホス ト連携
95.12.01 15:00:00

調査番号

資産番号
マ番号

課税年
異動事由
税変

所有者
共有

敷地分子
分母

過年度課税/年/軽 減CD/面 積
①
②
③
④
⑤

/
/
//

/

/
/
/
/
/

--

-

-

所在町字

地番
代表地番

市調
家屋番号

符号

登未登記
建築年月

登記種類
課税種類

主種類
構造
屋根
階層
戸数
軽減戸数

-

- -

-

-

登記床面積

1階
以外
合計

課税床面積

1階
以外
合計

共用部分
持分率%

軽減特例
面積

減免事由
非課税
区分所有
比準CD
再建築費

-

-

〔40〕 ホ ス ト連 携 【4.異 動 デ ー タ修 正 】

評価計算を終えることによって異動データが作成されるわけであるが、このデータをホス トへ送信する前に、

【7.異 動データ照合票】の読み合わせ リス トでチェックする。 この時にエラーがあれば、ここで部分の修正が

可能である
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IV 評価計算の システムの概要

ここでは、オフコンでの評価計算処理、(家 屋評価システムのMENU画 面でいくと 〔20〕 評価計算)に ついて説

明する。

画面展開については、第9図 に示すとおり先ず計算方法によって6通(計 算方法選択画面)の 流れに分かれ、更に個

々の計算方法の中で5つ の画面階層(第9図 の 《2》 から 《6》 まで)に 大きく分かれている。各画面で必要項 目を入

力 し、更新させてい くことによって処理 され、展開していく。

第9図

《1》 《2》 《3》 《4》 《5》 《6》 《7》

評価計算 → 計算方法選択

1木 造計算

2.非 木造 計算

3木 造住宅

4.プ レハ ブ ・

住 宅

5、類似住 宅

6手 計 算

→ 木造基本項目

→ 非木基本項目

→ 木住基本項目

→
プレハブ

基本 項 目

→ 類似基本項 目

→ 手計算

基本項目

→ 木造 ・部 別選 択

資材入力①～③

→ 非木 ・部別選 択

資材 入力①～⑦

補正入力 ①～⑥

→ 木住 ・部 別選択

加算設備入力

→
プ レハブ ・

部別選択

加算設備入力

→ 類似 ・部 別選択

→ 手計算

部別選択

→

↑
評価替計算 → 異動票作成 → 税額計算 → 木造計算書

→ 非木計算書

→ 木住計算書

→
プレハブ

計算書

→ 類似計算書

→
手計算

計算書

上記のとおり、計算を始めるにあたっては、先ずその計算方法を選択することから始まる。次のような内容で計算方

法は分かれている。

① 「1.木 造 計 算 」 「2. 非木造計算」

構造によって分けられるものであり、昭和57年 基準年以降建築の全種類の家屋について計算可能。なお、非木造

計算については明確 ・不明確計算の両方が可能である。
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② 「3.木 造 住 宅 」

将来、木造の専用住宅においてランク別比準評価を採用した場合を想定 して作成。

現在のところ未使用。使用時期未定。

③ 「4.プ レハ ブ 住 宅 」

先にふれたとおり、比準評価を採用。メーカー及びタイプで比準先を選定。

④ 「5.類 似 住 宅 」

比準評価であ り、元となる家屋(標 準家屋)の 調査番号を入力することにより計算が進む。

⑤ 「6.手 計 算 」

電卓にて1m2当 た りの再建築評点数を計算 し、その数値を入力することによって計算が進む。この方法は、特に昭

和57年 基準年以前建築の家屋を評価する時に多 く使用されている。(評 価替計算 も行って くれる)

次に、具体的に家屋評価システムの計算画面サンプル(木 造家屋を例に)で 展開を見なが ら処理手順を中心に説明 し

てい く。

1.計 算方法 「1.木造計算」を選択 した場合の処理について

画面 《1》 【計算方法選択】

画面 《2》 【 基本項 目 】

↓

画面 《3》

【部別選択/評 価計算】

↓

画面 《4》 【評価替計算】

↓

画面 《5》 【異動票作成】

↓

画面 《6》 【現年 ・過年度税額計算】

↓

計算書印刷

個々の画面サ ンプルを見る前に全体の流れを示 してお く。

なお、 《1》 ～ 《6》までの数字は前頁の第9図 に対応 している。

画 面 《3-1》 【資材入力 ・割合入力】

画 面 《3-2》 【資材入力 ・個数入力】

画 面 《3-3》 【資材入力 ・設備入力】

第10図
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画面 《1》 【計算方法選択】

2000 家屋評価 システム 【 計算方法選択 】 評価計算
95.12.15 13:00:00

計算方法 1 1.

2.

3.

4.

5.

6.

9.

木造家屋(部 別計算)
非木造家屋(部 別計算)
木造住宅(比 準計算)
プレハブ家屋(比 準計算)
類似家屋
手計算

計算書再印刷

調査番号

計算方法の選択を行い、調査番号を入力する。

ここでは、計算方法 「1」 と入力。

次画面へは更新キーを押すことによって展開していく。

画面 《2》 【 基本項目 】

2100 家屋評価システム 【 基本項 目 】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査番号 50001-0 資 産 番号170001-00-00 マ番 000-00 調査 日 4.07 12.01

所
有
者

氏名
住所
肩書

川越 太郎
川越市 元町1-3-1

1000-0001

共有 1

1班
50佐藤
51鈴木

所在地

家屋番号

元 町1-3-1

121001

3-1 符号
1
1
代表あり
市街化

建 築 日
課税種類

4.04.01.31/1新 築

01
登 記 日
登記種類

4.07.12.01

主 種 類
屋 根
階 層
区分所有

01
A
地上2階 ・ 地下 階

構 造
工 法
戸 数
非 課 税

11
1
1

木造
在来

(軽 減1控 除1)

基準表CD
基 準 年

01
3

専用住宅 ・普通建
平成3年

課 税 年
過 年 度

4.07(11-)

2年 間

床面積㎡
登記面積
課税面積

1F
100.00
100.00

2F
50.00
50.00

以外 合 計

150.00

150.00

軽 減 面 積

100.00

①
②
③
④
⑤

4.06-11
4.05-11

補正項目 屋 根 軒 出

45cm

屋 根 面 積

30.25坪(99.99㎡)

小 壁 高

60cm

部 屋 数

7(1部 屋21.42㎡)

初期値として、調査台帳の内容が表示される。現地家屋調査の結果にあわせ、課税面積等を入力す る。 部分の

み入力 ・修正可能である。また、下段の 「補正項目」を入力することにより、該当部別の補正項 目が自動補正 される。
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画面 《3》 【部別選択/評 価計算】

2110 家屋評価システム 【部別選択/評 価集計】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査番号 50001-0 資 産 番 号170001-00-00 元 町1-3-1 川越 太郎

部 別 平 均 評 点 補 正 補 正 評 点

010

012

屋根
天窓

★
★

020

030

040

050

基礎
その他工事
外壁
柱

★
★
★
★

062

060

玄関 ユニ ッ ト

建具

★
★

070

071

床間
造作

★
★

080

090
100

内壁
天井
床 ・床組

★
★
★

110

111

112

建築 設備 ・総 合
建築 設備 ・項 目別

建築 設備 ・その他

★
★
★

合計評点
再建築費
1m2単 価

評価額

特例後

固定税
都計税
合 計

軽減税
軽減後

取得税

専用住宅 ・普通建
基準年 構造
主種類

再建補正
2×4補 正
経年減点
1点 価格

資材入力 ・補正入力を行う部別 「屋根～建築設備」までの部別の選択を行う。

また、入力(計 算)の 終えた部別までの評点数の合計値が表示される。

(注)当 市では単位当たりの再建築費評点数を算出して、最後に床面積を掛けている。

画 面 《3-1》 【資材入力 ・割合入力】

2120 家屋評価 システム 【資材入力① ・割合入力】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査番号50001 平均評点 補正 割合 補 正 評 点

部 別 010 屋根 12,880 0.66 100 8,500

★★★資材名称 ★★★

No 資 材 名 称 平均評点 補正 割合 補 正 評 点

2

3%《 計算単位1=坪 2=㎡3=%》 施工量
0

0.000 0.000

1 004 日本瓦(中) 12,880 1.00 100 12,880

★★★補正項 目★★★

600
602
604

補正名
屋根の形式
軒出の大小
施工 の程度

増 点

1.10

1.20

1.10

減 点

0.90

0.90

0.90

補 正

1.00

1.00

1.00

601
603
607

補正名
勾配の大小
下屋の多少
建床率

増 点
1.00

減 点

0.90

0.80

0.50

補 正

1.00

1.00

0.66

画面 《3》で選択 した部別画面が表示され、以下の①～④までの作業を行 う。

① 資料3の 「木造家屋部分別評点調査表」をもとに、各該当する資材のコー ド番号を入力する。

② 資料4の 平面図をもとに、その資材の使用量を坪 ・㎡ ・%の いづれかの入力方法を選択 し、数値を入力する。
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(使用量とは、その資材が使用されている区画の床面積を意味している。算出の仕方は、各計算者が調査表と平面図

を見ながら電卓で手計算する。この点においては家屋図形システムを取 り入れていないため、処理に若干時間を必要

とする)

坪 ・㎡で入力 した場合も、自動で割合(%)表 示され、100%を オーバーするとエラーメッセージが表示される。

③ 古材補正等の資材の補正を行う場合は各資材ごとの補正欄で補正する。

④ 部別の補正項目部分にて数値を確認(通 常は初期値1. 00、 必 要 に応 じて 手 入 力 して 変 え る)す る。

以上の作業をおえ、更新させることによって部別の評点数が確定され、画面 《3》の部別選択画面へ戻る。

ここで補正項目について自動補正させている項目について部別ごとに示すと左表のとおりである。

屋 根 軒 出 ・(建 床 率)

基 礎 (建床率)

外 壁 二階率の大小

柱 柱の長さ

内 壁 間仕切の多少 ・柱の長さ

多 くの自治体において評価計算システムを取り入れているが、その目的の一

つとして 「担当者間の評価のバラツキをな くす」ということをうたっている。

そのため補正項目の大部分をより理論的(統 計的)に 数値化 して自動補正化さ

せている(例 えば、建具の大小本数を入力 したりして)。 しか し、当市では今

のところ左表のとおりであり、その他の補正項目については内部での 「事務取

決め」というかたちで行っている。

第4表

画 面 《3-2》 【資材入力 ・個数入力】

2130 家屋評価システム 【資材入力② 個数入力】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査 番 号50001 平 均 評 点 補正 割合 補 正 評 点

部 別 112建 築 設 備 ・そ の他

NO 資材名称
補正名 増点/減 点 補正

標準評点
資材評点

資材
連乗

個数
補正評点

1 044 浴 槽 ・ス テ ン レス製
600 1.50 0.80 1.20

118,600
118,600

1.00

1.20

1

948

2

～ ～

項目別評点方式として便器 ・浴槽 ・排気扇等の資材コー ド番号及び個数を入力する。
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画面 《3-3》 【資材入力③ 設備入力】

2140 家屋評価システム 【資材入力③ 設備入力】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査 番号50001-0

平 均 評 点 補正 割合 補 正 評 点

部 別 110 建 築設備 ・総合 2,983 1.00 2,983

3
1

基準年
1→全 項 目選 択(床 面積)

150.00㎡

/2 →個 別選択(近 似 値)

★★★資材項目★★★

設備CD 設備名 評点数

1
2

3

4

電 気
ガ ス
給 水
排 水

★★★補正項目★★★

補 正 名 増点 減点 補正

600

601

施工量の多少
施工の程度

1.30

1.30

0.80
0.80

1.00
1.00

総合評点方式を採用。床面積按分による自動計算。住宅系の新築家屋については自動セ ットされる。増築家屋等それ以

外は必要なものの設備コー ド番号を入力する。

画 面 《3》 【部別選択/評 価計算】

2110 家屋評価システム 【部別選択/評 価集計】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査番号 50001-0 資 産 番 号170001-00-00 元 町1-3-1 川越 太郎

部 別 平 均 評 点 補 正 補 正 評 点

010
012

屋根
天窓

★ 12,880 0.66 8,500

020

030

040
050

基礎
その他工事
外壁
柱

★
★
★
★

13,740

4,140

7,800
5,324

0.50

1.30

0.84
1.00

6,870
5,382

6,552
5,324

062

060
玄 関ユニ ッ ト

建具 ★ 6,010 1.00 6,010

070

071

床間
造作

★
★

164

2,483

080

090

100

内壁
天井
床 ・床組

★
★
★

22,042

16,037

19,081

0.90

1.00

1.00

19,837
16,037
19,081

110
111

112

建 築設備 ・総 合

建 築設備 ・項 目別
建 築設備 ・そ の他

★

★

2,983

777

合計評点
再建築費
1㎡単価

100,000

100,000

80,000

評価額 16,000,000

特例後

固定税
都計税
合 計

224,000

48,000
272,000

軽減税
軽減後

112,000

160,000

取得税 300,000

専用住宅 ・普通建
基準年
主種類

03

01
構造
工法

11
1

再建補正
2×4補 正

経 年減 点
1点 価格

1.00

0.90
0.8000

1.00

部別の計算が終了すると、各部別名の所に 「★」が表示される。計算誤 り等訂正が生じ、やり直 しが必要な場合は部別

ごと個別に、もしくは一括で全部別の内容を削除することが可能である。もちろん削除しなくても、各部別の修正を随時

各部別を開いて行える。
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画面 《4》 【評価替計算】

2120 家屋評価システム 【 評価替計算 】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査番号 50001-0 資 産 番 号170001-00-00 元 町1-3-1 川越 太郎

↓評価額減額 ★=6年度特別補正 0.97

年
度

当初
再建

再建
補正

上昇
率

基準年
再 建

経年減
点補正

1点
価格

基準年
㎡単価

決 定
1㎡ 単価

評 価 額

基準年ごとの㎡単価が計算 され、前基準年㎡単価と比較 して各基準年の㎡単価が決定される。比較 してどの㎡単価が使

われたかは 「*↓ ☆」でマーク表示される。

*:前 基準年㎡単価を採用 ↓:当 基準年㎡単価を採用 ☆:6年 度特別補正を採用

画面 《5》 【異動票作成】

2120 家屋評価システム 【 異動票作成 】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査 50001-0 資産 170001-00-00 元 町1-3-1 川越 太郎

★共通項目

課税年 4.07 主種類 01 異動事由 21 税変 21 軽減 11 ホスト 1 未送信

★現年度項目

増
築

同
棟

課
種

課税床面積
1F 2F

区
分

戸
数

軽
戸

控
戸

軽減 ・特例
CD-期 間 軽減面積

非
課

減
免

00 00 01 100.00 100.00 1 1 1 11 120.00

★過年度項目

増 同 過年度する年度-軽 減CD 軽減面積

00 00 4.0611 120.00

計算結果に基づき異動票を作成する。一棟で種類を複数に(例 えば店舗 ・事務所 といったように)分 ける場合は、ここ

で異動票を分割する。
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画 面 《6》 【現年過年度税額計算】

2120 家屋評価システム 【現年過年度税額計算】 木造家屋(部 別計算)
95.12.15 13:00:00

調査 50001-0 資産 170001-00-00 元 町1-3-1 川越 太郎

固定資産税/都 市計画税 市調 1 軽減特例 11-01

固定資産税円 都市計画税円 合計税額円 軽減税円 軽減後 円

現 年

年
年

～

過 計
合 計

～

不動産取得税

増 同 課 床面積㎡ 控戸 再建築費 1点 評価額千円 控除 千円 率% 税額 千円

～ ～

合 計

計算結果に基づき、税額計算が行われる。

不動産取得税については、あくまでも参考程度 として表示 しているものである。

以上が終えたら、計算書を印刷 し、調査台帳を整理 して終了となる。

2. その他の計算方法を選択 した場合について

画面展開については、第9図 のとおりであ り入力の仕方に次のような違いがある。

「2.非 木 造 計算 」 部別及び明確 ・不明確計算の区分により、資材入力が7パ ターン・補正入力が6パ ターンに分か

れている。特に補正項目については数が多 く、また、上限下限があったり、数値の併用入力が不可

の場合があったりと複雑多岐にわたっているため、補正値算出のための計算式を独自のファイルと

してプログラム管理 している。

したがって、システムを作成するにあたって各補正項目の分析、分類が重要且つ煩雑な作業であ

った。

「3.木 造住宅計算」比準コー ド番号を入力 し、加算 として設備等を個数入力する。

「4.プ レハブ計算」比準コー ド番号を入力 し、加算 として設備等を個数入力する。

「5.類 似家屋計算」標準家屋の調査番号を入力する。

「6.手 計算計算」 合計評点数(㎡ 当たり)を 入力する。

V その他の システ ムにつ いて

その 他 の シ ス テ ム の メニ ュ ー と して 、「 〔30〕 マ ン シ ョ ン」、「 〔50〕 評 価 替 計 算 」 及 び 「 〔70〕 デ ー タ 管理 」
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について概略を説明する。

1. メ ニ ュ ー ・ 〔30〕 マ ン シ ョ ン

区分所有に係る家屋(マ ンション)に ついては共用部分があるため、その共用部分の按分処理を必要としている。

通常の家屋では評価計算 システムの流れの中で 「異動票」が作成されるが、マンションの場合は特別に 「マンション番

号」と呼ぶ番号を入力することにより、異動票作成画面をとば して計算書が印刷可能 となっている。

一般的な例 としての処理手順を示す。

別棟部分は
A棟 居住
者の共

用

本体A

別
棟

一 棟 本 体 手 順1

一 棟 共 用 手 順1

一 戸 処 理 ・ 表 手 順2

按 分 処 理 手 順3

按 分 情 報 手 順3

一 戸 処 理 ・戸 別 手 順4

異 動 票 作 成 手 順5

(手順1)A棟 の本体部分及び本体内部の共用(規 約共用)部 分の情報を登録す
る。

同じく、別棟共用部分の情報を登録する。
(手順2)A棟 の 「一戸毎の専有情報」を一戸処理(表 入力)に て登録する。専

有部分の床面積や家屋番号を個々に入力する画面であり、共通する部分
は複写することが出来る。

(手順3)按 分処理を行い、法的共用部分及び別棟部分の面積按分を行 う。
(件数にもよるが、数十秒で終わる)

按分結果を按分情報確認画面で確認する。
(手順4)必 要があれば一戸毎の共用部分の修正をこの画面で行 う。
(手順5)異 動票データを作成する。

以上の処理を終えたら、 「戸別情報印刷」にて読み合わせ確認 リス ト(一
戸毎の所在地 ・構造 ・面積 等のでている リス ト)を 印刷 し、確認する。そ
して、 「台帳印刷」にてA4版 サイズの用紙に印刷 しファイルする。旧シス
テムのマンション処理では リス トからの手処理による転記であった。この点
でも大分時間が短縮された。
異動票作成後の異動データのホス トへの登録は、今までに述べたとおり他

と同じく、 「ホス ト連携」のホス ト送信となる。

2. メ ニ ュー ・ 〔50〕 評価 替計 算

新基準の評点数に置き換えて計算 させ、変動率を算出させる作業である。

処理手順を見 ると、

① 過去の計算済家屋を、構造 ・種類別に抽出する。このとき、建築年 ・課税床面積 ・件数等を入力 し抽出範囲を指定

で き る 。

② 抽出した物件の個 々の床面積 ・再建築費 といった明細が表示される。

③ 必要 とす る物件を選択する。

④ 新基準の評点数に置き換えて計算させ、変動率を算出させる。

ここでは、データを再建築費順 ・床面積順 ・変動率順に並び替えできる。

⑤ 資材の統廃合により資材 コー ドが変更されたため、再建築費が正しく計算されていない等、計算された再建築費を

修正する必要がある場合は、修正画面で修正する。

以上の作業によって変動率(一 般的には上昇率と呼んでいる)の 決定に必要なデータを得ることができる。実際の操作

はまだこれか ら(平 成9年 度評価替で初めて)に なるわけであるが、 「〔70〕 データ管理」とともに、新システムにお

いて大きく進歩 したシステムであり、これによって事務が大幅に省力化されることとなる。

3. メ ニ ュ ー ・ 〔70〕 デ ー タ 管 理

ここには、計算を行 うにあたっての基本データが管理されている。基準年に関係なく変更が生 じたときに修正や追加

・削除を行う 「共通データ管理」部分と、基準年が変わったときに、データの修正や追加 ・削除を行う 「基準年別デー
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タ管理」の2つ に分かれている。 「共通データ管理」の例としては、 「年号 ・調査名 ・税率 ・軽減率 ・構造名等」であ

る。 「基準年別データ管理」の例 としては、 「資材評点数 ・経年減点補正率 ・上昇率 ・補正内容等」である。

旧システムでは、このデータ管理について整理されてお らず、場合によってはプログラムで対応 されていたりと修正

等が生じた時に判りづ らいという問題があった。新システムではこのことを念頭に判 りやすいように整理統合 した。ま

た、新 システムにおいては部分的に複写機能をとりいれ、新基準年のデータ作成時の作業の時間短縮を可能 とした。こ

のメニューの操作は、電算担当者のみ扱 うこととしている。

VIお わ りに

最後に、現家屋評価システムの問題点と、今後の課題について述べる。

新システムが稼働 してから課税年度にして早くも2年(平 成7、8年 度課税)が 終わろうとしている。今 まで、一部

基本的な数値の入力もれなど幾つか問題が発生 したが、その都度内部で処理 したり、または開発会社に依頼 してプログ

ラムのチ ェックを行い対応 してきた。また、異動データが増加するに従いホス ト連携時の異動データの画面表示が予想

以上に遅 くなっており、今後システム的対応ができれば行いたい。

今後の近い問題としては、平成9年 度新基準年評価替に対するシステム対応である。一つは、評価システムの 「デー

タ管理」項目での新基準年のデータ作成(資 材評点数等の入力)、 もう一つは 「評価替計算」項目を使っての上昇率の

算定である。いかにスムーズにこなすかという問題である。

システムの画面の表示 ・展開方法については、当初は各種の情報を必要に応 じて画面を分割 して表示させる方法を考

えていたが、オフコン仕様のため及び開発費用とのかねあいにより、当システムに落ち着いた。今後、画面のカラー化

など表現方法の改造 も必要と思われる。また、家屋平面図の作成にあたっては、当市では今のところ手書きでありその

平面図をもとに各資材の使用量を電卓計算 している。今後 これが家屋図形システムのような形でOA化 されてくるよう

になると、評価計算システムと家屋図形システムとの一体化 も考える必要がある。

新 システムの開発にあたって特には、他の自治体のシステムの視察など具体的な調査は行 っていなかった。したが っ

て、今具体的に家屋評価のシステムがどういった方向に向かおうとしているのか掴んでいない状態である。多額の費用

を使 ってシステムを開発 しているわけであり、簡単に新 しいものに飛びつ くわけにはいかない。が、といって、いつま

でも古いものにこだわってはおられず、より良いものを求めて学んでいかなくてはな らない。

今回このような形で、当償却資産研究委員会において調査研究の一事例として取 り上げて頂いたわけであるが、これ

を機会に多くの方に御意見を頂ければ幸いである。
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家 屋 異 動 票

K
E
Y
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目

異動区分

株消

新規

訂正

41

2

9

資 産 番 号 増築番号同棟番号
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カー ド 所 有 者 コ ー ド 異 動 権 利 異 動

1
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23
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由 年号
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41
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枝
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コー ド

28
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30
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32
㎡

軽減戸数
40

戸 数
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46

区 分
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集 計
48

名 義 人 コ ー ド
50

一 部
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所在地
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翌
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Print所有者コード

川資税発第 号

川 越 市 役 所 資 産 税 課 長

固定費産税の家屋調査について

家屋 を取得(新 築 ・増築)し ます と所有者 に固 定資産税 が課税 され ますが 、 その評価

額 ・税額 を算 出す るため、家屋 内 に立ち入 り、 間取 り ・仕上 げ等 を調査 させ て いただ く

必 要が あ ります。

つ きま して は、誠 に恐縮です が、下 記の 日に調査 員が伺 い ます のでよ ろ し くお願 い致

します。

なお、調 査及 び説 明は30分 ほどで終 了 しますが、 当 日所有 者 または代理 の方 の立 ち会

いをお願 い致 します 。

調 査 の 日

家屋 の所 在 地

調 査 の 内 容 外部の仕上 げ ・内部 の仕上 げ ・間取 り ・建 築設備 など

* 当日 ご都 合が 悪い場合 は、調査 の 日を変 更 いた します ので、 ご都合の よ い 日を至

急 ご連 絡 くだ さい。

<連 絡先> 川 越 市 役 所 資 産 税 課 家 屋 係

● 0492-24-8811 (内 線)2358・2359

資料2
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木造家屋部分別評点調査表

基

本

項

目

調 査 番 号

調 査 員

家屋所在地

所有者住所

所有者氏名

調査年 月 日

外 筆

外 名

基

準

表

コ

ー

ド

基準年

01専 用住 宅

04共 同 住 宅

06併 用 住 宅

18事 務 所

20店 舗

57・60・63建 築

03・06・09年 月

25工 場

26倉 庫

27附 属 家

28簡 易附属家

新増区分

階 層

戸 数

工 法

屋根コード

過年度課税

1.新 築2.増 築

地上 地下

軽減戸数

1.在 来2.プ レハ ブ3.2×4

現 況 床 面 積

1F

2F

3F

合計

軽減
面積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

1F

1F

以外

1F

1F

以外

用途( )
㎡

㎡

用途( )
1㎡

㎡

用途( )
㎡

㎡

用途()
㎡

㎡

自

動

補

正

項

目

屋根軒出

屋根面積

小 壁 高

部 屋 数

cm

T

cm

部屋

※補正率 の増減点は専

用住宅用建物普通建

のもの。

010

屋

根

評 点 項 目

日 本 瓦

特 上

001

特

002

上

003

中

004

並

005

下

006

釉 薬

007

塩 焼

008

セ メ ン ト 瓦

白 色

009

色付(上)

010

色付(並)

011

洋 風 瓦

特

012

上

013

中

014

並

015

ス レ ー ト

厚型(白色)

021

厚型(色付)

022

波型(小波)

023

波型(大波)

024

天 然

025

着 色 板

026

亜 鉛 鉄 板

●板(裏板あり)

031

●板(裏板なし)

032

平 葺

033

瓦 棒

034

着 色 亜 鉛 鉄 板(普 通 板)

平 葺

035

瓦 棒

036

折 板

037

着色亜鉛鉄板(長尺板)

平 葺

038

瓦 棒

039

銅 板

平 葺

041

瓦 棒

042

アルミニウム板

平 葺

043

瓦 棒

044

ステ ン レ ス板

平 葺

045

瓦 棒

046

銅 メ ッキ ス テ ン レ ス綱 板

平 葺

(047)

瓦 棒

(048)

柾 葺

並(葺 足4cm)

051

下(葺足6㎝)

052

ア スフ ァル ト

ン ン グ ル

053

砂 付

ルー フィン グ

054

波型合成樹脂板

ポ リ エ ステ ル

055

塩化ビニル

056

茅 葺

100

わ ら 葺

101

土 蔵 屋 根

和瓦中塗

200

漆喰仕上げ

201

中塗仕上げ

202

土 蔵 上 家

日 本 瓦

203

亜鉛鉄板平葺

204

柾葺石置

205

鞘 上 家

日 本 瓦

206

亜鉛鉄板平葺

207

柾葺石置

208

陸 屋 根

057

012

天

窓

001 固定式

002 開閉式

補正 項 目

600 大 き さ

601 施工の程度

増 点

1.4 大 きい

1.5 良 い

標 準

1.0 普 通

1.0 普 通

減 点

0.9 小さい

0.8 悪 い

補正率

補 正 項 目

項

目

別

600 形 式

601 勾 配

602 軒 出

603下 屋

604施工の程度

増 点

1.1 入母屋

1.1 ●

1.2 60㎝

1.1漆喰巻

標 準

1.0切 妻

1.0 ●～●

1.0 45㎝

1.0 な し

1.0 普 通

減 点

0.9 ●

0.9 15㎝

0.8 多 い

0.9 悪 い

補正率

総
合

605 施工量の多少

606 施工の程度

607 建 床 率

1.5 多 い

1.1 良 い

1.0 普 通

1.0 普 通

1.0 平 家

0.6 少ない

0.9 悪 い

0.5 総二階

020

基

礎

布
基

礎

布 コン クリー ト(有 筋・独 立基礎 あ り)

30×15

(130)

45×15

004

60×15

005

75×15

140

90×15

(150)

布 コン クリー ト(有 筋・独 立基礎 な し)

30×15

(200)

45×15

051

60×15

052

75×15

210

90×15

(220)

布 コンク リー ト(無 筋)

30×15

001

45×15

002

60×15

003

布 石(45×15)

軟 石

024

準硬石

025

硬 石

026

コ ン ク リー トブ ロ ック

30×12

031

30×15

032

独
立
基
礎

玉 石

061

沓 石

062

モル タル

刷 毛 引

600 施工量の多少

601 施工 の程度

604 建 床 率

1.5凸凹多い

1.2 良 い

1.0 普 通

1.0普 通

1.0平 家

0.6凸凹なし

0.8 悪 い

0.5総二階

030

その他工事

特

001

上

002

中

003

並

004

並 下

005

下

006

ベ ラ ン ダ 吹抜 犬走 り ポー チ 濡縁 天井裏収納庫 造付家具 出窓 銅樋 600 施工量の多少

601 施工の程度

1.5 多 い

1.2 良 い

1.0普 通

1.0普 通

0.5 少ない

0.9 悪 い

040

外

壁

リ シ ン 仕 上 げ

上(かき落し)

021

中(吹 付)

022

下

023

色吹付仕上げ

024

モ ル タ ル 仕 上 げ

3.0㎝

027

1.8㎝

028

人造石研出

029

人造石洗出

030

木片セ メン ト板

102

石綿珪酸
カルシウム板

105

押 出成 型
セメント板

106

スラグ石膏板

107

軽量気泡コンクリー ト

上(50㎜)

103

並(37㎜)

104

平 板

091

●板(裏板あり)

002

石 綿 セ メ ン ト 板(石 綿 ス レ ー ト)

●板(裏板 なし)

093

着 色 版

094

フ レキシブル板

095

片面フレキ板

096

両面フレキ板

097

着色亜鉛鉄板成型板(上)

裏板あり

049

裏板なし

050

着色亜鉛鉄板成型板(並)

裏板あり

051

裏板なし

052

着色亜鉛鉄板(平板)

裏板あり

045

裏板なし

046

着色亜鉛鉄板(波板)

裏板あ り

047

裏板なし

049

亜鉛鉄板(平 板)

裏板あ り

041

裏板なし

042

亜鉛鉄板(波 板)

裏板あり

043

裏板なし

044

綱 板 張

塩化ビニル
樹脂 被 覆
055 綱板

波 鋼 板

056

フッ素樹脂

綱板
057

ス テ ン レ ス板

053

アル ミニウム板

054

合 成 樹 脂 板

塩化ビニル

108

ポリエステル

109

タ イ ル 貼

小口・二丁掛

082

モザ イクタイル

083

項

目

別

600平面の形状

601 開口率の大小

602 二階率の大小

605施工の程度

1.3凸凹多い

1.2 小 さい

1.1総二階

1.2 良 い

1.0普 通

1.0普 通

1.0普 通

1.0普 通

0.8 凸凹なし

0.8 大きい

0.9 平家建

0.9 悪 い

押 縁 下 見

上

001

中

002

並

003

下

004

堅 羽 目

上

005

中

006

並

007

並 下

008

下

009

南 京 下 見

二 重 張

010

普 通

011

長押挽ならず

012

合 板(耐 水)

ラ ワ ン

013

塗 装

014

プ リ ン ト

015

木 摺 漆 喰 壁

磨き仕上げ

031

普通仕上げ

032

土 塗 真 壁

漆喰仕上げ

033

荒壁仕上げ

034

ガラスブ ロック

145×145

110

190×190

111

大理石貼

061

鉄 平 石 貼

方 形

062

乱 形

063

硬質繊維板

101

石 膏 ● 台

サ イ デ ィ ング

(114)

●
＋

吹 付セ メン ト系

119

●
●

120

加

算

油性ペイント

801

酒精 ペ イン ト

802

合成樹脂系
エ マ ル ジ ヨン

803

耐酸ペイント

808

合成樹脂系ペイント

上

804

並

805

ラ ッ カ ー

上

808

並

807

砂壁状合成樹脂
吹 付ア クリル系

821

陶磁 器質状
吹付セメント系

826

樹 脂 入 り
スタッコ吹付

835

断熱吸音材

843

仕上げなし

990

総

合

606 施工量の多少

607 施工の程度

1.6 多 い

1.2 良 い

1.0普 通

1.0普 通

0.6 少ない

0.9 悪 い

050

柱

真

壁

造

品等

寸法

15㎝

13.5㎝

12㎝

10.5㎝

10㎝

9㎝

桧

特

001

002

003

004

005

上

006

007

008

009

010

中

011

012

013

014

015

並

016

017

018

019

020

並下

021

022

023

024

025

下

026

027

028

029

030

杉

特

031

032

033

034

035

上

(308)

036

037

038

039

中

(311)

040

041

042

043

並

(314)

044

045

046

047

048

並下

049

050

051

052

053

下

054

055

056

057

058

品等

寸法

15㎝

13.5㎝

12㎝

10.5㎝

10㎝

9㎝

集 成 材

桧(上)

074

075

076

桧(中)

077

078

079

杉(上)

080

081

082

杉(中)

083

084

085

米 栂

上

059

060

061

062

063

中

064

065

066

067

068

並

069

070

071

072

073

品等

寸法

15㎝

13.5㎝

12㎝

10.5㎝

10㎝

9㎝

大 壁 造(杉)

3.0m

086

087

088

089

6.0m

090

091

092

3.64m

095

096

097

098

項

目

別

600 本数の 多少

601 柱 の 長 さ

603 施工の程度

1.6柱 間0.9m

1.2 3.6m

1.2 良 い

1.0普 通

1.0 3.0m

1.0普 通

0.8柱 間1.8m

0.8 2.4m

0.9 悪 い

総

合

604 施工量の多少

605 施工の程度

1.9 多 い

1.2 良 い

1.0普 通

1.0 普 通

0.6 少ない

0.9 悪 い

060

建

具

ア ル ミ サ ッ シ ュ 使 用

特

001

上

002

中

003

並

004

並下

005

下

006

ア ル ミ サ ッ シ ュ 未 使 用

特

007

上

008

中

009

並

010

並下

011

下

012

玄 関 ユ ニ ッ ト

特

300

上

301

中

302

並

303

600 施工 量の多少

601 施 工 の 程度

1.3 多 い

1.2 良 い

1.0普 通

1.0普 通

0.8 少ない

0.9 悪 い

070

床

間

本 床

特

001

上

002

中

003

並

004

下

005

脇 床

特

006

上

007

中

008

並

009

出 書 院

特

010

上

011

並

012

600 施工量の 多少

601 施工の程度

1.3● 2.7m

1.5 良 い

1.0● 1.8m

1.0 普 通

0.7 ● 0.9m

0.9 悪 い

071

造

作

和 風 100

1㎡ 当 り柱評点数 ×

0.5(0.65)

0.65(0.80)

0.85(1.00)

一般建物

指鴨居のあるもの

指鴨居特に太いもの

洋 風 200

1㎡ 当 り建 具 評点 数 ×0.3ま たは0.4
※()内 数値は床間を併せて評点付設する場合

埼 玉県 川越市



080

内

壁

小
●
壁

漆喰壁

001

漆 喰 こて

磨き仕上げ

002

中塗仕上げ

003

大津 壁

004

荒壁仕上げ

005

砂 壁
(本四つ)

007

京 壁

(本四つ)

009

合 版

ラ ワ ン

555

な ら

072

プ リント

073

ク ロ ス

074

和 風 壁

075

塗 装

076

単 板 張

077

合成樹脂被覆

078

亜 鉛 鉄 板

裏板なし

120

裏版あり

121

着 色 亜鉛
鉄板成型板

122

アルミニウム板

123

ステン レス板

125
人 造 石

010 研 出

011 洗 出

角 タイル(100㎜)

上

012

並

013

角タイル(150㎜)

上

014

並

015

角 タイル(200㎜)

上

016

並

017

小口・二丁

掛 タイル

134

モザイクタイル

上

018

下

019

テ ラ ゾ ー

上

020

下

021

大理石貼

022

木 摺 漆 喰 壁

磨き仕上げ

023

普通仕上げ

024

砂 壁
下地ラスボード

025

京 壁

下地 ラスボード

026

漆 喰 壁
下地ラスボード

(135)

ブ ラ ス ター

027

モ ル タ ル

リシン 仕上 げ

028

こて仕上げ

029
ベ ルセ ード貼

(038)

ベ ル セード貼

(下地合板)

(054)

軟 質 繊 維 板

普 通板

062

化粧 板

063

半硬質繊維板

064

硬質繊維板

065

パー テ ィ ク

ル ボ ー ド

066

石膏ボー ド(普 通板)

目地棒なし

067

目地棒あり

(068)

石膏 ボー ド(化粧版)

目地棒なし

069

目地棒あり

(070)

石膏ボー ド塩化

ビ ニル仕 上げ

(132)

木片 セメント板

084

木 毛 セ メ ン ト板

裏板なし

085

裏板あり

086

●塩 ビ 仕 上 げ

(133)

石綿 セ メン ト板(石 綿 スレー ト)

平 板

087

吸 音 板

088

化 粧 板

089

フレキシブル板

090

石 綿 珪酸

カ ルシ ウム板

136

補 正 項 目

項

目

別

600 間仕切の多少

601 開口率の大小

602 柱 の 長 さ

605 施工の程度

増 点

1.3 多 い

1.2 小さい

1.2 3.6m

1.2 良 い

標 準

1.0普 通

1.0 普 通

1.0 3.0m

1.0普 通

減 点

0.7 少ない

0.8 大 きい

0.8 2.4m

0.9 悪 い

補正率

特

上

中

並

並下

紙 貼

030

031

032

033

紙 貼
(下地合板)

046

047

048

049

布 貼

034

035

036

037

布 貼

(下地合板)

050

051

052

053

合成樹脂壁紙

039

040

041

042

合成樹脂壁紙
(下地合板)

055

056

057

058

特

上

中

並

並下

繊 維 壁

繊 維 状

091

092

093

094

095

綿 状

096

097

098

099

100

砂 状

101

102

103

繊 維 壁(下 地合板)

繊 維 状

104

105

106

107

108

綿 状

109

110

111

112

113

砂 状

114

115

116

突 板 ビ ニ ル壁 紙

下地モルタル

(043)

(044)

(045)

下地合板

(059)

(060)

(061)

上

中

並

下

板 張

080

081

082

083

複 合 板
塩化ビニル

079

塩化ビニル

樹脂 被 覆
綱板

137

合 成 樹 脂 板

メ ラ ミ ン

117

フ ッ素樹脂

綱板

138

ポ リエ ステル

118

珪 酸
カルシウム板

139

塩 化 ビ ニ ル

119

クッシ ョンフロア

126

仕上げなし

990

総

合

606 施工量の多少

607 施工の程度

1.9 多 い

1.2 良 い

1.0普 通

1.0普 通

0.4 少ない

0.9 悪 い

(注)塗 装 ・吹 付に つ い ては 、外 部 仕 上

げ と同一 番号 を使用 の こ と。(天 井

床 につ い て も同 じ)

090

天

井

二 重 廻 り 縁

特

001

上

002

中

003

並

004

並 下

005

下

006

一 重 廻 り 縁

特

007

上

008

中

009

並

010

並 下

011

下

012

舟 底 天 井

特

021

上

022

中

023

並

024

並 下

025

下

026

漆 喰 天 井

上

051

中

052

下

053

600 施工量の多少

601 施工の程度

1.1 多 い

1.2 良 い

1.0 普 通

1.0普 通

0.8 少ない

0.9 悪 い

格 天 井

特

031

上

032

中

033

並

034

下

035

パ ー テ ィ ク

ル ボ ー ド

(036)

打 上 天 井

桧(上)

041

桧(中)

042

桧(下)

043

杉 板

044

漆喰 ブラスター

054

合 板

ラ ワ ン

555

単 板 張

059

ク ロ ス

(117)

塗 装

(118)

プ リ ン ト 合 板

上

056

中

057

下

058

木毛セメン ト板

060

吸音用木毛板

061

コ ル ク 天 井

062
紙 貼

上

081

中

082

並

083

並 下

084

合 成 樹 脂 壁 紙

上

085

中

086

並

087

布 貼

特

088

上

089

中

090

並

091

石綿セメン ト板(石 綿スレー ト)

普 通 板

074

吸 音 板

075

フ レキシブル板

076

石 膏 ボ ー ド

普 通 板

077

化 粧 板

078

吸 音 板

079

軟 質 繊 雑 板

普 通 板

063

化 粧 板

064

半 硬 質繊 維 板

普 通 板

065

吸 音 板

066

繊 維 壁(繊 維 状)

特

094

上

095

中

096

並

097

並 下

098

繊 維 壁(綿 状)

特

099

上

100

中

101

並

102

並 下

103

繊 維 壁(砂 状)

特

104

上

105

中

106

亜鉛鉄板

068

着 色 亜 鉛 鉄 板

普 通 板

069

長 尺 板

070

吸 音 板

071

珪 酸
カル シウ ム板

119

石綿 珪 酸
カル シウ ム板

120

硬質繊雑板

067

岩綿繊維板

080

割 竹 す の こ

割竹すのこ

107

土 あ げ

108

板 す の こ

板すのこ

111

土 あ げ

112

丸 竹 す の こ

丸竹すのこ

113

土 あ げ

114

網代天井

109

よしず天井

115

モ ル タ ル

リシン仕上げ

092

こて仕上げ

093

アル ミニウム板

普 通 板

072

吸 音 板

073

パスリブ

110

断熱吸音材

843

仕上げなし

990

100

床

101

床

組

一 階 床

001

二 階 床

和 風

002

洋 風

003

転 床

004

土間コンクリート

005

土間コンクリート

+転 床

006

床

仕

上

畳

特

001

上

002

中

003

並

004

合成樹脂床畳

005

合成樹脂表畳

006

じゅうたん(上)

下地板張

062

下地 コンクリート

162

じゅうたん(中)

下地板張

063

下地 コンクリート

163

じゅ うたん(並)

下地板張

064

下地 コンクリー ト

164

じゅ うたん(下)

下地板張

065

下地 コンクリー ト

165

600 施工量の多少

601 施工の程度 1.2 良 い

1.0普 通

1.0普 通

0.8 少ない

0.9 悪 い

縁 甲 板 張

特上

007

特

008

上

009

中

010

並

011

フ ロ ー リ ン グ ーブロ ッ ク

桜

012

な ら

013

ぶ な

014

モザ イ クパ ー ケ ット

桜

015

なら・ぶ な

016

フ ロ ー リ ン グ 張

桜

017

な ら

018

ぶ な

019

ラワン・アピトン

020

巾 広 板

け やき・やに松

021

桧

022

複合合板(寄 木貼)

桜

023

な ら

024

合 板

ラ ワ ン

555

単 板 張

028

プ リン ト

029
ゴ ム タ イ ル

下地板張

037

下地 コンクリート

137

合成樹脂タイル

下地板張

038

下地コンクリー ト

138

リ ノ タ イ ル

下地板張

039

下地 コンクリート

139

ラバ リュー ム

下地板張

040

下地 コンクリー ト

140

リ ノ リ ュ ー ム

下地板張

041

下地 コン クリート

141

コル クタ イル

下地板張

042

下地 コンクリート

142

軟質ク ッ ション フロ ア(上)

下地板張

043

下地 コンクリート

143

軟質ク ッショ ンフロ ア(中)

下地板張

044

下地コンクリー ト

144

硬質ク ッショ ンフ ロア(上)

下地板張

045

下地コンクリー ト

145

硬質ク ッショ ンフロ ア(中)

下地板張

046

下地コンクリート

146

パ ーテ ィ ク

ル ボ ー ド

031
小口・二丁掛タイル

下地板張

033

下地コンクリー ト

133

角 タ イ ル

下地板張

034

下地コンクリー ト

134

モザ イクタイル

下地板張

035

下地コンクリー ト

135

クリンカータイル

136

着色 コン クリー ト

158

鉄 平 石 貼

下地板張

047

下地 コンクリー ト

147

大 理 石

下地板張

048

下地 コンクリート

148

花 崗 岩

下地板張

049

下地 コンクリー ト

149

玄 昌 石

下地板張

050

下地コンクリート

150

煉 瓦

151

テ ラ ゾー ブ ロ ック

下地板張

052

下地 コンクリー ト

152

黒 砂 利 洗 出

下地板張

053

下地 コンクリー ト

153
モ ル タ ル

下地板張

057

下地 コンクリート

157

人 造 石 研 出

下地板張

054

下地コンクリート

154

人 造 石 洗 出

下地板張

055

下地コンクリー ト

155

マグネシアセメント

下地板張

056

下地コンクリー ト

156

合 成 樹 脂 塗 床

塩化ビニル系

159

エポキシ系

160

ボリウレタン系

161

硬質繊維板

030

断熱吸音材

843

仕上げなし
(土 間 コン用)

900

仕上げなし
(1F、2F用)

991

093

ホ ー ム

エ レベ ー タ ー

600 積載量

601 着床数

602 程 度

1.01

200㎏

1.1
3箇 所

1.2

良 い

1.0

130㎏

1.0
2箇 所

1.0

普通

0.9

普通 以下

浄

化

槽

080 5人 槽

083 20人槽

601 施工の程度

081 7.5人槽

084 40人槽

082 10人槽

1.2 ポ ンプ

ア ース 1.0 普通

110

建

築

設

備

総 合 評 点 方 式

電 気 設 備

ガ ス 設 備

給 水 設 備

排 水 設 備

衛 生 設 備

001

002

003

004

005

項 目 別 評 点 方 式

電

気

電灯 ・スイ ッチ ・コンセン ト配線

照
明
器
具

白熱球用

螢光球用

直 付

101

104

吊

102

105

埋 込

103

106

ガス 使用口(配 管共) 1個 110

600

施工量の多少

601

施工の程度

1.3 多い

1.3良い

1.0普通

1.0普通

0.8少ない

0.8 悪い

給

水

使用口(鉛 管共)

使用口(塩化ビニルライニング綱管共)

使 用口(硬質塩化ビニル管共)

1個

1個

1個

120

(121)

122122

排

水

鋳鉄管(径100㎜)

ヒューム管(径100㎜)

1箇 所

1箇 所

122

130

131

衛

生

設

備

大

便

器

水 洗 式

非 水 洗 式

簡易水洗式

無 臭 化 式

140

141

149

152

小

便

器

水洗式

非水洗式

142

143

洗 面 器 147

洋

式

洗浄装置なし

洗浄装置付

簡易水洗式

144

145

151
601 施工の程度 1.5 良 い 1.0 普通 0.8 悪い

排

水

硬質塩化 ビニル管(径100㎜)

厚焼陶管(径150㎜)

亜鉛メッキ鋼管(径100㎜)

1箇 所

1箇 所

1箇 所

132

133

134

浴

槽

(040) 長 州 風 呂

042 ポリエステル製

044 ステ ンレス製

046 さ わ ら 製

041 タ イ ル 製

043 ほ う ろ う 製

045 桧 製

047 人工大理石製

600 大 き さ

601 施工の程度

1.5 大きい

1.2 良 い

1.0 普通

1.0 普通

0.8 小さい

0.6 悪 い

ユ
ニ

ッ

ト
バ

ス

050 給 湯 式 051 バランス釜式

600 型 式

601 施工の程度

1.3 シャワー ・洗

面器 ・便器付

1.0 シ ャ ワー 付

1.2 良い 1.0 普通 0.9 悪い

052 ハー フ ・

ユニ ッ トバ ス
601 施工の程度

1.2
良い

1.0
普通

0.9
悪い

排

気

扇

070

20cm

071

25cm

072

30cm

073

40cm

074

50cm

075

レ ン ジ

フ ー ド

601 施工の程度 1.2 良い 1.0 普通 0.9 悪い

流 し 者

コンロ台

炊事台

洗 面台

060 ステンレス張

062 タイル貼・人造石研出

061 モルタル仕上げ

063 陶 器 製

600 大 きさ

601施工の程度

1.9 90×180 1.0 60×90

1.4良い 1.0 普通 0.7悪い

064
キ ッチ ン

ユ ニ ッ ト

600

間口寸法
601

施工の程度

1.10

240㎝
1.0
210㎝

0.94

180㎝

1.5

良い

1.0

普通

0.5

悪い

電
気
設
備

電鈴設備

601施工の程度

020

ト ラ ン ス式

021

電 池 式

022

標 示 式

2.0良 い 1.0普通 0.3悪い

給
水
設
備

給 水 槽

030 木製槽 60×60×90 031 鉄製・合成樹脂槽

600 大きさ 1.5大 きい 1.0標準 0.6小さい

冷
暖房

設
備

090暖
房
設
備

600 型式
1.5
冷暖房

1.0● 0.8
ラ ジエ ター

601
施工の
程 度

1.2良い 1.0普通 0.8悪い

そ
の
他

091
セントラルバキニ

● ㎡

092

●

箇所



資料4
家 屋 課 税 台 帳(家 屋補充課税台帳) 川 越 市

所 在 地 番 家 屋 番 号

川 越 市

大字 ・小字 代表 市調 滅失 有 無 地図 共有人数

調

査

番

号

主
1

2

3

4

調

査

日

年 月 日 曜日 時 刻

午 前
午 後

午 前
午 後

表示年 月日
原 因

共
代

所有者コード
共 有 持 分

所 有 者 又 は 所 有 者 と み な
さ れ る も の の 住 所 氏 名

符
号

登記種類 ・構造 登 記 床 面 積(㎡)
種 類

構 造
課 税 床 面 積(㎡) 摘 要

新 築

登 録

地上 地下 計 計

再 建築評点

1㎡ 単 価

建築年月

軽減該当

戸数・軽戸

登 録 年

・ ・

有 無

資 産 番 号 増築 同棟

地上 地下 計 計

再建築評点

1㎡ 単 価

建築年月

軽減該当

戸数・軽戸

登 録 年

・ ・

有 無

資 産 番 号 増築 同 棟

地上 地下 計 計

再建築評点

1㎡ 単 価

建築年月

軽減該当

戸数・軽戸

登 録 年

・ ・

有 無

資 産 番 号 増築 同 棟

地上 地下 計 計

再建築評点

1㎡ 単 価

建築年月

軽減該当

戸数・軽戸

登 録 年

・ ・

有 無

資 産 番 号 増築 同 棟
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建築年月
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資 産 番 号 増築 同 棟
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浜 松 市 に お け る 土 地 評 価 シ ス テ ム

浜松 市財 政部 資 産 税 課

土 地 第 二 係 長 小 杉 俊 司

○ 浜松市の近況

昨年,静 岡県西部地方拠点都市地域 として浜松市を中心とした22市 町村がその指定を受ける中,当 市は 「産業と文化の

調和ある豊かな人間都市づくり」を基本理念に三遠南信広域交流圏の中核都市として発展を続けています。本年度は,第

三次浜松市総合計画新基本計画の最終年度にあたり,「 高度な産業 ・技術が集積する都市」,「 人 ・物 ・情報が交流する

都市」及び 「世界の音楽文化が薫る都市」を念頭に,21世 紀を展望 したプロジェク トの都心部における推進拠点として産

業と文化を象徴するアク トシティの完成,産 ・学 ・住 ・遊の調和のとれた浜松地域テクノポ リス構想 としての中心である

都 田テクノポリス事業の完了,ま た浜名湖頭脳公園においては浜名湖国際頭脳センターの研究施設がその活動を始める等

それぞれの施設が連携 しなが ら順調にまちづくりの整備が進められてきたところであります。そ して現在は,一 人ひとり

が真に豊かさを感 じられる市民社会の実現に向け情報通信基盤の整備をは じめとする第四次浜松市総合計画の策定に着手

し,ま た一方においては平成8年 度に予定されている中核市の指定に対 し着々と準備を進めている状況にあります。

昭和20年6月17日 深夜から始まる太平洋戦争での浜松大空襲とおびただ しい数の艦砲射撃は浜松市内を一瞬にして一面

の焼け野原 と化 したものですが,県 庁所在地で もなく大都市の近郊でもない浜松市が今や人口56万余人を数え国内第18位

に位置する都市 として成長 してきた現実は全国的にも珍 しく,な お増え続ける人口はそのまま当市の発展を物語っている

ものと考えています。

1 土地評価 システム導入の経緯

東海道新幹線の開通が昭和39年 であったと記憶 していますが,当 市におけるコンピューターの導入はその翌年の昭和40

年12月 に行われました。その導入にあたっては,当 時企画課長でありました現在の栗原市長が行政事務の効率化や意思決

定支援等に関する活用方法について検討され,導 入推進役として多大なご尽力をいただきました。初代コンピューターは

TOSBAC4300を 自己導入 し,電 子計算課の職員自らによるプログラムの開発により各種の業務を処理する,い わゆる全面内

部処理方式としてその第一歩を しるしたもので,導 入の時期としては地方公共団体の中でも比較的早いものと考えていま

す。この大型電子計算機に対 し当市の土地業務がどのように対応 しあるいは活用してきたのか,エ ピソー ド等 も交えその

前夜にまで遡って振り返ってみたいと思います。

1.導 入 以 前(昭 和41年 度 以 前)

当時は,当 市ばか りではなかったものと思いますが,昭 和38年度旧賃貸等級による評価額計算や昭和39年度の評価替え

計算等については,そ の全てが資産税課50余 名の職員による手計算でした。それは,ま ず自分の担当する町の土地一筆ご

とに算盤やタイガー計算機(卓 上の機械式手動計算機)を 使 って評価額,課 税標準額を計算 し,「 土地一筆個票」へその

計算結果を記載 します。記載 し終えた段階で町ごとの集計及び全市の総集計を行い,そ の後個票を所有者 ごとに分類 ・整

理 し評価額,課 税標準額を名寄帳へ転記 ・集計することにより当該年度の税額計算を行 うこととしていま した。

しかし,税 額計算へ入る前に町ごとによる全市総集計と所有者ごとに名寄帳から算出される全市総集計 とが,合 ってい
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ることを確認 しなければなりません。これがなかなか一発では合わず,転 記 ミスのチェックや集計等の検算を何回も強い

られることとな り,汗 みどろ ・喧嘩もんかの作業で当時の職員は非常に苦労をしたもので した。兎にも角にも集計の確認

作業を終え,名 寄帳の課税標準額や税額等を納税通知書に転記することによりその発送に至ることができたものでありま

す。このような手作業は昭和40年12月 にコンピューターが導入されたといえども,そ のセ ットア ップの完了をみるまでの

昭和41年 度当初課税まで続けざるを得なかったものでありました。当時の手作業を経験 し,そ れに汗 した先輩諸氏の方々

は算盤をはじく手の動きは自ずと早 くなり,ま た今 もって転記も迅速かつ正確で我々若い者には到底及びもつきません。

コンピューターが普及 した今となっては,い ろいろ懐かしく思い起こされる方がいらっしゃるものと思います。

2.導 入準備事務及び土地MT(土 地マスターテープ)の 完成(昭 和41年 度)

資産税業務の電算化については昭和40年6月 から約一年の歳月を費や して検討され,い よいよ自己開発によるプログラ

ムが電子計算課で完成 し土地一筆情報の入力態勢が整えられました。これと平行 して資産税課においては総力を挙げて昭

和41年1月1日 現在の課税対象土地全件(当 時は約47万 件であった。)に ついて連記式の 「土地入力連絡票」の記入作業

を行い …… その入力は当然紙テープ レベルでしたが … … これによる磁気テープの作成をもって一応土地MTの 完

成をみることとな りました。入力内容としては,手 計算結果としての昭和41年 度評価額,負 担調整率及び昭和41年 度課税

標準額,そ の他に所在地番,地 目,地 積,納 税義務者コー ド等各土地の基礎情報のみであり,コ ンピューターによる計算

条件も"単 に入力された昭和41年 度課税標準額に負担調整率を乗 じて昭和42年 度課税標準額を算出する程度"の ごく初歩

的 ・単純な もので した。 もちろん分合筆,所 有権移転等昭和41年 中の年間異動の処理 も可能としていま した。このような

ことか ら,昭 和41年 度がバ ッチ処理期における土地課税 システムとしての"始 動の年"で あったと言うことができます。

3.バ ッチ処 理 前 期(昭 和42年 度 ～ 昭和46年 度)

前記のとおり昭和41年 度においては,電 子計算課でのプログラムの作成,ま た資産税課における土地入力連絡票の作成

そしてその入力を行 ったものですが両者における事務量は非常に膨大なもので した。その成果 として,ま ずは昭和42年 度

当初課税に至ったものですがコンピューターによる課税標準額 ・税額等の計算,名 寄せ処理あるいはその後の名寄帳,納

税通知書をはじめとする各種必要帳票のプリント等々,手 作業時代に比較すると隔世の感があり,ご く初歩的 ・単純なも

のではありましたがまざまざと機械の威力を見せつけられ,"評 価に値するもの"で あったと言っても過言ではありませ

んで した。翌昭和43年 度当初課税についても順調に稼働 しましたが,い よいよ機械化後初めての昭和45年度評価替えが到

来することとなり資産税課の職員は新評価額及び負担調整率の計算,そ してその計算結果の入力作業に忙殺され,ほ とん

ど毎 日が残業という非常に多忙な時期を迎えました。しかし,全 員の努力の末無事にこの評価替え作業を乗り越え,昭 和

45年度当初課税に至ることができたものであります。そ して,こ の頃から評価替え事務及び異動物件の処理を含む年間業

務の省力化 ・簡素化が叫ばれるようになり"コ ンピューターのより高度で応用力のある活用方法が求められるとき"を 迎

え る こ と とな りま した 。

4.「 土 地 評 価 シス テ ム」 へ の シス テ ム 変 更(昭 和46年 度)

ここで初めて 「土地評価システム」という言葉を使わせていただきますが,昭 和46年 度においてプログラムの変更及び

計算に必要とされる項目(以 下 「評価基本項目」という。)の 入力を行 うことにより,コ ンピューター内部で一筆ごとに

評価額,負 担調整率及び課税標準額等の計算を可能にしました。その主たる変更点は 「評価コー ドMT」 の新設であり,

また土地MT内 にそのマッチングキー(評 価基本項目として入力された 「評価 コー ド」)を 設定 したことにあ ります。
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そ して,こ のシステム変更時点か ら現在に至るまで幾多の改良が加えられることとなりますが,当 市における 『土地評価

システムの原点』は,こ こで築き上げられたものであると認識しているところです。

具体的には,電 子計算課における新プログラムの作成(更 新プログラム,計 算プログラムあるいは名寄せをはじめとす

る当初課税プログラム等)及 び資産税課における入力条件 ・計算条件等各種仕様書の作成,評 価基本項目のデータ記入作

業等々が挙げ られ,昭 和46年 度も殺人的スケジュールを消化 しなければならない年度で した。その計算条件書の作成にあ

たって,昭 和39年 度及び昭和45年 度の固定資産税及び都市計画税の負担調整率をアルファベッ ト1文 字で表す負担調整率

組合せ表(コ ンピューター内部の計算は負担調整率テーブルから引用することとなっており,土 地MT内 はその英字1文

字を持っているのみです。)を 考案 しましたが,こ のアイディアを考えていた職員は,オ ー トバイでの帰宅途上そのこと

で自宅を通 り過ぎて しまったことがあったほどでした。今となってはシステム変更当時の苦労話の語り草 となっているも

のであります。話が少 しく余談になりま したが,昭 和46年 度におけるシステム変更は当市土地評価システムの根源として

位置付 けることができるため,そ の評価額計算等に関し少々紙面を割かせていただきます。

(1)評 価コー ドMT(評 価コー ドマスターテープ)

当市の宅地の評価方法は,市 内中心部一円を市街地宅地評価法地区(以 下 「市街地評価地区」という。)と し,周 辺

部地域はその他の宅地評価法地区(以 下 「その他評価地区」という。)と しています。それぞれについて調査区を設定

しこれにNo.を付 し,な おかつその細分類 として市街地評価地区は各街路ごとに路線No.を,そ の他評価地区は標準宅地No.

を設定し市内全域の宅地評価体系を構成 させています。また,山 林,池 沼についても同様に状況類似地区を分類 しそれ

ぞれに調査区No.及び標準地No.を設定 しています。これ らの評価体系を系統化 し整理 したものが評価 コー ドMTと 言えま

すが,こ のMTは 次の内容により作成しました。

No. 項 目 種別 桁数 内 容

1 評

価
コ

ー

ド

地 目 判 別 英字 1 宅 地:A, 山 林:D, 池 沼:Fと し地 目の別 を判 定 します 。

2 調 査 区No. 数字 3 本番2桁+枝 番1桁 地 目判別とを合わせ
「評価コー ド」と呼称 します。

3 路 線 ・ 標 準 地No. 〃 4 本番3桁+枝 番1桁

4 用 途 コ ー ド 〃 2 高 商:11,普 商:12,併 住:13,普 住:15,村 落:20等

5 昭和39基 準年度単価(坪) 〃 7 入力単位は 「坪当たり」で した。

6 〃 (㎡) 〃 7 「坪 当 た り価 格 ×0.3025」 と して 算 定 します 。

7 昭和45基 準年度単価(坪) 〃 7 5に 同 じ。

8 〃 (㎡) 〃 7 6に 同 じ。

※ 昭和42基 準年度は評価替えがな く,昭和39基 準年度単価と同額であることから入力は省略しました。

(2)土 地MT(土 地 マス ター テ ー プ)

土地評価システムの演算を可能にするためには,土 地MT側 へも一筆ごとにそれぞれの評価基本項目を入力する必要

が生 じま した。それらのうち評価額の計算に関係する項 目を抽出すると次のものが挙げられます。

[評価基本項目として入力 したもの(評 価額関連項 目)]

ア.比 準地 目 イ.造 成 費 コー ド ウ.正 面 調 査 区No. エ.路 線 ・標 準 地No . オ.用 途 コー ド カ.奥 行価格逓減率

キ.三 角地補正率 ク.奥 行 長 ・短補 正率 ケ.間 口狭小補正率 コ.不 整形 ・無道路補正率 サ.そ の他比準割合

シ.側 方1路 線 ・標 準 地No. ス.奥 行価格逓減率 セ.角 地 加 算 コー ド

ソ.側 方2路 線 ・標 準 地No. タ.奥 行価格逓減率 チ.角 地 加 算 コー ド

ツ.二 方 路 線 ・標 準 地No. テ.奥 行価格逓減率 ト.総 合補正率
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(3)各 筆における評価額の計算

各筆において評価額計算をなすべき場合は,地 目の変換その他これらに類する特別の事情のある場合又は基準年度に

おける評価替えのあった場合に限られるものです。ここでは年間の異動に関する前者に該当する土地についての計算方

法について順を追ってみることとしますが,評 価 コー ドによる計算ができない地 目もあ りますのでこれについては後程

触れることとします。

ア.各 筆における基準年度単価の引抜き

前述のとおり,土 地MTと 評価コー ドMTと をマッチングさせることにより,各 基準年度単価の引抜きが行われま

すが,こ のときのキーは土地MT側 の情報による評価コー ド(「 比準地目(=地 目判別)+正 面調査区No.+路 線 ・標

準地No.」として組み立てます。)と し,こ れにマッチする評価コー ドMT内 の単価を引き抜 くものです。なお,側 方

1,側 方2及 び二方に関しては,比 準地目及び正面調査区No.を引用することによりその評価コー ドを組み立てる部分

を異にするのみで,評 価 コー ドMTか らの単価の引抜き原理は正面のそれと同様 としています。また,評 価コー ドM

T内 に入力されているものは,宅 地,山 林及び池沼のみの価格ですのでこれらの地 目並びにこれ らの地目に比準する

土地についてその引抜きが可能 となるものです。なお,当 時のコンピューターはランダムアクセス処理ができなか っ

たためシーケンシャル処理 としています。その引抜き関係を例示すると次図のとおりとなります。

[土地MT] [評 価 コー ド] [評 価 コー ドMT]

項 目 内 容

所 在 地 001

比 準 地 目 A

正 面 調 査 区No. 50

路 線 ・標 準 地No. 123

側 方1路 線No. 125

(正面)

A-50-123

(側 方1)

A-50-125

地目 調査区 路 線No. S39単 価 S45単 価

A 50 122-3 8,700 14,000

A 50 123 9,300 28,500

A 50 124 7,500 24,400

A 50 125 6,000 19,600

A 50 125-1 3,200 10,400

D 7 6 27 30

D 8 4 32 35

F 3 1 81 110

F 4 1 81 110

この 場 合 の正 面 評 価 コー ドは 「A-50-123」 と定 義 付 け され ます 。 これ を キ ー に して評 価 コ ー ドMT内 で の検 索 が 行

わ れ,マ ッチ した もの に つ い て そ の各 基 準 年 度 単 価 を 引 き抜 き,以 後 の評 価 額 計算 ス テ ップへ と導 か れ る こ と と な り

ま す 。 この 例 で の 正 面 単 価 は 昭 和39基 準 年 度 に お いて は9,300円/㎡,昭 和45基 準 年度 に お いて は28,500円/㎡ 及 び

側 方1単 価 はそ れ ぞ れ6,000円/㎡,19,600円/㎡ が 引 き 抜 か れ ます 。

イ.正 面路線1㎡ 当た り価格の算出

上記により引き抜かれた正面単価に土地MT内 の正面各補正率を連乗 して正面路線1㎡ 当たり価格を算出 します。

ウ.側 方1路 線1㎡ 当たり価格の算出

正面と同様な原理により評価コー ドMTか ら引き抜かれた側方1単 価に側方1奥 行価格逓減率及び側方1路 線影響

加算率を連乗 し,側 方1路 線1㎡ 当た り価格を算出 します。

エ.側 方2路 線1㎡ 当 た り価 格 の算 出

側方1路 線1㎡ 当たり価格の算出と同様な方法により側方2路 線1㎡ 当たり価格を算出します。
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オ.二 方路線1㎡ 当たり価格の算出

これについて も側方1路 線1㎡ 当た り価格の算出と同様な方法により二方路線1㎡ 当た り価格を算出します。

カ.当 該土地の1㎡ 当たり価格の算出

上記イ～オにより各基準年度ごとにそれぞれの価格が算出されますので,正 面から二方までの価格を加算すること

により当該土地の1㎡ 当たり価格とします。

この場合,附 近の土地との均衡を図る必要があるため総合的な補正が行われているときは,更 にこの総合補正率を

乗ずるものとし,ま た宅地等介在農地で造成費を控除する必要がある場合は土地MT内 の造成費コー ドにより造成費

テーブルか ら造成費控除相当額を選定 し減算することとしています。

キ.評 価額の算出

上記カによる1㎡ 当たり価格に課税地積を乗 じて評価額を算出 します。

(4)負 担調整率の計算

評価額計算が終了 し次のステップとして課税標準額の算出に移行するものですが,こ れは地方税法第349条 の規定

及び法附則第18条 等の規定に抵触することなく行うことが義務付けられています。このことにより一旦は負担調整率

を算定 し調整税額を算出する必要が生 じ,こ れと本則課税によるものとを比較する演算を要することとなります。

その算定にあたり当市においては,各 基準年度 ごとの1㎡ 当たり価格を昭和38年度1㎡ 当たり価格で除す方法を採用

しましたが,こ のシステム変更時点においては昭和45基準年度までの固定資産税及び都市計画税負担調整率を算定する

必要があ りました。そ してなおかつ次年度以後の計算に関 し土地MTか ら簡単に負担調整率が導き出され,MT自 体の

レコー ド長をも節約できる方法として,前 述 した英字1文 字による負担調整率の組合せ表を作成 し,コ ンピューター内

部ではこれをテーブル化することによって,よ り簡便に各基準年度ごとの負担調整率を正確に選択できることとしたも

のです。次がその組合せ表です。

上 昇 率(39/38) 3倍 未 満 固 定[1.1]

都 市 計[1.3]

3倍 ～8倍 [1.2]
[1.6]

8倍 以上[1.3]
[1.9]

都市計

調整率(45/44) (45/38) 3未 満 3～8 8～25 25以 上 3～8 8～25 25以 上 8～25 25以 上

2倍 未 満 A C F I M P S V X [1.3]

2～4 B D G J N Q T W Y [1.6]

4倍 以 上 E H K R U Z [1.9]

固 定 調 整 率 [1.1] [1.2] [1.3] [1.4] [1.2] [1.3] [1.4] [1.3] [1.4]

例 え ば,「Y」 に位 置 付 け られ た 場 合 は,

ア.固 定資産税負担調整率 …… 昭 和41年 度 ～ 昭和44年 度 は1.3倍, 昭和45年 度 ～ 昭 和47年 度 は1.4倍

イ.都 市計画税負担調整率 …… 昭和41年 度 ～ 昭 和43年 度 は1.9倍,昭 和45年 度 ～ 昭 和46年 度 は1.6倍

という四種類の意味を持たせることができることとなりました。

(5)課 税標準額の計算

負担調整率記号が決定すれば,こ れにより各税目ごとあるいは各年度ごとの負担調整率が前記の原理で選定され,昭

和38年 度評価額か らの連乗方式により課税標準額を算出できることとなります。

ここでの計算においては,"そ れぞれの率を乗 じたつど各年度の評価額を超える場合は評価額 とする。"頭 打ち条件

を設定することにより,地 方税法の規定に抵触することのないような方法を採っています。
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また,昭 和47年 度課税標準額は昭和46年 中の年間異動処理を全て完了 した後土地全件について各筆ごとの負担調整率

を乗 じて算出 したものであ り,こ れが昭和47年度当初課税の第1段 階となったものです。

(6)評 価 コー ドに よ る計 算 が で き な い もの

ア.農 地(田 ・畑)に つ い て

農地については,一 筆ごとに昭和38年度及び昭和39年 度評価額単価を入力 し,こ れらに課税地積を乗じて評価額を

算出する方法を採っていました。昭和45年度の評価替えは昭和39年度評価額に据え置 くこととされ,ま た課税標準額

についても昭和38年 度評価額 に据え置 くこととされたため,各 年度の課税標準額計算を行 う必要はありませんで し

た。両者ともコンピューター内部では前年度の数値を移行するのみで次年度課税ができたものであります。

イ.農 地に比準する土地について

雑種地や原野等で農地に比準 してその価格を求める土地ですが,こ れらの土地の評価額計算は農地の場合と同様に

直接評価額単価を入力することとしていま した。農地と異なる点は,昭 和45年度評価額単価を入力する必要があった

こと,ま た負担調整率の算定及び各年度についての課税標準額を算出しなければなりませんので,こ れ らについては

前記 したそれぞれのルー トで計算を行わせることとしたことです。

ウ.鉄 軌 道 敷 につ い て

鉄軌道敷の評価については,そ の接地する土地の地目及び価格ごとの加重平均を求めその1/2(現 在は1/3)の 価

格をもって定めることとされていますので,各 評価替え年度 ごとに手作業で接地割合を算出し,そ の1㎡ 当たり価格

を一筆 ごとに入力 したものです。評価額はこの単価に課税地積を乗 じて算出しましたが,負 担調整率及び課税標準額

の算定はそれぞれ前記 したルー トで計算を行わせるもので した。

エ.フ ラ ワー パ ー クに つ い て

四季おりおりに美 しく見事 に咲きそろう広大な花の公園として舘山寺温泉に隣接する浜松市フラワーパークがあり

ます。有料借地ですので課税対象の土地 として評価額等の計算を行う必要がありますが,こ れについてはその接地す

る土地の割合による加重平均方式で算出したもので した。

オ.非 課税土地について

人的非課税地についての入力は行わず用途非課税地のみ土地MT内 に入力されている状態です。この場合は,そ の

価格関係の数値を全て機械的に0(ゼ ロ)と しました。

(7)年 間異動物件等による土地MTの 更新処理について

分合筆,所 有権移転等の登記済通知による異動及び現地調査による地目,画 地等の変更に関する異動については次の

三種類の処理方法により土地MTの 更新処理を行います。

ア.土 地MTへ 追加する場合

作成するデータは 「新規データ」とし,当 該土地に必要な情報の全てを記入 し土地MTへ 追加入力 します。分筆に

より新たに生まれた土地,払 下げ等による登録地成となった土地等の場合がその対象となります。

イ.土 地MTか ら削除する場合

作成するデータは 「取消データ」とし,土 地MTと のマッチングキーとしての町名,地 番及び地番符号の記入をも

って土地MTか ら削除するものです。合筆された土地や不存在となった土地等の場合がその対象となります。

ウ.土 地MTの 内容を変更する場合

作成するデータは 「取消 ・新規データ」(通 称 「取新データ」と呼んでいた。)と し,1枚 のデータにおいて取消

情報と新規情報の2行 書きの方法としています。その1行 目が取消データとして町名,地 番のマ ッチ ングキー部分と
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な り土地MTか ら削除する役割を受け持ち,2行 目が新規データとして必要な情報の全てを記入 し土地MTへ 追加入

力するものです。

これ らを例示すると次図のように土地MTが 更新されることとなります。

(現年度用土地MT) (年間異動データ) (次年度用土地MT)

町 名 地 番

001 100

001 101

001 102～1

001 102～2

001 103

001 104～1

001 104～2

001 105

→

[取 消 デ ー タ]

001 102～1

[新 規 デー タ]

001 104～3

[取 ・新 デ ー タ]

001
001

103

103～1

→

町 名 地 番

001 100

001 101

001 102～2

001 103～1

001 104～1

001 104～2

001 104～3

001 105

(8)異 動 デ ー タ チ ェ ック条 件 の作 成

年間の異動データの記入 ・作成は資産税課職員といういわゆる"人 間"が 行うものです。人が行 うことゆえ全 くミス

を犯さない保証はどこにもありません。誤った情報により土地MTが 更新されたとしたな らばそれは当然賦課誤謬とな

り,賦 課課税主義に対する納税者の信頼を損なうこととなります。土地MTの 更新前にそれを発見 し是正 しなければな

らないことですので,こ の対策 として,年 間異動データのパ ンチ直後の情報で相互関連項目を含めて最大限の論理チ ェ

ックを行 うこととし,チ ェックされたものについてはエラー リス トを出力することとしています。このエラー リス トに

はエラーコー ドNo.をプ リン トし,ど の項 目を修正すれば良いのかを明示させています。 しか し例えば,入 力された奥行

価格逓減率について97%が 正 しいのか98%が 正 しいのかについてはコンピューター内部でチェックできることではあ り

ません。自ずとこの論理チェックにも限界があったことはやむを得ないことで した。

(9)シ ス テ ム の テ ス ト

電子計算課に対 しては全 く失礼な話ですが作成されたおびただ しいプログラムが正 しいのかどうか,つ まり入力され

たそれぞれの土地について評価基準どおりの評価額が算出されているのか,あ るいは地方税法に規定されているとおり

の負担調整率及び課税標準額が計算 されているかどうかをチェック(い わゆるプログラムのデバ ッグ)す る必要があり

ます。このことに対する方策としては,資 産税課において百数十種類のサンプルデータを作成 し,そ の各筆ごとに手計

算での答えを算出 し,一 方ではこのサンプルデータをコンピューターへ入力 し本番と同様な処理 ・計算を行いその結果

を土地MTプ ルーフリス トとして出力 し,コ ンピューター内部の計算結果の正否をチェックすることとしたものです。

当時の電子計算課職員と資産税課の電算担当者の2人 は人一倍責任感があり非常に研究熱心であったことを記憶 してい

ますが,両 者ともお互いに相手方の業務内容を熟知しており,と きには電子計算課サイ ドか ら 「これで良いのか?」 と

逆に問い合わせがあったほどで した。いつの世 もSEた る立場にある者は,そ の行 う業務内容を熟知 した上でシステム

を設計 してもらいたいものです。つい愚痴ってしまいましたが,当 時このような背景からサンプルチェックにおいて否

となった場合,電 子計算課サイ ドにおいてはプログラムの読み直 しを行いその蝦疵の発見に努める一方,資 産税課サイ

ドにおいてはその計算結果か ら想定できるバグをあくまで もその発見のヒン トとして電子計算課へ伝える等,双 方の協

力の結果完成されたシステムであると言えます。その後においてもプログラムの変更等を行 うつどサンプルチェックは
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欠かさないものとし,そ の正確性を確認 した後本番の処理に移ることとしているものです。当時の資産税課の電算担当

者が 自分の作成 した百数十枚にも及ぶサ ンプルデータを指 し 「これは俺の宝だ。」と名言 したことは今でもこの耳から

離れません。プログラムはコンピューターが理解できる言語で構成されています。数多 くのそ して中には非常に長いプ

ログラムが作成されていますが,そ の中のたった一つの条件記載の誤 りが,そ してそれがもし宅地に関するものであっ

たとしたならば当市においては20万 筆にも及ぶ賦課誤謬を招く結果 となり,行 政を預かる者 としては背筋の寒 くなるの

を通 り過ぎて しまうほどの重大事 となり納税者の信頼性も水泡に帰すこととな り果てます。プログラムとはたった1文

字の誤 りも許 されないものであると考えています。

以上が当市における 「土地評価 システム」と呼ぶに値するであろうバ ッチ処理による機械処理体系の確立であると認識

しています。この項の冒頭においても触れましたが 「浜松市土地評価システム」の原点であり基本的骨格でもあることを

ここで再度強調させていただきたいと考えます。そ してここか ら幾多の変遷の途をたどり現行システムへ向け歩み始める

こととなるものであります。

5.バ ッチ処 理 後 期(昭 和47年 度 ～ 昭 和56年 度)

システム変更後初の課税が昭和47年 度当初課税でしたが,そ の順調な稼働に喜ぶ暇もなく迫って来たものは 「昭和48年

度評価替え」であり,ま た 「住宅用地の特例 と昭和50年 度本則達成」の法改正で した。更に今一つ,そ れは 「市街化区域

及び市街化調整 区域の線引き」であり,こ れら三者はいずれも何があって も乗 り越えなければならない至上命令でありま

した。これらのうち法改正に関することを紹介 しますが,平 行 して通常の年間異動業務 も消化 しなければならず,特 に昭

和47年 度及び昭和48年度は多忙な期間であったと言えます。

ご承知のとおり昭和48年度から住宅用地に係る課税標準の特例,法 人非住宅用地に係る固定資産税制本来の姿である評

価額課税の実現を目途 とする法改正が行われました。当市においては当時の資産税課及び電子計算課の双方において全力

を尽 くし最善の努力をしましたが,結 果的には残念ながらこれらの法改正に対応する時間も人工 もな く,修 更正を覚悟の

上で昭和48年 度当初課税標準額及びこれによる税額を仮算定税額として告知せざるを得ませんで した。電子計算課及び資

産税課双方の態勢を整えるまで少々時間を要する作業となりましたが,資 産税課ではただちに現地に赴き,そ れぞれの宅

地について住宅用地であるのかどうか,住 宅用地ならば低層なのか中高層であるのか,そ してその住宅部分の床面積はど

うなのか等の認定を行う時間が必要で した。現況調査を主体に家屋の見取 り図,町 名 ・地番等をキーとする土地 ・家屋の

リンケージリス ト等 も参考にしながら宅地約20万件の各筆についてその認定を行ったものです。この時点で現況地 目コー

ドを増設せざるを得なくな り今までは宅地であれば全てそのコー ドは 「A」でよかったものが,こ の特例計算をコンピュ

ーターで判定させるため次のとお り八種類のコー ドに細分化 しま した。

ア.専 用 住 宅 ……A イ.併 用住 宅 低 層 … …N,T ウ.併 用 住 宅 中 高 層 ……L,X,Y

エ.非 住 宅 … …S オ.住 宅 ・非 住 宅 混 在 … …P

一方,電 子計算課においてもこの法改正に対応すべ く早急なプログラムの作成に迫られま した。 「評価額の按分 」には

じまり 「頭打ちたるべき特例価格,底 上げ条件価格の算出そ してそれ らと昭和48年 度当初課税標準額との比較,法 人の非

住宅にいたっては未達成部分についての残 り1/3及 び2/3の 積み上げ」の計算を可能にするプログラムを作成 し法の趣旨

に沿うべき本算定を行わなければなりません。そればかりではなく仮算定に対する本算定結果による課税標準額及び税額

の増減並びに更正処理及び更正通知書のプリン トプログラム等の作成が急務となっていました。資産税課職員はほぼ終 日

現況調査に追われ,電 子計算課職員と資産税課の電算担当者は深夜までの業務,徹 夜 した日も一桁では済まないほどの激

務で した。
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なお,収 納を管轄する納税課の収納簿は当初税額によるものが出力されていますので,こ れに対する修正 も必要になり

ますが,こ のことに関 しては本算定による更正通知書を3部 複写にしその1部 を納税課に送付することによって対応 し,

また課税台帳,名 寄帳及び評価調書等の修正は資産税課職員の手作業により総力を挙げて行いま した。これらの作業は各

関係者の努力の甲斐あって昭和48年 の夏が終わろうとする頃終了することができま した。結果的に全 く不格好な形 となっ

て しまいましたが,こ れでどうにか法改正に追い付 くことができたものであります。が,ホ ッと息つ く暇もなく今度は,

小規模住宅用地の特例についての法改正の情報が入ってきました。本課(県 市町村課)の 迅速な対応によって,先 の轍を

踏まず通常の現況調査に加え少々の時間を要 した程度で消化することができたことは今でも感謝 している次第です。 しか

し,計 算プ ログラムの変更はより複雑にな らざるを得な くなりました。評価額の按分,特 例価格,底 上げ条件,そ れらと

昭和48年 度当初課税標準額との比較及び法人非住宅の残り1/3及 び2/3の 積み上げ等の計算については既に経験済みのこ

とで したが,こ れらに加え 「住宅用地評価額の按分」並びに 「小規模住宅用地及び一般住宅用地の特例価格の算出及び課

税標準額との比較,底 上げ条件」等が加わ った ものです。資産税課においても小規模住宅用地の情報をいかようにデータ

に記入するのか頭を悩ます問題で したが,検 討の結果小規模住宅用地の地積をダイ レク トに入力する方法を選択 し,二 筆

以上で一画地を形成 しているものについてはそれぞれの住宅用地地積により按分 した小規模住宅用地の地積を土地データ

に記入 ・入力す る方法を採用 しま した。土地データの記入については少々煩わ しさはあるもののプログラム的には最も簡

単な方法の一つ とも言えるものと考えています。

昭和48年 度の評価替え及び市街化 ・調整の線引きを含めこれらの作業がこの時代に代表される業務で したが,実 質の期

間的にいうならば昭和47年度から昭和50年 度の4年 間がバ ッチ処理後期の中でも激変期であったと言うことができます。

次の昭和51年度の評価替えは,い わゆる日本列島改造論の勢いはほとんどなくなり当市の地価の実勢は横ばい状態で した

ので,そ の実態を承知の上での評価替えは少々つ らいものがあ りました。また,市 街化区域内の山林及び雑種地について

は市街化農地との均衡を図る必要から評価の見直しを行い平地に所在するものは宅地あるいは市街化農地に比準させる等

の評価替えを行うこととしました。そ して,昭 和54年 には線引きの見直 しが行われ,新 たに市街化区域内に編入された市

街化農地の計算プログラムの新設及びそれに関する土地データの記入方法を一部変更した程度でシステム的には大きな変

革はあ りませんで した。大過なく昭和56年 度当初課税にまで至ったものですが,庁 舎建設計画と同時にコンピューターシ

ステムの漢字化,オ ンライン化へと連なる大きな波は昭和55年 度から既に押 し寄せて来ていました。

6.機 種 変 更 に よ る シ ス テ ム改 良(昭 和55年 度 ～ 昭 和56年 度)

昭和55年12月 には,コ ンピューターの機種がTOSBAC(東 芝)か らACOS(日 電)に 変わり,使 用言語 もマシン

語に近いアッセンブラー言語から英文に近 く人が理解 しやすいコボル言語に変わりま した。この機種変更に対する電子計

算課の考え方の基本は,現 行 システムに何 ら手を加えることなくコボル言語に平行移動するのみというスライ ド方式を採

っていました。 しか し,資 産税課においてはまだまだシステム改良の余地のあること,つ まり今まで築き上げてきたシス

テムに対 しても事務作業のより省力化 ・簡便化に関する要求が強 く望まれるところで した。この要求に応えるため,シ ス

テム改良を行うこととなりましたが,そ の主な項目を挙げると次のとおりとな ります。

(1)奥 行 ・間口についてその距離を入力することとし,奥行価格逓減率,奥 行長大補正率,奥 行短小補正率及び間口狭

小補正率についてはコンピューター内部で選択すること。

(2)市 街化農地及び市街化農地に比準する土地の奥行価格逓減率については当市独自のものであったため,この判別の

ために比準地 目にXを 追加すること。

(3)一 部非課税地積を明確化するために登記簿地積の入力を可能にすること。
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(4)減 免計算を行わせるため減免コー ドの新設及びその率の入力を可能にすること。並びに一部非課税の土地について

その非課税部分の地目コー ドを減免コー ド欄に入力することにより一部非課税の内容を明確化すること。

(5)取 消 ・新規方式を廃止 し訂正方式に改めることにより土地データの記入方法をさらに簡便化すること。

これらのことから,電 子計算課職員は新 しいコボルという言語自体そしてそれによるプログラム開発に忙殺 されること

となりま したが,1年 間以上にも及ぶ超勤でこれを可能ならしめたものです。機種変更によるコンバージョン作業は昭和

55年度中に完了させ,昭 和56年1月1日 現在の内容で新規項 目が記載できる形式の土地データをプリントアウ トし,2月

か ら8月 にかけてその記入作業を行い奥行距離等の入力を完了させたものです。これにより評価替え時の用途の見直 しに

よる奥行価格逓減率等の変更は全てコンピューター内部で行 うことが可能となり,事 務処理の省力化 ・簡便化が図られ ,

また補正率の選定誤 り等 も防止することができ土地の評価もより正確性を増すこととなりました。

7.オ ンライ ンシ ス テ ム移 行 期(昭 和57年 度 ～ 平 成5年 度)

この時期において特筆すべきものは昭和57年 度の法改正による 「特定共用土地」の出現です。マ ンション敷地に対する

税額を各自の持分で按分するものですが,施 行規則に定められた 「持分を補正する率」の帯分数を見たとき,本 省の税負

担に対する理論構成の緻密さは驚異的なものであると感嘆させられたことを記憶 しています。占有部分の用途によ りその

補正する率を可変とするものであ り,マ ンション各室の利用形態までを調査 し,コ ンピューターで計算させるためにはそ

れを指定する必要が生ずることとなったものです。そのため,共 有者の住所氏名,共 有持分(分 子 ・分母)あ るいはマン

ション名等が入力できるファイルを作成 し,当 初課税処理段階でこれに該当するものは別ルー トで処理するプログラムを

新設することとなりま した。納税通知書についてもその持分,持 分を補正する率及びマンション名等を表示させるため一

部分様式変更を行い,そ のプ リントも別ルー トで行うこととしました。

計算条件の作成段階で持分を小数にする方法を採用 しましたが,最 も神経を使ったことはその小数以下の桁数をいかに

するかでした。そこで当市に所在するマンションの全てについてその持分を調査 したところ分母の最大桁数は7桁 である

ことが判明しま したが,そ の年税額に影響を及ぼさない桁取 りを行う必要があ ります。検討の結果,安 全度を考慮 しそれ

を小数点以下第14位 まで求めることとしました。

この頃か ら市民サービスの向上の観点から税務証明窓口の一元化が唱えられ,市 民税課,納 税課及び資産税課の税務三

課並びに電子計算課を加えプロジェク トを組みそれに向けての検討が始められ,浜 松市オンライ ンシステムの実現へとそ

の形を変えて行ったものであ ります。そのオンラインシステムに関 しては,当 市の電子計算課システム開発係長が昭和62

年度にこの紙面をお借 りして紹介を行っていますので詳細については割愛させていただきます。

8.シ ス テ ム 補 完(平 成5年 度)

昭和40年 にコンピューターが導入 され,こ れを土地業務が活用 し始めてから30年になろうとしていますが,ま だまだ改

善すべき部分が多々残されています。その一つに課税標準額の計算について,そ の類似する土地に比準す る方法の簡便化

がありましたが,こ れに対 しては土地データか らその単価をダイレク ト入力する方法を採用 しました。類似する土地の選

定は図面等で調査 し,そ の単価は評価調書又は土地データのプ リント数値を選択 ・転記することのみで比準を可能にした

ものです。

また,実 際は稼働 していませんが二筆以上で一画地を形成 している土地についての画地計算への備え,不 整形地 ・無道

路地についての補正率計算の簡素化,農 地転用情報の入力,土 地取得時期 ・取得原因の入力による土地保有税への情報提

供等のため土地データの様式を変え将来に備え,現 行システムへ至っているものであります。
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Ⅱ 現行 システムの概要

1.年 間業務の概要

現行の土地評価システムの概要を紹介する前に,後 述するシステム自体あるいはそのかかえる問題点を明瞭化するため

また,当 市独特な事情 もありますので年間の土地業務の流れについて次図によりあらか じめ説明させていただきます。

【土地年間業務フロー】 (1)

登記済通知

(表示)

登記済
通知

(権利)

(2)

公 図 修 正

(3)

土地台帳修正

(4)

農地転用議案綴

(4条 ・5条)

(5)

非 住 宅 リス ト

(6)

町 別 担 当 者 へ 配 布 (以下,各 担当者の業務となります。)

(4条 ・5条) (表 示) (権 利) (非住宅用地情報)

(7)

義 務 者 コー ド

(検 索 ・決 定)

(8)

評価図修正処理

調査整理票作成

(9)

土 地 デ ー タ

仮 作 成

(10)

現 況 調 査

(11)

新 築 ・増 改 築

家屋情報 リス ト

(12)

土 地 デ ー タ

完 成

(13)

次年度用
土地ファイル

更 新
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(1)登 記済 通 知(表 示 ・権 利)

分合筆,地 目変更及び所有権移転等の登記済通知ですが,当 市に関係する静岡地方法務局浜松支局及びその三箇所の

出張所へ土地係 ・家屋係の職員が毎月交代で受領に行 くこととしています。

(2)公 図修正

当市は冒頭で も述べたとおり戦災に遭っていますのでその際の登記所の焼失も例外ではあ りませんで した。そのため

であろうと思われますが,次 の土地台帳も含め資産税課での閲覧件数が非常に多 く毎 日平均200余 件,人 数にして100人

以上の閲覧者があ ります。この閲覧に対応するため常時分合筆等の公図修正を行 う必要が生 じているものです。なお,

この修正は昭和30年 代の後半から専門の業者に委託 しています。

(3)土 地台帳修正

これも公図と同様閲覧に供 しているため常時分合筆,地 目変更及び所有権移転等の登記済事項を反映 しておく必要が

ありますが,こ の土地台帳の記載事項は登記簿でいう表題部及び甲区の内容のみです。この修正処理 も平成2年 度から

業者委託 したものであり,こ れら閲覧者への対応は専用の窓口を設け職員3～4名 が毎日交代で行 っています。

(4)農 業委員会議案綴り (農地法第4条 ・第5条)

当市の農業委員会に提出された農地法第4条 及び第5条 関係の議案綴 りの写 し(一 覧表)が 毎回配布されます。

(5)非 住 宅 リス ト

非住宅用地は税負担が重いため現況調査も特に念を入れ,住 宅用地の特例等の適用漏れを未然に防止する必要があ り

ます。それゆえ調査前にあらか じめ該当物件を図面で確認 しますがこの確認作業についての参考資料となるものです。

この リス トは担当者ごとに町別 ・図面No.・地番順にプリントされます。

(6)担 当者への関係書類の配布

当市の土地係は29名であ りこの内の26名で市内322ケ 町を分担 しています。登記済通知,4条 ・5条 等の情報がいわ

ゆる次年度課税用の基礎資料となりますのでこれ らを各担当者へ配布 し,そ の後は各自責任を持って自分の担当する地

区について必要な調査や異動処理事務を行 うこととなります。

(7)納 税 義 務 者 コー ドの 検 索 ・決 定

登記済通知(権 利)に より土地所有者に関する異動情報がもたらされますので,オ ンライン端末機を使用 し新所有者

に関する納税義務者コー ドの検索あるいは新設の処理を行うものです。また,表 示変更等としての住所 ・氏名の変更に

伴 う更新処理 も行いますが,こ の処理は住民登録外の者つまり市外居住者,法 人等についてのみのものとなります。ち

なみに市内居住者については宛名システムにおいて住民記録ファイルと連動 していますので,更 新処理を行 う必要はな

く検索のみを行 うこととなります。 これ らの作業によ り数字8桁 で構成される納税義務者 コー ドを決定 し,そ れを一旦

登記済通知に記載 し土地データ作成に備えることとなります。

(8)評 価図修正処理及び現況調査整理票の作成

評価図とは,こ れにより現況調査を行う図面であり携帯に便利なように公図を1/2に したものが主流で,各 担当者が

自分の担当する地区について町別に管理 しています。この図面には土地一筆ごとに現況地 目,台 帳地目,住 居数あるい

は実測情報等が記載され,宅 地及び宅地比準の土地はその画地を朱で囲み,そ れぞれの土地について賦課期 日現在の現

況が容易に判定できることとなっていると同時に,評 価作業に必要な調査区No.,路 線No.,標 準地No.及び基準年度の価格

・用途等 も記載されています。この評価図に当該年度における分合筆,地 目変更,農 地転用等の情報を記載 し現況調査

に備えるものです。

また,評 価図への年間異動情報の記載と平行 し,そ の処理漏れあるいは事務処理の混乱を避ける目的で年間異動物件

-42-



を町別に一覧表化 した整理票を作成 し調査結果等必要事項を記入 ・整理 し土地データ作成に備えるものとしています。

(9)土 地データの仮作成

相続等の異動については納税義務者コー ドの記入をもって土地データの完成をみますが,分 合筆,地 目変更あるいは

農地転用等の異動については異動後の新地番 ・地積,登 記簿地 目等の記載にとどめ,現 況調査後土地データを完成させ

ることとなるものです。

(10)土 地 現 況調 査

当市においては,土 地係26名 の職員が 自分の担当する地区について毎年9月 か ら翌年1月 中旬までにかけて全市一筆

ごとの調査を行 っています。主に宅地,宅 地比準の土地,市 街化区域内の雑種地等を重点的に調査するものですが,ロ

ーラー作戦的に調査 しますので当然分合筆等の年間異動物件についてもチェックの対象になります。また,年 間異動物

件以外で も前年の課税状況 と現況が異なる場合が判明すれば,そ の現況で課税することとなりますので評価図へその現

況を詳細に記入 し現況課税に備えます。 しか し例えば,調 整区域内において一帯が農地や山林であると一見できる区域

等までわざわざ一筆ごとの調査を行 うものではあ りません。航空写真を活用する時代ですが,当 市は現況認定について

高い精度を維持するため,今 もって人海戦術による全市一筆ごとの現況調査を毎年行っているものであ ります。

(11)新 築 ・増 改 築 家 屋 情 報 リス ト

当該年度において新築あるいは増改築された建物に関し,家 屋ファイルか らそれらを抽出プ リン トし土地の現況調査

資料と照合することにより住宅用地認定の適用誤りを防ぐとともに,土 地 ・家屋相互の課税の整合性を保ちます。

(12)土 地 デ ー タ の完 成

現況を調査することによりその利用形態が判明 し,画 地 ・現況地 目の認定,住 居数及び各種補正の必要性の有無等が

確定されることとなり,作 成途上であった土地データを完成することができることとなります。 しか し,年 末までに現

況が固定 しない土地については,年 末 ・年始にかけてまで現況調査を続行することにより,賦 課期日現在の現況を確定

し,そ の後土地データを完成させることとな ります。

(13)次 年度用土地ファイルの更新

現年度土地ファイルは常時オ ンラインで証明等の業務に稼働 しているため,こ れに対 し異動処理を行 うことはできま

せんので毎年9月 に現年度土地ファイルからのコピーを作成 し,こ れを次年度課税用土地 ファイルとしています。この

次年度用土地ファイルに対 し完成された土地データの内容での更新を行うものですが,そ の方法は端末機からのオンラ

イン即時更新としています。担当者は現況調査と土地データの作成に追われるため,10月 から12月の間は主に委託業者

からの派遣パ ンチャーによりその更新処理を行うこととしています。更新処理を行った物件については,そ の翌月の当

初に更新後の内容で土地データがプリントされることとなっていますので,担 当者は自分の作成 した土地データと新た

にプ リントされた土地データとをチェックし入力 ミス等がないことを確認 し,所 定の位置に新土地データを編綴 し年間

の異動業務が終了することとなります。

以上が"担 当者"と いう 「人」の動きを主眼とした当市の年間異動処理業務の概略であります。

2.土 地評価システムの概要

当市における現行の土地評価システムについては導入の経緯の項で述べたとおり,昭 和46年度におけるシステム変更に

よりその基本的骨格が構築され,昭 和56年 度のシステム改良により事務の省力化 ・簡素化を図り,昭 和60年度にはオンラ

インシステムへ移行,一 昨年の平成5年 度にシステム補完を行い現在に至っているものです。この現行の土地評価システ

ムについてそのアウ トライ ンから評価額計算等の概要まで順を追ってみます。
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(1)土 地オ ンライ ン処理システムの概要

ここでは次図により次年度課税用としてのオンライン処理画面のアウ トラインについて説明することとします。

【オンライ ン画面構成図】
浜松市

メニュー画面

①税務情報
初期画面

②固定資産税
初期画面

【現年度】

③処理方式
選択画面

④義務者選択
方法決定画面

①②③

⑤土地所在地番
入力処理画面

①②③

⑥個人分
索引簿画面

①②③④

⑦法人分
索引簿画面

①②③④

⑧多重登録者
選択画面

①②③⑤
⑥

⑧多重登録者
選択画面

①②③⑤⑦

⑨義務者別処理
選択画面

①②③④⑥⑦⑧

⑩土地名寄
状況画面

①②⑨⑪ 名寄帳出力

⑩

⑫土地明細
情報画面

①②③⑨⑩
⑪

⑬土地更新(P2)

⑬土地更新(P1)
処理画面

①③⑨⑩⑫

・

義
務
者
台
帳
検
索訂

正
処
理
画
面

・

義
務
者
台
帳
新
規
登
録
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⑰路線価台帳
処理選択画面

①②③

⑱路線価台帳
新規処理画面

①②③

⑲路線価台帳
画面

①②⑰⑱

⑳路線価台帳
更新処理画面

①②③

土地新規(P2)

⑪土地新規(P1)
登録画面

①③⑨⑩

・

家
屋
名
寄
状
況
画
面

・

家
屋
新
規
登
録
処
理
画
面

・

課
税
状
況
検
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処
理
画
面

・

賦
課
更
正
処
理
画
面

・

共
有
者
明
細
検
索
更
新
処
理
画
面

名寄帳出力

⑨

⑭都市計計算

⑭固定計算
情報画面

①③⑨⑩⑫⑬

⑮他年度土地
計算情報画面

⑯画地情報画面
(作成予定)
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税務証明書等各種証明書の作成及び賦課誤謬に関する更正処理等については現年分として常時オ ンライン即時更新シ

ステムが供給されています。が,一 方では次年度課税用としての年間異動に関するオ ンライン即時更新を可能とさせて

いますので,そ の各画面についての概要及び異動処理の手順も含めお話 しさせていただきます。なお,そ れぞれの画面

サンプルは,少 々小さくて恐縮ですが資料1と して後掲 しま したので参照 して ください。

ア.【 浜 松 市 メニ ュー 画 面 】

当市のオンラインシステムを立ち上げた際の初期画面です。通常オンライン稼働中な らば端末機の電源を入れた場

合は必ずこの画面が出力されます。また,オ ンライ ンによる各種の検索 ・更新処理が終了 し端末機の電源を切る場合

はPF2キ ーの押下によりこの画面まで戻 して行うこととなっています。土地の異動処理に関 しては 「税務情報[03]」

を指定することによりそのルー トへ導かれます。

イ.【 ①浜松市税務情報オンラインシステム(税 務情報初期画面)】

税務情報は11業務に分類されていますので,土 地評価システムは 「固定資産税(土 地家屋)業 務[06]」 を指定する

こととなります。これ以後固定資産税業務の各種画面が展開されますが,展 開されたどの画面か らもPF10キ ーの押下

により即時にこの画面へ戻ることが可能です。

ウ.【 ②浜松市固定資産税(土 地家屋)オ ンラインシステム(固 定資産税初期画面)】

この画面から土地評価システムルー トへ入 ったものと言えますが,税 務職員については地方税法第22条 によりそ

の守秘義務が厳格に規定されているところです。そのためこの段階で,以 後の端末機操作による各種の検索 ・更新処

理を行 うことができる資格の有無をチ ェックすることとしパスワー ドを入力 します。このパスワー ドは 「職員番号

(5桁)+任 意の数字(5桁)」 で構成されており,あ らか じめ登録 してあるものと一致 しなければ次のステップへ

進むことはできません。パスワー ドの登録は,こ の業務に携わることとなる当初において所属長に対 し申出を行いそ

の許可を得たものであり,ま た所属長の権限においてこれもオンライン処理により登録 ・抹消を行うこととなってい

ます。このパスワー ドには職員番号が入っていますので誰が検索 ・更新処理を行 っているのか,あ るいは誰がいつ ど

のような帳票を出力 したのかが記録され,業 務資格があるといえどもなおかつ厳重にその管理が行われているところ

です。また,そ の盗用を防ぐため入力 したパスワー ドは画面表示 しないこととしています。

なお,こ の画面は現年度用ルー ト又は次年度用ルー トを指定する機能を備えています。本稿は次年度課税分野にお

ける土地評価システムを主眼としていますので,パ スワー ド入力後 「次年度処理[*]」 を指定することとなります。

エ.【 ③処理方式選択画面】

年間における土地の異動は,分 合筆 ・地 目変更等の表示関係の異動及び所有権移転 ・住所氏名変更等の権利関係の

異動並びに農地転用の許可 ・届出による異動及び現況調査により把握 した現況の異動が主たるものと言えますが,こ

れ らを要約すれば,土 地自体に関する異動又はその納税義務者たる人格に関する異動に大別されることは言うまでも

あ りません。この前提及び年間の異動処理形態の現実並びに更新速度の短縮あるいはその簡素化及び更新種別 ごとの

量の多少等を総合的に考察 した結果,土 地業務については納税義務者たる人格部門,土 地 自体たる物件部門そ して当

市の土地評価システムにおいては基幹とも言える路線価台帳部門として,結 果的に三種類の処理ルー トを設定 しま し

た。

ちなみにこの画面での操作は,そ の処理業務の目的により次による選択を行うこととなります。

(ア)所 有権移転,住 所変更等による人格に関する異動処理 … … 「納税義務者の選択[1]」 を指定 します。

納税義務者コー ドを検索 ・決定するものですが,こ れは 「⑨義務者別処理選択画面」に表示されますので,

この画面に至るべ く画面展開を行うものです。
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(イ)分合筆,地 目変更等による土地自体に関する異動処理 … … 「土地情報の選択[2]」 を指定 します。

土地 自体の異動処理は主に 「⑬土地更新処理画面」で行うこととなりますので,そ の画面まで到達する必要

が生 じます。

(ウ)路 線 価 台 帳 に 関す る検 索 ・更新 処理 … … … … 「路線 価 フ ァイル の検 索 更 新 処 理[4]」 を 指 定 しま す 。

このルー トは,一 団の宅地が開発 されたことにより路線又は標準宅地を新設する場合等に必要となるもので

すので,一 般の土地異動処理に関しては直接関係するものではありません。平年度において評価替えが許 され

る路線及び標準宅地の新設等が必要 となる場合は 「⑱路線価台帳新規処理画面」によりその新規登録処理を行

うこととなります。

オ.【 ④義務者選択方法決定画面】

処理方式選択画面によ り 「納税義務者の選択[1]」 が指定された場合に展開する画面です。登記済通知等により

新たに納税義務者となるべき"人"に ついての情報を入力 し検索業務に入ることとなります。この画面においては納

税義務者コー ド又は宛名コー ド(数 字8桁)で の検索(コ ー ド指定の場合のみ直接 「⑨義務者別処理選択画面」が展

開されます。)も 可能ですが,こ こでは登記済通知(権 利)に よる納税義務者コー ドの検索を行 っている段階ですの

で,そ の入力は検索方法[1]を 指定し次の三項 目の情報を入力することにより行うこととなります。

(ア)個 人 法 人 コー ド …… 個 人 の 場 合:1,法 人 の 場 合:2を 指 定 します 。

(イ)住 所 地 コ ー ド …… … 数 字3桁 の 町 名 コー ドを指 定 します 。 た だ し,市 外 の 場合 は"999"と します 。

(ウ)義務者(カ ナ)… … … 検索すべき納税義務者の氏名をカナ(最 大20桁)で 指定します。

※カナ氏名の入力について

登記済通知(権 利)は 漢字による氏名が記載されている状態ですが,コ ンピューター内部においては,そ れを

カナで検索することとなっていますので,そ の固有名詞をカナで入力 しても常に正 しい読み方であるとは限 りま

せん。例えば 「長田」を"ナ ガタ"で あるのか"オ サダ"で あるのかということです。この問題を少 しで も解消

す るために,こ のシステムにおいてはその最初から読むことのできる部分のみの入力を可能としています。もち

ろん一文字のみの入力もできることとしていますが,こ のような場合はその入力されたカナ文字を含む完全五十

音の順で,そ れ以後15件 の氏名について後述する索引簿画面が展開されることとなります。(こ の例の場合は,

完全五十音順のソーティングであるため 「ナ」より 「オ」の一文字の入力が効果的です。)

カ.【 ⑤土地所在地番入力処理画面】

処理方式選択画面において 「土地情報の選択[2]」 が指定された場合に展開する画面です。土地に関する年間異動

処理(取 消 ・訂正処理)を 行 う 「⑬土地更新処理画面」までの展開ルー トで最短のものですので,最 も頻繁に使用さ

れる画面であると言うことができます。更新処理を行う必要のある土地についての町名コー ド(数 字3桁)と 地番を

入力します と 「⑫土地明細情報画面」へ直結され,「 ⑬土地更新処理画面」へ到達することができます。

この画面における本番から地番符号の入力については,ス キップキーで各欄の先頭へカーソルが位置付けられます

が,そ れぞれの入力は左揃え又は右揃えのいずれでも可能としています。

キ.【 ⑥個人分索引簿画面】

「④義務者選択方法決定画面」において義務者コー ド又は宛名コー ドが入力された場合は 「⑨義務者別処理選択画

面」へ直結することは前述のとおりですが,住 所地 コー ド・氏名(カ ナ)等 が入力された場合は,こ の画面が自動的

に表示 されます。この画面に表示された納税義務者を識別 し,画 面左端のNo.を指定することにより 「⑨義務者別処理

選択画面」へ到達することができ,そ こで初めて納税義務者コー ドの決定を行 うことができることとな ります。
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また,こ の画面にはその納税義務者が関連 している税目等について 「*」が付されることとなっており,絶 えずい

かなる税 目等の納税義務者あるいは名義人であるのかが表示されています。

ク.【 ⑦法人分索引簿画面】

この画面は法人の納税義務者について 「⑥個人分索引簿画面」と同様な原理で表示されることとなってお り,検 索

についても個人分のそれと同様です。

ケ.【 ⑧多重登録者選択画面】

個人分 ・法人分索引簿画面によって検索すべき納税義務者に位置付けられた場合においても,そ の納税義務者の所

有の形態がさまざまであるのが現実です。つまり単独所有形態であるのか共有としての所有形態であるのかあるいは

現に所有する者の形態となっているのか各種各様の形態があります。住所,氏 名等の情報により画面展開を進めてい

るところですが,所 有形態が二種類以上である納税義務者の場合にこの画面が自動的に出力されます。つまり指定さ

れた一納税義務者が二以上の納税義務者コー ドに関係 しているという意味で多重登録と定義 していますが,登 記済通

知(権 利)に より求められている納税義務者の態様までをも考慮に入れ,こ の画面でその納税義務者を見定めること

となります。単独所有についてはその義務者名のみ,共 有の場合は義務者名の後に 「外○名」の表示,現 所有に関 し

ては納税義務者 コー ドの先頭に 「*」 が表示されることになっていますのでその識別の判断材料とな ります。

これらにより選択すべき納税義務者の左端のNo.を指定 し 「⑨義務者別処理選択画面」を展開 して,求 めている納税

義務者 コー ドを確定することとなるものです。 もっとも共有の場合についてはその持分まで表示されませんのでこの

段階で判定することはできません。この場合は,「 ⑨義務者別処理選択画面」を経由して 「共有者明細画面」(画 面

サ ンプル最後尾に参考掲載)を 展開し,そ の持分を確認することにより初めて納税義務者コー ドを決定できることと

なります。また,多 重登録されていない納税義務者については当然ですがこの画面の出力はスキ ップされます。

コ.【 ⑨義務者別処理選択画面】

この画面には納税義務者 コー ドとその住所 ・氏名が表示され,ま た位置付けられた納税義務者に関 して処理可能な

業務について 「★」が付されます。登記済通知(権 利)に よる納税義務者コー ドの検索業務については,こ の画面左

上に表示される数字8桁 のコー ドをその通知書に転記することにより一旦終了 しますが,そ の後は土地データへの記

入及び土地 ファイルの更新を行い所有権移転等の処理業務が完了することとなります。

一方 ,分 筆等により土地 ファイルへ新規 として追加する処理については,こ の画面で 「土地新規登録処理[04]」 を

指定す ることにより 「⑪土地新規登録画面」を展開させ土地ファイルへの新規入力を行うこととなります。

サ.【 ⑩土地名寄状況画面】

この画面は 「⑨義務者別処理選択画面」において位置付けられている納税義務者について,そ の所有する土地の全

件を名寄せ して表示する画面です。年間異動の処理過程においては 「⑪土地新規登録画面」へ連続 しているのみで直

接関係するものではありません。

シ.【 ⑪ 土 地 新 規 登 録 画 面(P1,P2)】

分筆等により新たに生 じた土地について新規として土地ファイルに追加登録を行うための画面です。新規登録とい

う表現を用いますと項目の全てを入力することと解されますが,画 面構成図でおわか りのとおりあらか じめ納税義務

者の位置付けを経た後の処理方法を採用しています。これはこの段階で宛名部門へ往復する処理の煩わ しさを省略し

その簡素化を図ったものです。ゆえにこの画面を展開 した瞬間に納税義務者の住所 ・氏名及びそのコー ドが表示され

ます。以後は土地 自体の情報を入力することとなりますので,そ の地番,地 目,地 積等の基本的情報の入力と,そ の

土地の評価及び認定に関する情報の入力を行います。評価情報としては現況地 目及びその地 目ごとに規定されている
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評価基準及び当市評価基準要領で定められている各種の補正率等を正確に入力すること並びに認定情報としては当該

地 目に関する認定すべき情報,例 えば小規模住宅用地の地積あるいは非住宅用地の地積等の入力を行います。また,

これら以外には条例で定める減免情報,図 面No.等の入力,及 び同画面2頁 目における画地情報,無 道路地,蔭 地情報

等の入力を行います。このようにして当該土地に必要とされる全ての情報の入力処理を行いますが,そ の入力処理を

実行 した瞬間にエラーチェックが行われます。別にエラーチェック条件を定めてありますがこれに抵触 した場合,つ

まり入力された項 目のいずれかがエラーになった場合はその旨がこの画面に表示され,エ ラー修正が完了 しなければ

新規登録の処理ができないこととなっています。エラーチェック条件は土地の基本的情報に関するエラーをは じめと

し,評 価論理エラー,認 定論理エラー及び減免等付随項 目エラー等に大別されますが,延 べ130余 種類のチェックを

行うこととなっています。このエラーチェックを通過 した入力情報をもって必要とされる評価額計算等各種演算を行

った後,土 地ファイルに新規登録処理が行われるシステムを採用 しています。これ らの関門を無事通過 して土地ファ

イルに登録された場合は"新 規登録処理完了"の 旨が画面表示されます。

ス.【 ⑫土地明細情報画面】

この画面は,土 地一筆の明細情報を表示する土地課税台帳画面とも言えるものであり,ま た全体が次年度処理ルー

トに入っていますので次年度の賦課期日現在の内容が表示されている画面であるとも言えます。異動処理過程におい

ては通過するのみの画面であ り、更新処理 自体に直接関係するものではありませんが評価額等は表示されていますの

で更新処理の参考となる画面であることは否めません。この画面は 「⑩土地名寄状況画面」から展開されるものと,

「⑤土地所在地番入力処理画面」から展開されるものとのいずれかによって表示されます。

セ.【 ⑬ 土 地 更 新 処 理 画 面(P1,P2)】

この画面のレイアウ トは 「⑪土地新規登録画面」と全 く同様であると言えます。ただそれと異なる点は,土 地ファ

イルに入力されている情報についての取消,訂 正処理を行うものですので次年度の賦課期日現在の情報が既に表示さ

れているということです。土地データと同様な情報が表示されているものですが,こ れに対 し新たに訂正 したい情報

についてカーソルをその項目へ移動 し変更するものです。つまり変更 したい項目のみ修正すれば事足りるものと言え

ますが,こ こにおいても更新処理実行の瞬間にエラーチェックがなされ,そ の後は新規登録処理 と同様な方法により

土地ファイルの更新を行うこととし処理の正確性を図っているところです。

ソ.【 ⑭固定資産税 ・都市計画税土地計算情報画面】

この段階では既に新規入力又は訂正入力の完了 した特定な物件に位置付けられていますので,そ の計算結果が情報

として表示されます。土地の基本情報 と共に特例価格 ・課税標準額等について出力されますが,平成7年 度の法改正

による臨時特例価格については暫定特例の欄にその数値を表示することとしています。

タ.【 ⑮他年度土地計算情報画面(固 定 ・都市計)】

この画面は 「⑭固定資産税 ・都市計画税土地計算情報画面」と同様に新規入力又は訂正入力の完了したものについ

ての計算結果を出力 しますが その表示する数値は平成2年 度及び平成5年 度に関する計算情報としています。年間

移動処理には直接関係 しませんが過年度までに遡及する賦課更正処理等に活用される画面であると言えます。

チ.【 ⑯画地情報画面(作 成予定)】

現在 は未だ稼働 していませんが,将 来的なこととして画地計算を可能ならしめるよう二筆以上で一画地になってい

る場合に,そ の評価,認 定等に関 しての画地管理あるいは更新処理を目途とするものです。

ツ.【 ⑰路線価台帳処理選択画面】

この画面以下が路線価ファイルに関するルー トとな りますが,まずその入口としての処理方法について指定を行う
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画面です。このファイルの内容は,前 出のとお り 「評価コー ド」とそれに対応する 「各基準年度ごとの1㎡ 当たり価

格」を管理 しているものですので,そ の画面展開としては検索 ・訂正分野及び新規登録分野の二種類に大別 していま

す。検索 ・訂正ルー トは[1],新 規登録ルー トは[2]の 指定によりそれぞれに分岐 します。

テ.【 ⑱路線価台帳新規処理画面】

都市計画事業における街路の築造あるいは区画整理事業や団地の造成における道路の新設等があった場合は,基 準

年度又は平年度の別はありますが新たに路線を新設 し,そ れに適正な価格を付 し沿接する土地を評価する必要が生 じ

ます。このような場合には当該路線等について各基準年度単価を評定 し,地 番判別コー ドからは じまり平成6年 度1

㎡当た り価格までの全てについて入力処理を行います。

ト.【 ⑲路線価台帳画面】

この画面は 「⑰路線価台帳処理選択画面」において指定された評価コー ドの内容を表示するものですが,指 定され

た評価コー ド以後そのコー ド順に一画面当たり7本 の路線の内容が出力されます。価格の確認等に使用することが主

たる目的ですが,そ の更新処理が必要となった場合には画面左欄外のNo.を指定することにより更新画面へ導かれるこ

ととなるものです。

ナ.【 ⑳路線価台帳更新処理画面】

路線価ファイルに対 してその取消及び訂正処理を行うことができる画面ですが,取 消についても内容の訂正につい

ても通常はあり得ません。訂正について言えば用途あるいは単価の誤 りを訂正するということとなりますが,こ のよ

うな事態はとりも直さず各筆の価格の修正 ということとなりますので当然賦課更正を伴うものとなります。評価替え

による単価の誤 りが主たる原因となりますがほとんどあ り得ることではありません。また,取 消について言えば街路

等の廃止であり状況類似地区の消失 ということですのでこれも通常あり得ることではないものです。

なお,評 価替えによる新単価の入力は評価コー ド全件について標準宅地比準システムから求められた基準年度単価

をバ ッチ処理により一括入力することとしています。

(2)土 地ファイルへの物件更新の方法

昭和46年 度におけるシステム変更の際に構築された更新方法を踏襲 していますが,当時の 「取消 ・新規」方式を 「訂

正」方武に変更 したものであり次の三種類の更新方法を採 っています。

ア.「 取 消 」 … … 町名 ・地番 ・地番符号をキーとして土地ファイル内に当該物件にマ ッチするキーがあれば,

そ の物 件 レ コー ドの全 て を 取 消 します 。

イ.「 訂 正 」 … … 町名 ・地番 ・地番符号をキーとして土地ファイル内に当該物件にマ ッチするキーがあれば,

その物件について訂正すべき項目ごとに新 しい情報に訂正 します。

ウ.「 新 規 」 … … 町名か らはじまる物件情報の全てを1レ コー ドとして土地ファイルに追加 します。

(3)土 地 デ ー タ につ い て

各筆についての異動情報の要となるべきものが 「土地データ」(資 料2)で あり,当 市の場合一種類の様式で全ての

地 目を管理 しています。非課税地を除く全件について最新の情報でプリントされてお り,町 別 ・地番順に編綴されてい

ます。

(4)年 間異動の更新方法

次に,次 年度課税用土地 ファイルが完成するまでの更新 システムの説明に移 りますが,そ の構成を図示すると次のと

おりとなります。それぞれの段階における処理内容等についてその概略に触れて行きます。
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【異動更新図】

【宛名部門】

住民記録

ファイル

(法 人)

住登外
ファイル

(個人)

持分集計

共有者

ファイル

台帳名義人

ファイル

D

固定資産税
基本

ファイル

A

現年度用
土地

ファイル

B

土 地 フ ァイ ル

コ ピー 作 成

C

次年度用
土地

ファイル

G

次年度用
土地ファイル

異動分更新処理

H

次年度用
土地

ファイル
(更新後)

J

次年度

当初課税処理

賦課更正処理

名寄帳プ リント

各種証明書作成
出力処理

標準宅地
比準
システム

E

評 価 コー ド

フ ァイ ル

評価コー ド
ファイル
更新処理

F

土地データ

(異動分)

[照 合 チ ェ ック]

I

土地データ

(更新後)
[バ イ ンダ ー編 綴]

A.【 現 年 度 用 土 地 フ ァイ ル(約59万 筆)】

現年度賦課期 日現在の土地ファイルで,評 価証明書の発行等各種証明書の作成ライン,縦 覧あるいは閲覧時におけ

る名寄帳のプリントライン,賦 課誤謬に関する修更正としての賦課更正ライン等に連絡 しています。

B.【 土 地 フ ァイル コ ピー作 成 】

現年度用土地ファイルは以上のように常時現年度業務を行っていますので,こ のファイルを次年度課税用として更

新することはできません。そこで,現 年度用土地ファイルのコピーを作成 しこのコピーされたファイルに必要な異動

処理を加え,次 年度課税用土地ファイルとして完成させることとしています。なお,コ ピーする際には現年度課税情

報の一部である異動事由コー ドは全てクリヤー し,ま た同時に,土 地の全物件について次年度課税標準額への計算を
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行います。いうならば課税標準額の年度更新ということとな ります。この年度更新のプログラムは,毎 年 「次年度用

土地ファイル異動分更新処理」のプログラムへ も追加することとし,翌 年度 レベルにおける課税標準額計算に備える

こととなりますが,そ の追加する時期はオ ンライ ン処理が開始される9月 までに行われます。

C.【 次 年 度 用 土 地 フ ァイル 】

コピー処理の結果 として次年度用土地ファイルが完成 しますが ,こ れは換言すれば"次 年度賦課期日現在の土地フ

ァイルで異動事由コー ドのないもの"と 言えます。この土地ファイルに対 し年間異動として取消処理,訂 正処理及び

新規登録処理が行われることとな ります。

D.【 固 定 資 産 税 基 本 フ ァイル 】

宛名部門の要となるファイルで簡単に言えば固定資産税(土 地 ・家屋)業 務上の宛名キーである 「納税義務者 コー

ド」と宛名部門のキーである 「住民記録コー ド又は住登外コー ド」とを連結す るファイルです。ゆえに土地 ファイル

においては納税義務者コー ド(数 字8桁)の 更新を行うことのみで市内外,個 人 ・法人 ,共 有者形態及び現所有等の

宛名情報が即時処理にて抽出可能となっています。

E.【 評 価 コー ドフ ァイ ル 】

説明がだいぶ重複 しますが,地 目別に各基準年度単価が入力されているもので,土 地ファイル上の評価 コー ドを基

にその内容が呼び出されます。なお,現 行の評価コー ドファイルには宅地,田,畑,山 林,池 沼,鉱 泉地,鉄 軌道敷

及びゴルフ場(フ ラワーパーク ・遊園地等を含む。)に ついての各基準年度単価が入力されていますので,課 税物件

の全てについて評価 コー ドによる計算が可能となっています。

F.【 土 地 デ ー タ(異 動 分)】

登記済通知をはじめとする当該土地に関する年間の全ての更新すべき情報が記載された状態の土地データです。こ

の土地データによりオンライン即時更新で土地 ファイルの内容を更新 します。

G.【 次年度用土地ファイル異動分更新処理】

土地ファイルに対する年間異動処理の方法としては 「取消」,「 訂正」及び 「新規」の三種類としていることは前

述のとお りであ りオ ンライン画面構成図の項でおわかりのことと思いますが,「 取消」及び 「訂正」については 「土

地更新処理画面」を展開 し,ま た 「新規」については 「土地新規登録画面」を展開 してそれぞれの処理を行います。

具体的処理の方法は次のとおりです。

a.「 取 消 処 理 」 … … 取消すべき物件について町名 ・地番 ・地番符号をキーとして土地更新処理画面に当該物

件を呼び出 します。この段階で土地ファイルの内容が画面に表示されますのでその情報を

確認 し処理区分 コー ド「取消処理[1]」 を実行することにより土地ファイルか らの取消が

行われます。キーチェックを行っていますので指定された町名 ・地番 ・地番符号と土地フ

ァイル内のキーとが一致 した場合のみ物件が呼び出されることは言うまでもあ りません。

b.「 訂 正 処 理 」 … … 土地更新処理画面に当該物件を呼び出すまでは取消処理のそれと同様ですが,そ の画面

展開されている情報について,訂 正すべき項目へカーソルを移動 し年間異動としての新 し

い情報を入力することとなります。この項目ごとの訂正が終了 した後処理区分コー ド「訂

正処理[2]」 を実行 しますが,そ の瞬間にコンピューター内部ではエラーチェック,評 価

額計算及び課税標準額計算等を行った後,土 地ファイル内へ当該物件を戻 します。

c.「 新 規 処 理 」 … … 取消,訂 正処理におけるものとは別ルー トで土地新規登録画面を展開 します。前述のと

お り既に納税義務者に関する情報は画面に表示され処理区分 コー ドについても 「新規処理
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[3]」 に位置付けられています。必要 とされる土地自体の情報の全てについて各項 目ごと

に入力を行いますが,こ の場合も新規処理を実行 した瞬間に訂正処理のそれと同様にエラ

ーチェック,評 価額計算及び課税標準額計算等を行った後,土 地 ファイル内へ当該物件を

追加することとなります。

なお,こ れらの処理過程においてエラーになった場合はその修正を行 った後でな くては次の計算ステップへ移るこ

とができないことは前述のとおりです。また,宛 名部門との連結 システムは昭和62年度の当報告書によりご紹介 した

とお りであ り,ま た評価コー ドファイルとの連結システムは昭和46年度におけるシステム変更時に構築された方法を

踏襲 していますのでそれと変わることはありません。その後,田 ・畑 ・鉄軌道敷 ・ゴルフ場等及び鉱泉地に関する単

価を評価コー ドファイルへ追加 していますので,課 税物件のいかなる地 目についても評価コー ド抽出方法による評価

額計算を行うことができる現状となっていることは先に述べたとおりです。

この土地ファイル更新処理の段階においては,当 該異動物件について住宅及び非住宅並びに小規模住宅及び一般住

宅に関する評価額の按分計算,こ れらそれぞれに関する暫定特例価格,臨 時特例価格及び負担調整率の算出を行い,

次年度 レベルまでの課税標準額の算定を行 うこととしています。

H.【 次 年 度 用 土 地 フ ァイ ル(更 新 後)】

前記の更新処理を実行 したことにより訂正されるべき項目は訂正 され,そ れによる新 しい情報に基づく各種演算数

値が計算され,そ の結果を反映 して作成されたファイルです。

法改正等によ り新たに計算を行 う必要のある項目が生 じた場合等は,あ らか じめこのファイルにおいてそのレイア

ウ トを変更 し規定に基づ く計算を行った後,相 応する項目にその演算結果を格納 してこれに対応 しています。このよ

うな場合は当然プログラム変更を伴っていますので,そ のテス ト後本番稼働させる原則は今でも変わることのないこ

とです。 しか し現在では,現 況認定や評価の精度がコンピューター化等により高度に進化 し,ま た法の求める数値 も

より複雑化 したため,サ ンプルデータも多量になり,あ らゆるケースについてテス トを行う必要が生 じています。

I.【 土 地 デ ー タ(更 新 後)】

土地 ファイルが更新されたことにより各項 目については年間異動等に関する新 しい情報に塗り替えられたものとな

ります。この最新情報により土地データをプリントし次回の異動に備えることとな りますが,入 力情報の正否につい

ては,こ のプ リントされた更新後データと担当者が記入 ・作成した異動分データとを照合チェックすることにより記

入 ミス又はパ ンチ ミスのないことを確認します。 ミスがあれば当然土地ファイルの更新処理を再度行い正 しい情報を

入力することとな りますが,ミ スがない場合は当該更新後データを所定の位置に編綴 し,当 該土地に関する年間異動

処理業務が終了することとな ります。

J.【 次年度当初課税処理】

年間異動に関するオンライ ン即時更新の業務は一応翌年1月 末をもって終了とな ります。担当者はこの期限までに

その年間異動に関する処理を全て完了させなくてはなりません。1月 更新分の新データが2月 当初にプ リン トされま

すので照合チェックを行い ミス等があれば直ちに必要な修正を行います。全てのエラー修正が完了 した後,名 寄せ等

に関する当初課税処理を行い,価 格の決定,同 時に価格決定通知書のプリント及びその発送そ して縦覧等の新年度に

関する業務へとその過程が進行 して行 くこととなります。

(5)各 筆における計算の内容

年間異動物件についてのオンライン即時更新処理に関しては今まで説明してきたところですが,こ のオンライン即時

更新の一過程における 「G.次 年度用土地ファイル異動分更新処理」のステップでは,更 新処理実行の瞬間に各筆ごと
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に新 しい情報による評価額等の計算を行 っていますので,こ の項ではその計算内容のみを抽出 し,そ の概要を次の地 目

別計算分類図に沿 って説明 します。当然取消データはその必要がありませんので訂正データ及び新規データとして更新

処理がなされた物件に限ることとなります。

判 定 評 価 額 計 算 課税標準額計算 特 例 ・減 免 等 格 納

【地 目別計算分類図】

[再 計 算 ル ー ト]

A

計算ルー トの
判定

[比準計算ルー ト]

[単 純 訂正 ル ー ト]

B

宅地 ・宅地比準

C

市 街 化 農 地

D

上 記 以 外

E

非 課 税 地

F

宅地 ・宅地比準

G

市 街 化 農 地

H

上 記 以 外

I

非 課 税 地

J

項 目単 純 訂正

K

宅地 ・宅地比準

L

市 街 化 農 地

M

一 般 農 地

N

農 地 比 準 等

O

非 課 税 地

P

特例 ・減免 ・
税相当額計算

Q

土地ファイルへ
格納

A.【 計 算 ル ー トの判 定 】

平成5年 度のシステム補完において土地データ様式の一部変更及びこれに伴うプログラム変更を行いま したが,そ の

一項 目として 「比準計算ルー トの新設」が挙げられます
。これは先にも述べたとおりですが,課 税標準額の算定にあた

り,そ の類似する土地の課税標準額単価を土地データか らダイ レク ト入力する方法を採 り,担 当者は各異動物件の事情

を考慮 し,こ の方法の採用の可否及び比準する土地の選定について決定 した上で土地データを作成することになってい

ます。つまり,各 担当者においては課税標準の何たるかを熟知 し専門的 ・高度な評価 ・認定能力を持つことが要請され

ているということが言えます。なお,こ のステップにおいては,土 地データにおける一定項目に対する入力の有無によ

り,再 計算,比 準計算あるいは単純訂正の各計算ルー トをコンピューター内部で判定することとしています。

B.【 宅地及び宅地比準の土地の評価額計算(再 計算)】

宅地及び宅地比準の土地並びに市街化農地に比準する池沼 ・山林 ・雑種地についてこのルー トで評価額計算を行いま

す。宅地及び宅地比準の土地については,市 街地評価地区であるのかその他評価地区であるのかによりその計算を異に

し,か つ市街地評価地区のものについても平成3基 準年度においてその地区の拡大を行っていますので,こ の拡大地区
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については従来か らの市街地評価地区とは当然その計算を別に しています。また,市 街化農地に比準する土地について

も宅地と同様に市街地評価地区又はその他評価地区の別に計算を異にしていますが,そ の他評価地区に所在するものに

ついては市街化農地の奥行価格逓減率を準用 しています。都合五種類の計算ルー トに細分されていますが,い ずれも評

価コー ドによる各基準年度単価の引き抜きを行い必要な補正率を連乗する方法で1㎡ 当た り価格を求め,こ れに課税地

積を乗 じて評価額を算出することとしています。

宅地及び宅地比準の土地
市街地評価地区

市街地評価地区(当 初)

その他評価地区

〃 (平成3基 準年度拡大地区)

市街化農地に比準する土地
市街地評価地区

その他評価地区(市 街化農地奥行価格逓減率の準用)

なお,平 成6年 度評価替えか ら宅地の評価水準が公示価格の7割 程度となったことを考慮 し,当 市において も各種の

補正率に対する考え方を変えざるを得なかった点があります。例えば不整形地補正率についてですが,こ れについては

蔭地割合による補正率 と奥長短 ・間口率との比較を行い,小 なる補正率を適用 したことが挙げられます。この結果,達

観的に認定 されていた前基準年度までの補正率と平成6年 度以後の補正率との間に差が発生 し,こ れによる課税標準額

の不均衡を是正す る必要が生 じました。これを補うべ く 「補正率の判定」ステップを設け,入 力された補正数値をとら

え前基準年度 までの補正率をコンピューター内部で判定 ・算出することとしましたが,こ の前基準年度までの補正率は

計算プログラムの中で行うものとし土地ファイル項目としてファイル内に格納するものではありません。

C.【 市街化農地の評価額計算(再 計算)】

市街地評価地区の市街化農地 とその他評価地区の市街化農地にその計算が大別されています。市街地評価地区の計算

においては側方,二 方の加算は行わないこととし,そ の他評価地区の計算においては宅地とは異なる市街化農地奥行価

格逓減率を設定 して計算を行っています。この場合 も補正率の判定ステップは挿入されています。

D.【 上記以外の課税土地の評価額計算(再 計算)】

具体的な地目は,一 般田 ・畑 ・山林 ・池沼,鉄 軌道敷,ゴ ルフ場等,鉱 泉地及び一般田 ・畑 ・山林 ・池沼に比準する

土地 ということになります。1㎡ 当たり価格の算出については評価コー ドにより引き抜かれた各基準年度単価に比準割

合を乗ずるのみとしています。

E.【 非課税土地の評価額計算(再 計算)】

用途非課税地及び人的非課税地の計算ルー トですが,これについては全ての数値を機械的に0(ゼ ロ)と します。

F.【 宅地及び宅地比準の土地の評価額計算(比 準計算)】 ～H.【 上記以外の課税土地の評価額計算(比 準計算)】

平成6基 準年度評価額についてのみ再計算ルー トと同様な計算を行うこととし,課 税標準額算定のための平成2年 度

及び平成3年 度評価額については,土 地データから直接入力された1㎡ 当た り価格に地積を乗ずる計算としています。

I.【 非課税土地の評価額計算(比 準計算)】

機械的に全ての数値を0(ゼ ロ)と します。

J.【 項 目単純 訂正(単 純 訂正)】

住居表示の実施による町名の変更,台 帳地 目の変更,市 街化 ・調整コー ドの変更等に関する場合についてのこととな

りますが,こ れらの場合もその項 目をあらか じめ指定することにより,ル ー トの判定はコンピューター内部で行 うこと

としています。例示 した台帳地 目の変更についてですが,台 帳地 目を変更するのみですので入力された新 しい情報に塗

り変えることで事足りることとなります。ただし,こ れに現況地 目の変更が伴うこととなれば当然再計算ルー トあるい

-54-



は比準計算ルー トへの判定が行われます。また,市 街化 ・調整コー ドの変更については線引き見直 しによる調整区域か

ら市街化区域への編入等の場合が考えられますが,当 市の場合は調整区域内に所在する物件についても土地ファイル内

において都市計画税課税標準額の計算結果が入力されていますので,新 たに計算する必要はな く計算ルー トか らは除外

しています。いずれにしろこのルー トは,該 当項目について単純に入力された情報に塗り替えるのみの処理とし,一 切

計算を行うものではあ りません。

K.【 宅地及び宅地比準の土地の課税標準額計算】

第三段階として課税標準額の計算に移りますが,こ のステップでの計算の対象になるものは宅地 ,宅 地比準の土地,

鉄軌道敷 ゴルフ場等及び市街化農地比準の土地等です。いわゆる評価上昇割合の高い宅地等に該当し,暫 定的な課税

標準の特例措置の計算対象になるものであり,平 成7年 度においては宅地等の地価の下落に対応 した臨時的な課税標準

の特例措置にも該当するものです。具体的な計算項目とその順序等は以下のとお りとしています。

[第1順 位]… …<評 価額の按分計算>

住宅用地の特例,暫 定特例,臨 時特例,負 担調整率及び固定資産税 ・都市計画税課税標準額等の算出は小規模住宅

用地,一 般住宅用地,個 人非住宅用地及び法人非住宅用地(以 下 「小規模住宅用地等」という。)の それぞれについ

て行うこととなりますので,そ の基本となる評価額をあらか じめ按分 してお く必要があります。この按分の順序は,

まず第1に 非住宅用地の評価額を算出 しますが,法 施行令第52条 の11第2項 の表に規定される一定の率が現況地

目により判定できるものについては評価額に非住宅率(同 表は住宅部分の率を規定 していますが 「1-同 表に規定 さ

れる率」として非住宅率を指示す ることとし,そ の率は現況地目がN,Lに ついては0.50,Xに ついては0.25と して

います。)を 乗ずることにより算出します。また,住 宅と非住宅とが混在 している場合(現 況地目がPの 場合)は ,

あ らか じめ土地データから入力されている非住宅用地の地積に基づく按分計算を行うものとしていますが,こ の場合

は 「評価額 ÷課税地積 ×非住宅用地地積」として非住宅用地の評価額を求めます。なお,個 人と法人で共有 している

場合は,こ こで求め られた非住宅用地の評価額に共有者ファイルか ら抽出される法人持分率を乗ずることによ り法人

非住宅用地の評価額を,全 体の非住宅用地の評価額から法人非住宅用地のそれを控除することにより個人非住宅用地

の評価額を算出 しています。

次に行う計算は小規模住宅用地の評価額を算出するものですが,こ れについても法第349条 の3の2第2項 の規

定に基づ く小規模住宅用地の地積があらか じめ土地データから入力されていますので 「評価額 ÷課税地積 ×小規模住

宅用地地積」として算出 します。

最後に,一 般住宅用地の評価額を算出しますが,こ れは評価額から非住宅用地及び小規模住宅用地の評価額を控除

して求めることとしています。

[第2順 位]… …<住 宅用地の特例価格の算出(固 定資産税)>

法に示す住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例の規定から小規模住宅用地及び一般住宅用地の特例価格と

して,そ れぞれの評価額に1/6及 び1/3を 乗 じた額を算出します。

[第3順 位]… …<暫 定特例区分の算出(固 定資産税)>

評価上昇割合の高い宅地等については法附則第17条 の2第1項 により暫定特例価格を求めることとされています

ので,暫 定特例テーブルからその区分により暫定特例記号及び特例率を抽出します。

[第4順 位]… …<暫 定特例価格の算出(固 定資産税)>

暫定特例に関する記号を決定させ次に暫定特例価格の算出に移 りますが,小 規模住宅用地等のそれぞれについて該

当する特例記号により,特 例率を判定 しなが らその評価額に乗じます。この場合,小 規模住宅用地及び一般住宅用地
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については住宅用地の特例後の価格に乗ずることは言うまでもありません。

[第5順 位]… …<平 成6年 度負担調整率の算出(固 定資産税)>

法の規定により一旦調整税額を求める必要から行われるステップですが,小 規模住宅用地等のそれぞれについて平

成6年 度負担調整率テーブルか ら該当する負担調整率記号及び負担調整率を抽出します。

[第6順 位]… …<臨 時特例区分の算出(固 定資産税)>

宅地等の地価の下落に対応 した措置として法附則第17条 の2第3項 により臨時的な課税標準の特例に関する規定

が新設 され,こ の規定に基づき平成7年 度以後の負担調整率を算定することとされています。このステップでは臨時

特例価格を算出するための特例記号及び特例率を,そ の区分により臨時特例テーブルから抽出します。

[第7順 位]… …<臨 時特例価格の算出(固 定資産税)>

臨時特例に関する記号を決定 した後,小 規模住宅用地等のそれぞれについて該当する特例記号により,特 例率を判

定 しながらその暫定特例後の価格に乗 じます。

[第8順 位]… …<平 成7年 度負担調整率の算出(固 定資産税)>

ここでも法の規定により一旦調整税額を求めなければなりませんので,小 規模住宅用地等のそれぞれについて平成

7年 度負担調整率テーブルか ら該当する負担調整率記号及び負担調整率を抽出 します。

[第9順 位]… …<課 税標準額の算定(固 定資産税)>

以上の演算ステップを経由し初めてこの計算ルー トにおける最終目標である課税標準額の算定に至るものですが,

ここにおいても小規模住宅用地等のそれぞれに分離 した状態で,平 成5年 度課税標準額に平成6年 度負担調整率及び

平成7年 度負担調整率を乗ずることにより平成7年 度課税標準額を算出します。なお,法 附則第18条 に規定 されて

いる調整税額の趣旨について当市においてはこの段階でその比較を行 うこととし,こ こでの演算結果 と平成7年 度で

いえば臨時特例価格 との比較を行い,そ の数値の小なるものを平成7年 度課税標準額として決定 しています。税率は

定数ですので,そ の乗ずる以前の数値による比較であっても結果は同一であるという考え方を採 っているものです。

また,都 市計画税の課税標準額については住宅用地に関する特例率を異にすることのみで,そ の他の計算原理は以

下の地目にも言えることですが固定資産税のそれと同一の方法としています。

L.【 市街化農地の課税標準額計算】

当市の場合は前述のとお り昭和47年1月11日 に当初の線引きの告示がなされましたので,昭 和48年 度か ら市街化区域

内の農地については市街化農地としての評価及びその課税がなされ,そ の後,昭 和54年,昭 和61年,昭 和63年 及び平成

3年 の四回にわたり線引きの見直 しが行われた経緯があります。ゆえに市街化農地 としての計算は当初のものとはそれ

ぞれ区分 して行 う必要があることとなりますが,こ の判定は区分コー ドを使用 して入力段階でその指定を行 うこととし

ています。区分コー ドがブランクのものは当初市街化農地 とし,同 コー ドが"3"の ものは昭和54年,同 じく"4"の

ものは昭和61年線引き見直 し市街化農地等とし,そ れぞれの計算を別にしています。なお,当 市は該当 しませんが一応

昭和48年 度の市街化区域内宅地の平均評価額単価及びその1/2の 額に基づ くA・B・C農 地の判定ステップは削除する

ことな く計算を行わせています。

課税標準額の具体的な計算は非住宅用地と同様のルー トを使用 していますので,暫 定特例価格及び臨時特例価格の算

出条件に該当することとなり,そ れ らの計算後において課税標準額が求められることとなります。

M.【 一般農地の課税標準額計算】

一般田及び畑についての課税標準額の計算ルー トです。これも非住宅用地 としての計算ルー トを使用するものです

が,評 価額が宅地水準ではありませんので暫定特例及び臨時特例の措置には該当 しません。
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N.【 農地比準等の土地の課税標準額計算】

原野,池 沼,雑 種地等で一般田 ・畑,一 般山林 ・池沼に比準する土地についての課税標準額の計算ルー トです。これ

らは全て非住宅用地としての計算ルー トを使用するものですが,こ れも評価額が宅地水準ではありませんので暫定特例

及び臨時特例の措置には該当しません。

O.【 非課税地の課税標準額計算】

全 て の 数 値 を0(ゼ ロ)と します 。

P.【 課税標準の特例,減 免計算及び税相当額の計算】

「次年度用土地ファイル異動分更新処理」の第四段階つまり最終段階として課税標準額の合算処理,課 税標準の特例

計算,減 免計算及び税相当額の計算を行います。

a.課 税標準額の合算処理

このステ ップは,小 規模住宅用地等のそれぞれについて分割計算 されている固定資産税課税標準額あるいは都市計

画税課税標準額を合計するもので,こ こで初めて一筆の土地 としての課税標準額(以 下 「特例前合算課税標準額」と

いう。)が 算定されることになります。

b.課 税標準の特例計算

法においては,土 地に対する各種の課税標準の特例措置がありますが,住 宅用地に対する課税標準の特例及び暫定

特例,臨 時特例に関 しては小規模住宅用地等のそれぞれに分離した状態で特例措置を適用する必要があり,ま た一方

特例前合算課税標準額をとらえて特例措置を適用すべきものもあります。このステ ップでは後者に関する特例計算を

行うものですが,当 市においてその具体的なものはJR等,NHK,軽 自動車検査協会及び第三セクターとしての天

竜浜名湖鉄道が該当し,こ れ らについては固定資産税,都 市計画税の別に法で規定される特例率を特例前合算課税標

準額に乗ずることとしています。

なお,土 地の全件についてこのステ ップを通過させますが,こ こでいう特例計算の有無の判定は減免 コー ド欄にそ

の旨の入力があるものに限り,何 ら入力のないものは特例率の乗算を行うものではありません。特例計算の有無を問

わずこのステップを通過 した段階で全て 「特例後合算課税標準額」となります。

c.減 免 税 額 の 計 算

公衆浴場,物 納,天 災等の通達減免及び当市の条例で規定する減免に関 し減免税額を算出するステップです。これ

についても減免コー ド欄からの入力情報によりその判定を行いますが,減 免コー ドのみで減免税額を固定できるもの

と天災減免等にみられるようにその率により減免税額が異なるものとに分類 して計算を行うこととしています。つま

り減免率の入力も可能に しているものですが,こ の減免コー ド及び減免率の二項目の指定により特例後合算課税標準

額に基づいて計算 された税額は,あ くまで も 「減免する税額」ということになります。各納税義務者ごとに名寄せ し

た後,こ の減免税額を控除し年税額を確定 します。このステップにおいては減免コー ド欄にその旨の入力があるもの

のみについて固定資産税,都 市計画税の別に計算を行うこととし,同 コー ド欄に入力のないものについてはこの計算

ルー トはスキップされます。

d.税 相 当額 の計 算

課税明細書(課 税資産の内訳書)へ のプ リン ト及びオンライン画面への表示のために土地全筆について固定資産税

相当額及び都市計画税相当額の計算を行います。計算方法は,固 定資産税及び都市計画税の別に特例後合算課税標準

額に税率を乗 じその後減免税額を控除するものとしていますが,こ の段階は一筆ごとの計算ですので特例後合算課税

標準額も計算結果の税額も円単位までとしています。そのため名寄せ後の税額 とは端数処理による誤差が出ますので
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「相当額」としているもので,課 税明細書の標題部の印刷もこの表示を行っています。

Q.【 土 地 フ ァイル へ の 格 納 】

「次年度用土地ファイル異動分更新処理」のステップで処理実行のキーを押した瞬間に以上のような演算を行うもの

ですが,計 算すべきものは計算され,塗 り替えられるべきものは塗 り替えられたこととなりますので,当 該土地の レコ

ー ドの全てを土地ファイルへ格納することにより更新処理が完了したものとなります。

以上,現 在当市が行っている 「土地評価システム」に関する業務の概要です。担当者 という"人"と しての作業,コ ン

ピューターとい うハー ド自体及びそのソフ ト等についてもまだまだ改良すべきものがあろうかと思われます。決 して皆様

にご披露できるような代物とはゆめゆめ考えるところではありません。 しか し,我 々は我々なりにその時々のシステムを

尊重 しつつ改良を加えて来た結果現行システムへ至ることができたものと考えています。改良の都度,そ のシステムは改

善されていなくてはならないと常々考えるところです。当市の過去を振り返りながら次にその導入の効果について評価を

加えてみたいと思います。

Ⅲ システム導入の効果

コンピューターの長所について極論すれば,そ れは正確性 もさることながら 「記憶容量の多さと処理ス ピー ドの速さ」

であると一言できるものと思います。当市もそうであったように,他 の自治体の皆様方において もこの長所の合理的活用

方法を摸索 し続けて来た ものと推察するところです。具体的には導入の経緯の項で述べたとおり,そ の最初は手作業か ら

の解放で した。 コンピューターが普及 した現在においては当たり前と思えることが,当 時においては驚異的とも言える事

務の改革であると評されたもので した。これは算盤とかタイガー計算機の例を挙げて申し上げましたが,手 作業による事

務処理の苦労がいかほどであったのかは,そ れを経験したことのある者でな くては真にその"有 り難さ"が わかるもので

はありません。 しか し,時 の経過とともにそれが当たり前なことになって行きます。喉元過 ぐれば… … の諺どお りに。

そしてそこか ら苦情や要望が湧き出て くるのが人の常であり,も っと楽な方法はないものか,あ るいはもっと合理化でき

る部分はどこであろうか等々。いわゆる問題意識の認識とも言えることですが,こ れがなかったならばそのシステムの前

進は望めないと感 じています。これ らの要望に応えたものが,昭 和46年 度における土地評価 システムの確立という姿で職

員の前にその回答を持って現れたものであ りま した。それまでは電算稼働といえども,評 価額の計算等において手作業部

分が残 っていましたのでその大部分を消失させ,こ こで初めて算盤とタイガー計算機はほこりをかぶる運命に至ったもの

であります。つまりオーバーな表現をすれば,デ ータ用紙と鉛筆一本で仕事ができるようになったものと言 うことができ

ます。そして,昭 和56年 度のシステム改良においては奥行価格逓減率表を机上から廃除 し,ま た以後の評価替え作業にお

ける用途変更に伴 うデータ作成の手間 も解消することができたものであります。

当市におけるシステム導入の効果を具体的作業分野の視点から申し上げれば以上のようなことが挙げられます。 しか し

機械化するたびに財政当局,人 事当局か らその費用対効果を求められ人員削減は当課においてもその例外ではありません

で した。機械化すれば人が不要になることは当然の帰結です。が,納 税義務者の数においても同じことが言えますが,土

地 というものの絶対数は減ることはなく増加の一途をたどり,ま た一方では制度が益々複雑になって来ています。今後は

少数精鋭主義並びに機械の有機的結合による活用方法を求め歩み始めることでありましょう。しかしそこでは,厳 しい目

で システムを見つめ続け,か つ大きな効果を出して行 くことが要求されることとなる筈であると考えているところです。
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IV システム開発の基本方針

20有余年という長い時間をかけて世の移 り変わりと同様に,当 市の土地評価システムもその形を変えてきたと言うこと

ができます。コンピューターとの出会い,そ してそのセットアップに汗 したことに端を発 し,現 在はオンライ ン即時更新

処理システムにまでたどり着いています。 しか しなお将来,そ の形を変えて行 く可能性があるものと現時点においては考

えています。

この間,大 きな変革の波に何度か遭遇 しましたが,そ の時々に考えていたことは現在もそうですが,事 務処理の改善つ

まり労力の省力化であり事務の簡素化です。心身共に職員の負担をいかに軽 くするシステムを開発できるのかであ りまし

た。 「人間の考えることがコンピューターにできないことはない。」を心底に置き,機 械で処理できることは許される範

囲で全て機械に任せ,職 員の負担は少 しでも軽減できるような方向で開発すべきであると常に念 じています。理論のみが

先行 し複雑怪奇なシステムは避けなければなりません。機械が人を造 るものではなく人が機械を創るものであるとする理

念の基に,決 して機械に使われないあるいは機械に振 り回されないという観点が大切であると認識 しています。

また,こ の業務に限ったことではありませんが,人 様から金銭をいただく仕事ですので開発の結果が法あるいは評価基

準に適合 し,か つ演算 ミスのないことを無意識の内にも強 く心に抱いていたように思われます。つまり開発結果の正確性

が必要であるということです。人間の行うことですのでその能力に限界はあろうかと思いますが,少 なくともプログラム

にだけは 「絶対」という二文字を付けることができる正確性のある開発をすべきであると思 っています。 これは細かい話

になりますが,固 定資産税という制度あるいは土地の評価という技法等までを熟知 した上でのシステムの設計が必要であ

り,受 託する者があるとしたな らばこの理念を基調に設計する姿を望むものであります。

必死になってコンピュターの開発を行っていた時代はその余裕もな く,具 体的に表へ現す ことができなかったことも,

時の流れとともにある程度の安定期においては,よ り高度な住民サービスの実践に資すべきシステム作 りが必要であると

思います。当市においてはこの観点に鑑み,総 合窓口化によるより有効な市民サービスの向上を目途 とし,平 成5年1月

か ら市内27館の市民サービスセンターにおいて,住 民票あるいは評価証明書をはじめとする各種証明書の発行業務を稼働

させました。それ らの各種証明書の発行に際 しても,少 しでも書類作成の時間を短縮 し来庁者を長時間待たせることのな

いようなスピー ド化 された処理 システムの構築,つ まり大げさに言えば絶えず移 り変わって行 く世の中の行政に対する要

求の高度化に柔軟に対応できるシステム開発を推進 して来ま した。

そして何よりも大きな比重を占めることは経費の節減であると言えます。最近は数千万円あるいは数億円にも達する委

託料を耳にしますが,自 己開発の世界に育 って来た我々にとっては少々慎重に判断せざるを得ない場面に身を置かせ られ

ることがあります。このような局面においては常々,よ り少ない経費で最大の効果を得ることが必要であると考えている

ところです。開発結果の正確性は先に述べたとおりですが,開 発結果の経済性 も開発の基本方針としての重要な柱の一つ

であるものと思います。この経済性については,い かなる業務を行うに際 してもまた今まで何度か遭遇 した変革のときに

おいても常に付随 して考えていたことであり,今 後においても絶えず費用比較を行いその経済性について判断 して行 くべ

きものと認識 しています。人が行 った方が正確で安 くて早 く済むことであったなら,そ れをわざわざ機械処理に委ねる必

要は全 くありません。新 しい機械が入 り新 しいシステムが稼働 したにもかかわらず,ダ ラダラと帳票が出たりそのボリュ

ームが倍になったりあるいはメンテナンスに費用が嵩んだりすることのないようなシステム設計を行 うべきです。税金 と

いう住民からの貴重な財源を基に行うことですので,い たず らな浪費は厳に慎みその使途の決断については常に慎重であ

るべきものと考えています。システム開発に携わった者は無意識の内にもこれらのことを考えていた筈です。ゆえに激論

を交わ したこともあ り妙案がすんなり受け入れられたときもありました。また,こ れらのことが現行 システムへ完壁に反
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映されているものとは決 して思っていません。まだまだ改善すべきところがあるやに感 じています。この辺のことか ら次

に現行 システムにおける問題点や課題等について考察 してみたいと思います。

V 運用上の問題点及び今後の検討課題 等

長々と評価システム導入の経緯及び現行システムの概要等について稿を進めて参りま したが,最 後に現行システムにお

ける運用上の問題点及び今後の検討課題等に関する当市の率直な議論をご紹介申し上げたいと思います。なお,以 下につ

いての意見にわたる部分はおそらく自分の認識不足ゆえの私見ですので,誠 に僭越ではありますがあらか じめお断 りさせ

ていただく失礼をご容赦いただきたいと思います。

まず,オ ンラインの画面展開が繁忙期においてやや遅 くなる場合があります。これはホス ト1台 に対 して14業 務ものオ

ンラインサービスを同時供給 していること,あ るいは一義務者が大量の物件を所有 している場合にその名寄せ レスポンス

が遅 くなるためその現象がまま見 られますが,こ のことに関してはコンピューターの処理能力のアップに期待するところ

であります。また,最 近はサーバー ・クライアン ト方式(分 散処理方式)で の処理がその検討の対象として浮上 しつつあ

ります。当課においても全庁的なネットワークの傘下において,主 体性のある情報の活用方法を求め議論を開始すべきと

きがやって来たものと考えているところであります。

ソフ ト面での問題 として,こ れは考え方次第で左右することであると思いますが,少 なくとも現行法規どおりの演算を

行 うことができることのみをとらえるならば,現 行 システムでの問題点はないと言えます。しか し,先 進各都市の状況あ

るいは将来を見据えた評価システム像へまで少 し背伸び して考えたとき,ま ず行う必要があるものは全 くおそまきなが ら

のことではありますが,画 地計算システムの構築であろうと思われます。これは二筆以上で一画地を形成 しているものに

ついて,現 在はその同一評価情報をそれぞれの筆ごとに入力し,ま た小規模住宅用地の地積等も手計算による按分の手間

をかけて入力する方法を採っている状態です。この手作業部分を軽減させることを目途とするシステムですが,そ れは当

該画地において代表地番を選定し,こ の土地に全ての評価情報及び認定情報を入力 します。そして他の土地は地目,地 積

及び所有者等の基礎情報並びに代表地番の指定のみで評価額及び課税標準額等必要とされる演算を行わせようというもの

です。これが完成すれば入力の手間は省力化されることとなります。 しか し,一 方で忘れてはならないことは,そ れを入

力するものは人間であるということです。人間とは勝手なもので,精 神的にも体力的にも少 しでも楽をしたいという気持

ちを心の片隅に必ず抱いているものです。入力の手間が省かれて も,そ れ以上に神経を使って事務処理を行うようになっ

ては改善とは言えないと考えています。楽に正確に,つ まり"人 にやさしいシステムアップ"を 実現する必要があります

ので,実 際のところはその具体策の策定段階で足踏み状態をしている状況にあ ります。

また,こ れは昭和55年 度のシステム改良時においても議論のテーブルに上ったことでもありますが,出 力帳票について

少々問題が残る点です。土地課税台帳と名寄帳がその最たるものですが,こ れは法の規定により 「可視的帳票」という位

置づけでその備え付けが義務付けられていますので,毎 年土地59万 筆,家 屋28万棟に関 し,紙 による帳票を作成 していま

す。そしてこれらは,一 年経過 した後新たな年度を迎えると過年度分として倉庫に5年 間保管を行 う必要が生 じ,そ のス

ペースの確保に頭を悩ませているところです。巷では光ファイリングシステムの開発が進められ,そ の記憶容量も膨大な

ものがあることは承知 しています。これを導入すれば保管スペースは格段に縮小され,ま た現在手作業で行っている過年

度分の各種証明書の発行業務についても省力化されることとなり,事 務改善の効果は絶大なものと言 うことができます。

一方,こ の方法により過年度分の各種証明書を発行するためには,そ の更正処理システムの開発及びマニュアル作 りを行
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い,各 担当者がこれに対応できる態勢を整える必要が生ずることは覚悟 しなければならないことと思います。 しか し,昭

和55年 度において もそうであったように,「 可視的帳票」というたった五文字のみの解釈で議論は頓挫 しました。あれか

ら既に15年経過 した今,光 磁気ディスクによるファイ リングシステム等の活用を全庁的なレベルで検討するときが来たも

のではなかろうかと考えています。

次に,標 準宅地比準システムについて触れさせていただきたいと思います。このシステムは数量化理論に基づ く価格形

成要因の分析及びそれによる比準表の作成により路線価あるいは標準宅地の価格を評定するものですが,そ の原始データ

のメンテナンスに関 し時間と労力を要 しているところであ ります。数量化理論及びこのシステム自体の考え方は大変優れ

た ものであると思いますが,3年 ごとの価格調査基準 日において最新の価格形成要因が正確に入力されていなければ正 し

い答えは得 られません。道路の拡幅等による街路条件,下 水道事業の進捗等に伴う環境条件あるいはバス路線の新設 ・廃

止等による接近条件等は絶えず変動する要因と言えます。市内全域についてこれらを正確に把握 し,正 しく入力するステ

ップで少々検討の余地が残 されているように思われます。

問題点等を捜そうとすればまだまだ細かい点で多々存在するシステムであろうと思料するところですが,こ こでは今ま

さに目の前のテーブルに上がっている主なものについてのみお話 しさせていただきました。

当市の土地評価システムのご紹介を終わるにあたりまして誠に遅ればせながらで恐縮ですが,今 回,(財)資 産評価 シ

ステム研究センターの平成7年 度事業の一環として,当 市にご指名をいただきこれに参画する栄に浴することができまし

たことは,一 重に関係する皆様方のご尽力の賜 と厚 く御礼申し上げる次第です。また同時に,本 稿をまとめるにあたりま

して並 々ならぬご指導,ご 援助いただきま した皆様へ も心か ら感謝申 し上げたいと思います。

同センターの事業の目的は全国自治体の諸施策に,ま た当部会は具体的に市町村のシステム化の促進に資する調査研究

を行 うことであると伺っています。このことを思 うにつけ本稿が例え僅かながらでもそれにご協力できることを願い,並

びにご覧くださる皆様方の寛大な心にお縋 りしつつ終局とさせていただきます。
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【浜松 市 メニ ュ ー画 面】

★ ★ ★ 浜 松 市 メニ ュー 画 面 ★ ★ ★(MENU01)

01 オ ンラ イ ン 処理 (住 民記 録) 11 VCOPY(フ ロ ッ ピー-作 業 領 域)

02 オ ンラ イ ン 処理(国 保 ・年金) 12 VCOPY (作 業領 域 → フ ロ ッピ ー)

03 オ ンラ イ ン処 理 (税 務 情 報) 13 オ ンラ イ ン処 理 (文 書 管理)

04 オ ン ラ イ ン処 埋 (端 末 操 作員) 14 オ ン ラ イ ン処 理 (総 合 窓 口)

05 LANWORD5

06 LANPLAN5

07 LANFILE5

08 フ ロ ッピ ィの 複写 (VCOPY)

09 オ ンラ イ ン処 理 (財 務 会計)

10 プ ログ ラ ム の 転送
項 目 番号 を選 択 して くだ さ い[1 ]

ま たは 、上下 矢 印 キ ー(↑ ・↓)で 選択 し、実 行 キ ー を押 して くだ さ い

【①税務情報初期画面】 [資料1]

ZZ01

浜松市 税 務 情 報 オ ン ライ ン シス テ ム

01
02
03
04
05
06
07
08
09
10
11

住登外管理業務
税務証明発行業務
市県民税業務
軽自動車税業務
法人市民税業務
固定資産税(土 地家屋)業 務
固定資産税(償 却資産)業 務
市税収納管理業務
市税口座振替業務
納税貯蓄組合管理業務
住民記録検索業務

※ 選択 す る業 務の 番 号 を入 力 して 下 さい → 06

【②固定資産税初期画面】

ZG01 〈固定資産税初期画面〉

浜松市 固定 資 産 税(土 地 家屋)オ ン ラ イ ン シス テ ム

【パ ス ワ ー ドを 入力 して 下 さ い!】

← 次年 度 処 理 の 時*を 入力

※ 税 務情 報 初 期 画面 → PF10

【③処理方式選択画面】

次年 度ZX02
《処 理 方 式選 択 画 面 》

固定資産税

〔次 の 中か ら処 理 方式 を 選 択 して 下 さ い!】

1 .納 税 義務 者 の 選 択 … 税務情報索引簿の出力等

2 .土 地 情報 の 選 択 … 所在 地 番 の 入力 に よ る

3 .家 屋情 報 の 選 択 … 見取 図 コー ド等 の 入 力 によ る

4 .路 線価 フ ァイ ル の検 索.更 新 処 理

9 .→ 業務 初 期 面 面

【該 当番 号 を 入 力す る 】 →

税 務 情 報初 期 画 面 → [PF10]

【④義務者選択方法決定画面】

次 年 度.ZX03
【義 務者 選 択 方 法決 定 画面 】 95-09-27

次 の 検 索 方 法の 中 か ら1つ を 選 び、該当 項 目 を入 力 す る。

1 ← 選 択 し た検 索 方 法 の番 号 を入 力 す る。

1 個 人 法 人 コ ー ド: 1

住 所 地 コ ー ド: 001

義 務 者(カ ナ) : アイ

2 義 務 者 コ ー ド: -

3 宛 名 コ ー ド: -

8 → 処 理 方式 選 択 画面

9 → 業 務 初期 画 面

※ 税 務情 報 初 期 画面 → PF10

【⑤土地所在地番入力処理画面】

次 年 度ZX21
【土地 所 在 地番 入 力処 理 】 95-09-27

【検 索 す る土 地 の 所在 地 番 を入 力 す る!】

所在
001

本 番
200-

支1
5

支2 支3 符

【実 行す る処 理 の番 号 を入 力 す る!】 → 1

1 土 地 所在 地 番 入力 処理

2 → 処 理方 式 選択 画 面

3 → 業務 初 期 画面

※ 税 務情 報 初 期 画面 → PF10

【⑥個人分索引簿画面】

ZA02

税 務 情報 個 人 分 索 引簿 001 … 池町

95-09-27 1頁
NO 氏 名 性 生年 月 日 コ ー ド 市 軽 固 償 滞 口 貯 管 台 国 年 二
01 藍 秋子 女 昭 和 23-1-24 80006250 * *

02 藍 朝夫 男 昭 和 51-8-22 80006241
* *03 相 上雄 男 平成 1-9-28 80006101

* * *
04 相 澤 哲 子 女 昭和 11-11-11 30000498

* *
*

05 相 澤 哲 子 女 平成 2-8-8 80001959
*

* * *
*

* *

06 相澤 徹 男 昭和10-10-10 30000480
*

*
* *

07 相 澤 實 男 平成 2-5-5 80001789 * * * * * * *
08 相 澤 芳 子 女 平成 5-12-10 30036433

09 相 田 健 二 男 昭 和 10-10-10 80001428 * * * * * *

10 相 田 翔 子 女 昭和 40-11-11 80001436 *
* * *

*

11 青 木 一郎 男 昭和 9-9-9 30039297 *

12 青 木 一子 女 昭和 10-10-10 30039271 *

13 青 木 井子 女 昭 和 10-10-10 30003012
*

* * *

14 青 木 伸二 男 昭和 10-10-10 30002997
*

* * * *

15 青 木 八郎 男 昭 和 38-8-8 30001044
* * *

次 頁 →PF3, 先頭 頁 →PF4, 税 務情 報 初期 画 面 → PF10
検 索 番 号-(2桁),業 務 初 期画 面-99,処 理選 択 画 面-88を 入力 して 下 さい →

【⑦法人分索引簿画面】

ZA03

税 務 情報 法 人 分 索引 簿 401 … 元 城町

95-09-27 1頁
NO 法 人 名 称 コ ー ド 市 軽 法 固 償 滞 口 貯 管 台
01 愛国工業 株式会社 浜松支店 90000365

*
02 株式会社 葵会 90001230

*
03 アサヒ 社会福祉法人 90000641

*
04 医療法人 イケヤ福祉高度医療看護センター 90001248 *

05 合名会社 ウ ィー ン レ コ ー ド店 90001183 *

06 上田画廊 90000977 *

07 社会福祉法人 静浜会 90000578
*

08 合資会社 中部電気 90000560
*

09 浜信金属 株式会社 90000586 * *

10 株式会社 浜松産業 90001361 *

11 浜松市平和施設管財 株式会社 90000632 *

12 右限会社 浜村ソフト 90000306
*

13 藤原 昭 会計事務所 90000420
*

14 都田酒造 株式会社 90000772
*

15 和合税理士事務所 90000349
* *

次 頁→PF3, 先 頭 頁 →PF4, 税 務 情 報初 期 画 面→PF10
検索 番 号-(2桁),業 務初 期 画面-99,処 理 選択 画 面-88を 入力 し て下 さい →
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【⑧多重登録者選択画面】

次年度 ZX04 《多 重 登 銀義 務 者 選択 画 面 》

宛 名 コ ー ド:8000-6250 1頁

南No 納 税 義 務 者 氏 名 又 は 名 称 義務者番号
01 藍 秋子 0000-2668

02 藍 秋子 *0000-5987

03 藍 秋子 外1名 0000-5995

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

【選 択 番 号 →(2桁), 業 務 初 期画 面 →99

処理 方 式 選 択 画 面→88, 索 引 簿 画面 →77,該 当番 号 を 入力 して下 さい!]→

次 頁 → PF3 前 頁→ PF4 ※ 税 務 情 報初 期 画面 → PF10

【⑨義務者別処理選択画面】

次 年 度 ZX05 《納 税 義務 者 別 処 理選 択 画 面》

95-09-27義 務 者 コ ー ド 0000-2668 宛 名 コ ー ド 8000-6250

住 所 浜松 市 池 町1番 地 の2
氏 名 藍 秋子

No 可 処 理 の 種 類
01 ★ 義務者台帳検索訂正処理
02 ★ 義務者台帳新規登録処理
03 ★ 土地 名 寄 検索 訂 正 処 理( 36件)

04 ★ 土地新規登録処理
05 ★ 家屋名寄検索訂正処理( 81件)
06 ★ 家屋新規登録処理
07 ★ 課税 状 況 検索 処 理
08 ★ 賦課更正処理
09 共有者明細検索更新処理
10 ★ 名寄帳印字処理
11 ★ 名寄帳印字処理 (全 件)

★ 印 の有 る 処 理 のみ 実 行可 能

No 分 岐 先
99 → 業務 初 期 画面
88 → 処理 方 式 選択 画 面

77 → 選択 方 法 決定 画 面

66 → 索 引 簿 画面

55 → 多重 登 録義 務 者 画 面

【実 行 す る処 理 又 は分 岐 先 を入 力 す る!】 →

※ 税務 情 報 初期 画 面 → PF10

【⑩土地名寄状況画面】

次年度 ZX09 【土 地 名寄 状 況画 面 】
義 務 者 コ ー ド 0000-2688 宛 名 コ ー ド 8000-6250 95-09-27 計 36筆 1

住 所 浜 松市 池 町1番 地 の2
氏名 藍 秋 子
所 在 町 名 地 番 現 台 課 税 地 積 評 価 額 特 例 価 額
比 準 固 定 固 定 課 税標 準 額 都計課税標準額 負率 減 固定 相 当額 都 計 相 当額

1 池町 1- S A 100.00 12,000,000

12,000,000 12,000,000 168,000 36,000

2 池 町 200-
2 1

E E 825.00 144,375

144,375 47
0

3 池町 200- 5 X
A

12,334.88 21,323,455,074

6,049,279,200 8,900,655,133 52 21,172,476 6,575,490

4 池町 200-2002 K
D

2.31 325,917

133,941 133,941 1,875 401

5 池町 10
1

B
B

600.00 270,000

178,537 178.537 2,499 535

6 池町 100 2 C C 600.00 270,000

149,178 149,178 2,088 447

7 池町 115 13
E

S
A

400.00 64,800,000

11,588,607 11,588,607 52 0 0

1 → 土 地 明細 画 面 4 →義 務 者 別選 択 画 面 7 → 次 頁 A → 次 頁…10頁 毎

2 → 家 屋 名寄 画 面 5 →土 地 新 規登 録 画面 8 → 前頁 B → 前 頁 …10頁 毎

3 名寄帳印字処理 6 →業 務 初 期画 面 【実 行 す る 処理 の 番号 を入 力す る!】 →

【⑪土 地 新規 登 録 画面(P1)】 (P2)は 【⑬(P2)】 に 同 じ。

ZX12 【土地 新 規 登録 画 面 】 第1頁 95-09-27

住所 浜 松 市 池 町1番 地 の2
氏 名 藍 秋 子 8000-6250

入 力区 分 3 異 動 事 由 入力 者 11111

所 在 地 番 地 目 地 積
所 在 本 番 支1 支2 支3 符 現 台 旧 比 課 税 登 記 簿 小 規 模

地 積
非 住 宅

市
調

造
成

区
分

義 務 者
コー ド

0000-2688

個
法
1

減 免
CD 率

図 面
No

正 面
調査 標 準N 奥 行 間 口 三 形 無

正 面
崖 都 日 他比

側 方1
標 準N 奥 行 間 口 カ

側 方2
標準N 間 口 カ

二 方

標 準N 間 口
補
正

㎡ 当 り 価格
45ネ 38年

㎡ 当 り 価 格

平2年 度 平3年 度

03
補

1 土地新規登録実行
2 → 次頁

3 →土 地 明 細 情報 画 面

4 → 義 務 者 別選 択 画 面

5 → 土 地 名 寄状 況 画 面

6 →処 理 方 式選 択 画面

【実 行す る 処理 の 番 号 を入 力 す る!】 → ※ 税 務 情報 初 期 画面 → PF10

【⑫土地明細情報画面】

次年度 ZX10

【土 地 明 細情 報 画 面 】 95-09-27 義 務 者 コー ド 0000-2688

住 所
〒430

浜松市
池 町1番 地 の2

方 書

義 務 者 名

アイ アキ コ

藍 秋子

地 番 及び ブ ロ ッ クNo.
町 名 本 支1 支2 支3 符

池町 200- 5

地 目
現 台 旧 比

市
調

小
規

区
分

造
成

X A 1 * 1

調査区
50-

漂 準No.
356-

用

途
11

課税地積
12,334.88

登記簿地積 小規模地積
9,251.16

小規外地積 非住宅地積
3,083.72

評 価 額
21,323,455,074

㎡ 当 り

現 年
1,728,712

3年
1,000,000

2年
800,000

45年 38年
3,570

減 免
コ ード

52

率
75

1/2 図 面No
異 動
事 由
65

取 得
事 由

固 定 課 税 標 準額
6,049,279,200

都計課税標準額
8,900,655,132

固 定 相 当額
21,172,476

都計相当額
6,675,490

1 → 土 地 名寄 状 況 画 面

2 → 義 務 者別 選 択 画 面

3 → 土 地 更新 処 理 画 面

4 → 土地 新 規 登録 画 面

5 → 業務 初 期 画面

6 → 処理 方 式 選択 画 面

7 → 土地 計 算 情報 画 面

8 → 画地 情 報 画面

【実 行 す る 処理 の 番 号 を 入力 す る!】 → ※ 税務 情 報初 期 画面 → PF10

【⑬土地 更新 処 理画面(P1)】

ZX11 【土 地 更 新 処理 画 面 】 第1頁 95-09-27

住所 浜 松 市 池町1番 地 の2
氏 名 藍 秋子 8000-6250

入力 区 分 (取 消1・ 訂 正2) 異 動事 由 65 入 力 者 11111

所 在 地 番
所在
001

本 番
200-

支1
5

支2 支3 符
地 目

現
X

台
A

旧 比
地 積

課 税
12,334.88

登 記 簿 小 規 模

地 積
非 住 宅

市
調

1

造
成

区
分
1

義 務 者
コー ド

0000-2688

個
法

1

減 免
CD

52

率
75

図 面
No

正 面
調査
50-

標準N
356-

奥 行
277.0

間 口
140.0

三 形 無

正 面
崖 都 日 他比

側 方1
標 準N
297-

奥 行
105.0

間 口
292.0

カ

1

側 方2
標 準N
291-

間 口
105.0

カ

1

二 方
標 準N

60-

間 口
79.0

補
正

㎡ 当 り価 格
45ネ 38年

3,570

㎡ 当 り 価 格
平2年 度 平3年 度

03

補
1 土地更新処理実行
2 →次 頁

3 →土 地 明細 情 報 画 面

4 → 義 務 者別 選 択 画 面

5 → 土 地 名寄 状 況 画 面

6 → 処 理 方 式選 択 画面

【実 行す る 処理 の 番 号 を 入力 す る!】 → ※ 税 務 情報 初 期 画 面 → PF10

【⑬土 地 更 新処 理 画面(P2)】

ZX11 【土 地 更 新処 理 画 面】 第2頁 95-09-27

住所 浜松 市 池 町1番 地 の2
氏 名 藍 秋 子 8000-6250

所 在 地 番
町 名

池 町
本 番
200-

支2
5

支 支3 符
入力 区 分 2 入 力者 11111

異動事由 65

カード

No
4

画 地 入 力 デ ー タ
所在 本 番 支 支 支 符 非住宅地積

カード

No

5

無道路
表地m

蔭
地

農 地 法
年 月 45 届 No. 目

既
存

利 用 コー ド

①
A

②
B

③

C

取得 デ ー タ
年 月 CD 事

住宅
戸数

50

1 土 地 更新 処 理 実 行

2 → 前 頁

3 → 土 地 明細 情 報 画 面

4 →義 務 者 別選 択 画 面

5 → 土 地 名 寄状 況 画 面

6 → 土 地 新規 登 録 画面

7 → 処 理 方 式選 択 画 面

8 → 画 地 情報 画 面

【実 行 す る 処理 の 番 号 を 入力 す る!】 → ※ 税 務 情報 初 期 画面 → PF10

【⑭固定資産税土地計算情報画面】

次 年 度 ZX29 【土 地 計 算情 報 画 面】 95-09-27

義 務 者 コ ー ド 0000-2688 共 有 区 分
所 在 地 番

町 名
池町

本 番
200-

支番
5

支2 3 符
市
調

1

地 目
現

X

台
A

比
A

正 面 コー ド
調査
50-

路 線No
356-

正 面 用途
6年
11

3年
11

【平 成8年 度 】 ※ 固 定 評 価 額 21,323,455,074

小 規 模 特 例(1/6)
2,665,431,884

小 規外 特 例(1/3)
0

個人非住宅評価額
5,330,863,768

法人非住宅評価額
0

小規模暫定特例
A 2,665,431,884

小規外暫定特例
0

個 人 非住 暫 定 特例
A 5,330,863,768

法 人非 住 暫 定特 例
0

◎暫定特例区分 A…1/1 B…3/4 C…2/3 D…1/2

小規模課税標準
＠ 2,479,487,835

小規外課税標準
0

個人非住課税標準
＠ 3,569,791,365

法人非住課税標
0

特 例 前 合 算
6,049,279,200

特 例 後 合 算
6,049,279,200

◎負担 %-1.025 @-1.05 ＆-1.075

調整 A-1.1 V-1.15 B-1.2

区 分 W-1.25 C-1.3

1 → 固 定⇔ 都 市 計切 替
2 → 他 年度 画 面

3 → 土 地 明細 情 報 画面

4 →土 地 更新 処 理 画 面

5 →義 務 者別 選 択 画面

6 →土 地 名 寄状 況 画面

7 → 処 理 方 式選 択 画面

【実 行 す る 処理 の 番 号 を 入力 す る!】 → ※ 税 務 情 報初 期 画 面 → PF10
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【⑭都市計画税土地計算情報画面】

次 年度ZX29 【土地 計 算 情報 画 面 】
義務 者 コ ー ド 0000-2588 共 有区 分

所 在 地 番
町 名 本 番 3 符

池町 200-
支2

5

支番

法人持分割合
市
調 現 台 比

地 目

1 X 50- 356- 11

調査 路線№ 6年 3年
正 面 コー ド 正 面用 途

95-09-27

5,330,863,768

小 規模 特 例(1/3)
5,330,863,768

個人非住宅評価額
0

法人非住宅評価額
評 価 額 21,323,455,074【平 成8年 度 】 ※都 市 計

A 5,330,863,768

小規模暫 定特例
0

小規外暫定特例
A 5,330,863,768

個人非住暫定特例
0

法 人 非 住暫 定 特 例

◎暫定特例区分 A・・・1/1 B・・・3/4 C・・・2/3 D・・・1/2

@ 5,３30,863,768 0

◎負担
調整
区分

＆-1.075

B-1.2 8,900,655,133
特 例前合 算

＠ 3,569,791,365

8,900,655、133

特 例 後 合 算
0

法人非住課 税標

3
2

→ 固 定⇔ 都市 計 切 替
→ 他 年 度 画面
→ 土 地 明 細情 報 画 面

【実 行す る 処 理 の番 号 を 入力 す る!】 →
6
5
4 →土 地 更 新 処理 画 面

→義 務 者 別 選択 画 面
→土 地 名 寄状 況 画 面

※ 税 務 情 報初 期 画 面 →

7 → 処 理 方 式選 択 画 面

PF10

【⑰路線価台帳処理選択画面】

※ 税 務 情 報初 期 画面 → PF10

4 → 業務 初 期 画 面

3 → 処理 方 式 選 択画 面

2 → 路線 価 台 帳 新規 登 録 処理

1 路 線 価 台帳 検索 訂 正処 理

←選 択 した処 理 の 番号 を入 力す る!

次 の検 索 方 法の 中 か ら1つ を選 び、該 当 項 目を 入 力す る。

次年 度ZX23
【路 線 価 台帳 処 理選 択 画 面 】 95-09-27

判
別

50- 126-
調査 標 準 地
評 価 コー ド

【⑲路線価台帳画面】

【更 新 選択 番 号 →(2桁),新 規登録 処理 →66次 頁→77
台 帳 処理 選 択 画 面→88、 業 務 初 期 画面 →99、 該 当番 号 を 入力 す る!】 →

※税務 情 報初 期 画 面 → PF10

判

別 調 査 標準地

評 価 コ ー ド 用

途 63年 3年 6年
39年 45年 48年 51年 54年 57年 60年

評 点 数

【共有者明細検索画面】

※ 税務 情 報 初期 画 面 PF10

1 → 共 有 者 明細 更 新 画面
→ 義務 者別 選 択 画 面 4

3 → 業務 初 期 画面
→ 処理 選 択 画面 6

5 →次 頁 【実 行 す る処 理番号 を
→始 頁 入 力 して 下 さ い!】

0000-5987 8000-6250

藍 康之
藍 秋子

0000-2595 8000-6241 藍 朝夫

共 用
番 号

個別
義務 者CD

宛 名
コ ー ド 個 別義務 者 名

氏 名 藍 秋 子 外1名
住 所 浜松 市 池 田町1番 地の2
集 合 義務 者CD 0000-5995 宛 名 コ ー ド 8000-6250

次年 度ZX28 【共 有 者 明細 検索 画 面 】 95-09-27

2

持 分 分 母
持 分 分 子 共

区
住
数

居 住
割 合

1頁

【共有者明細検索更新処理画面】

※ 税務 情 報初 期 画 面→ PF10 7
6

【実 行 す る処 理 番 号 を
→ 始 頁 入 力 して 下 さ い!】
→ 共 有 者 明細 検索 画面 →

→業 務 初 期 画面
→ 処理 選 択 画面

3共 有 者 明細 更 新 処 理
→ 義 務 者 別選 択 画 面2

【新規登 録処 理 エ リア 】

件 数 頁

2

1

10000-26960000-5995

居住
割合

住
数

共
区分 母分 子

共 有 持 分個 別
義務 者CD

集 合
義務者CD

共 用
番 号

氏 名 藍 秋 子 外1名
住所 浜 松 市 池 町1番 地 の2
集 合義務 者CD 0000-5995 宛名 コ ー ド

次 年 度ZX20 【共 右 者 明細 検索 更 新処 理 】
1/

持 分 合 計

【⑳路線価台帳更新処理画面】

※ 税務 情報 初 期 画面 → PF10

【実 行 す る処 理 の 番号 を 入 力す る!】 →

2 路 線価 台 帳画 面

路 線 価台 帳 更 新処 理

4 → 業 務初 期 画 面

3 →処 理方 式選 択画 面

㎡評

点 数

用 途評 価 シ ス
テ ム番 号

標準
宅地

区
分

356-050-0A
標準 地調査

評 価 コー ド判
別

【路 線価 台 帳 更新 処 理 】 95-09-27入 力 者

取 消1
訂 正2

入 力区 分

ZX25

【⑱路線価台帳新規処理画面】

※ 税務 情 報 初 期画 面 → PF10

〔実 行 す る処 理 の番 号 を 入力 す る!】 →

3

2

1 路 線 価台 帳 更新 処 理

→路 線 価 台帳 画 面

→ 処理 方 式選 択 画 面

5

4 → 業 務初 期 画 面

→路線 価 台帳 新 規 登 録画 面

63年3年6年

㎡評
点数

39年45年48年51年54年57年 60年

03 06

用 途

入 力者95-09-27

評 価 シス
テ ム番 号

標準
宅地

区
分標準地調査

評 価 コ ー ド判
別

【路線 価 台 帳新 規 登 録処 理 】

入 力区 分

ZX26

【⑮他 年 度土 地計算情 報画 面(固 定 ・都 市計)】

【実 行す る処 理 の番 号 を 入力 す る!〕 → ※ 税務 情報 初 期 画面 → PF10
3
2
1 →他 年 度 画 面

→土 地 明 細情 報 画 面
→土 地更 新処 理 画 面 6

5
4 →義 務 者 別選 択 画 面

→土 地 名 寄状 況 画 面
→処 理 方 式選 択 画 面

◎ 負 担調 整 区 分%-1.025@-1.05&-1.075A,P-1.1V-1.15

B,Q-1.2W-1.25C,R-1.3S-1.4

0

法 人非 住 宅都 計
0

法人非住宅固定
12,334,880,000

0

法 人 非住宅 都 計

法人非住宅固定
9,867,904,000

3,083,720,000A

個人非住宅都計
3,083,720,000A

個 人 非住 宅 固定
評価額

2,466,976,000
個人非住宅都計

2,466,976,000

個 人 非 住宅 固 定
評価額

小 規 外 都 計

小 規 外 固 定

0

小 規 外 卸 計

小 規 外 固 定

8,567,499,276@
小 規模 都 計

2,141,874,819@

小 規模 固 定
【平 成5年 度 】

7,400,928,000

小 規 摸 都 計
1,850,232,000

【平 成2年 度 】

11

3年6年
正面 用 途

95-09-97

355-

路 線 №
50-

調査
正 面 コー ド

A
現 台 比
地 目

法 人持分割 合
市
調符3支2

5200-

本 番
池町
町 名

所 在 地 番
共有区分義 務者 コ ー ド

次 年 度ZX29

小 規 外 特例(2川 〕
0

小規摸課税標 準 小規外課税標 準 個人非住課税標準

1

A

1

ZX24

【路線 価 台 帳画 面 】

5

A

A

A

A

A

A

7

3

11111

0

0

1 判

7759735499451

5520000

511225311575180592

50565

10000059700

15125

51300

2555

78952710876397863979

559000

53542

122001

35725

98300

7108764372

522000130700

33940

95900

15427

11525218209

1905715911

1652005550022300

291670268105233762238763

2853606

162745

475500

111522

308600

356-050-0

296-0

291-050-0

288-050-0

12264-0

13191-150-0A

1

2

3

4

6

1

2

1

-64-

1

4

0000-5987

0

0

775,973

60年
559,994

57年
549,945

54年
549,945

51年
511,225

48年

5,520,000

6年
1,103,400

3年

311,575

45年

854,000

63年

180,592

39年

0

2

2

％-1.025@-1.05

A-1.1V-1.15

W-1.25C-1.3

6

50-0

50-0

50-0

126-0 11 62012

4083 8016 11343 15911 23262

1306801003699937161710

1000000300100136600

13

15

15

11

44770 55811 57475

21780 32670 35271 48248

659994549945
1103400654000

15730

1

8000-6250

1111

0306

11111

小規 模 固 定

支番

【土 地 計算 情 報 画面 】
0000-2688

AA 11A11



土 地 調 査 票 兼 連 絡 票

D

U

P

E

D

U

P

E

D

U

P

E

D

U

P

E

D

U

P
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